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香川県鳥インフルエンザ防疫マニュアル 

制定：平成 16 年 11 月１日 

最終改正：令和３年９月 14日 

第１章 高病原性鳥インフルエンザ 

高病原性鳥インフルエンザは、家きんに対して全身症状など強い病原性を有し、

高い(実験的には７５%以上の)致死率を示すなどの国際獣疫事務局(ＯＩＥ)が作成し

た診断基準により高病原性鳥インフルエンザウイルスと判定されたＡ型インフルエ

ンザウイルスの感染による鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥及び

七面鳥(以下「家きん」という。)の疾病である。 

家畜伝染病予防法(昭和 26 年法律第１６６号。以下「法」という。)では、高病原

性鳥インフルエンザ以外に、Ｈ５又はＨ７亜型のＡ型インフルエンザウイルス(高病

原性鳥インフルエンザと判定されたものを除く)の感染による家きんの疾病を低病原

性鳥インフルエンザとして定めており、ともに予防・治療方法はなく防疫措置とし

ては摘発淘汰を基本とする。 

 

第１ 原因 

原因は、オルソミクソウイルス科(Orthomyxoviridae)Ａ型インフルエンザウイル

スで、血清亜型はＨＡ蛋白では 18種、ＮＡ蛋白では 11 種類に分けられる。 

 

第２ 疫学等 

感染は家きん等の鳥類において、日齢や季節に関係なく発生する。ウイルスはふ

ん便や呼吸器からの分泌物により排せつされ、経口又は経鼻感染で伝播する。家畜

伝染病予防法で規定されている対象動物は鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、

ほろほろ鳥及び七面鳥である。 

 

第３ 症状 

高病原性鳥インフルエンザウイルスに感染した家きん群では突然の死亡率の上昇

があり、ほぼ１００％死亡する。感染初期の臨床症状は、元気消失、産卵率低下又

は停止、食欲・飲水量の低下、神経症状、下痢等が認められ、病理学的変化として

は、肉冠・肉垂のチアノーゼ、出血、壊死や顔面の腫れ、脚の浮腫や皮下出血等が

あり、甚急性ではこれらの症状を認めないことが多い。 

 

第４ 検査方法 

検査方法は、死亡あるいは発症家きんの気管スワブ及びクロアカスワブ、血液及
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び死亡家きんの臓器を採材して遺伝子検査（ＰＣＲ検査及びリアルタイムＰＣＲ検

査、以下「遺伝子検査」という）に加えて、発育鶏卵尿膜腔内接種によるウイルス

分離検査、エライザ法及び寒天ゲル内沈降反応の血清抗体検査を実施し感染の有無

を判定する。 
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第２章 防疫対策の基本方針と組織体制 

第１ 防疫の基本方針 ［国の高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥
インフルエンザに関する特定家畜伝染病防疫指針(以下「防疫指針」とい
う。)を要約］ 
 
１ 本病の防疫対策上、最も重要なのは、「発生の予防」と「早期の発見及び通報」、さ

らには「迅速かつ的確な初動防疫対応」である。 

 

２ 国は、人、物等を介した諸外国から我が国へのウイルスの侵入を防止するため、水

際における検疫措置を徹底する。 

 

３ 家きんの所有者は、家きんの伝染性疾病の発生を予防し、そのまん延を防止するこ

とに第一義的責任を有しているため、家きんの健康観察と記録、本病が疑われる場

合の早期届出の確実な実行、長靴の交換やねずみ等の野生動物の侵入防止対策等の

飼養衛生管理基準を遵守することが重要である。このため、行政機関及び関係団体

は、次の役割分担の下、全ての家きんの所有者がその重要性を理解し、かつ、実践

できるよう、発生予防と発生時に備えた準備に万全を期す。 

 

(１) 国は、都道府県等に対し、必要な情報の提供を行うとともに、全都道府県の防疫

レベルを高位平準化できるよう、指導及び助言を行う。 

 

(２) 県は、家きんの所有者等への情報提供と指導を徹底するとともに、発生時に備え

た準備を行う。 

 

(３) 市町及び関係団体は、県の行う家きんの所有者への指導や発生時に備えた準備に

協力する。 

 

４ 発生時には、迅速かつ的確な初動防疫対応により、まん延防止及び早期終息を図る

こと、特に発生農場における迅速な患畜等のと殺、その死体等の処理及び消毒が何

よりも重要である。防疫措置を行うための経費については、法第 58 条から第 60 条

の２までの規定に基づき、国が全部又は一部を負担することとなっている。 

また、法第 60 条の３では、防疫措置が発生初期の段階から迅速かつ的確に講じられ

るようにするため、予備費の計上を含めて予算を速やかに、かつ、確実に手当てす

ることとしている。このことも踏まえて、行政機関及び関係団体は、次の役割分担

の下、迅速かつ的確な初動防疫対応を行う。 
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(１) 国は、初動対応等を定めた防疫方針(第６の２の(１)の防疫方針をいう。以下同

じ。)の決定及び見直しを責任を持って行うとともに、これに即した県の具体的な防

疫措置を関係省庁が協力し、支援する。また、法に基づく予算を迅速かつ確実に手

当てする。 

 

(２) 県は、防疫方針に即した具体的な防疫措置を迅速かつ的確に実行する。 

 

(３) 市町及び関係団体は、県の行う具体的な防疫措置に協力する(県が市町又は関係

団体に委託して実施する場合には、当該防疫措置に関する費用は、法に基づく国の

費用負担の対象となる。)。 

 

５ なお、国は、あらかじめ定めた防疫方針に基づく初動防疫対応により、感染拡大を

防止できないときには、速やかに、実際の感染状況を踏まえた防疫方針の見直しを

行うとともに、必要に応じ、専門家の意見を聴きつつ、的確に特定家畜伝染病緊急

防疫指針(以下「緊急防疫指針」という。)を策定する。 

 

第２ ワクチン接種 ［防疫指針より抜粋］ 

国は、次の要素を考慮して、発生農場におけると殺及び周辺農場の移動制限のみに

よっては、感染拡大の防止が困難と考えられる場合には、まん延防止のための緊急ワ

クチン接種の実施を決定する(なお、本病については、法上、予防的殺処分は認められ

ていない。)。 

１ 埋却を含む防疫措置の進捗状況 

２ 感染の広がり(疫学関連農場数) 

３ 環境要因(周辺農場数、家きん飼養密度、山、河川等の有無等の地理的状況) 

 

第３ 防疫対策本部 

 香川県鳥インフルエンザ対策本部(以下「県対策本部」という。) 

県対策本部は、近隣県で本病が発生し、県内での発生が著しく危惧される場合や、

県内に移動制限区域等が含まれる場合、あるいは県内の農場等の病性鑑定時において

簡易検査キットを用いた抗原検査(以下「簡易検査」という。)で陽性との連絡があっ

た場合に設置し、設置後速やかに、円滑な防疫活動を行うための情報収集及び防疫措

置の準備の検討を行う。 

県対策本部を設置したときは、関係市町、関係機関・団体等に県対策本部の設置及

び発生の概要等を伝達するとともに、迅速な防疫措置が講じられるよう協力を要請す

る。なお、県対策本部会議は、防疫状況等を踏まえ必要に応じて開催し、関係市町、
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関係機関、関係団体等を参加させることができるものとする。 

(１) 目的 

高病原性鳥インフルエンザが発生した場合の本県経済に与える影響の甚大さを考

慮し、高病原性鳥インフルエンザの防疫、その他の対策に関して関係部局が連携し

て円滑に実施し、本県養鶏産業の維持・発展及び安全・安心な県民生活の確保を図

ることを目的に、県対策本部を設置する。 

 

(２) 組織 

県対策本部は、知事を本部長に関係部局の長で構成し、県対策本部の事務を補佐

させるため関係課長等で構成する幹事会を設置する。 

また、県対策本部を円滑に機能させるとともに、防疫方針の企画立案を行う【総

括班】を設置し、さらにその下に所定の班・係を設置する。 

香川県鳥インフルエンザ対策本部の組織体制図及び分掌事務、連絡体制等は次ペ

ージ以降のとおりとする。 

・香川県鳥インフルエンザ対策本部の組織体制 

・県対策本部における各部局の分掌事務 

・県対策本部各班の主な業務 

・県対策本部【総括班】の組織体制及び分掌事務 

・現地対策本部の組織体制及び分掌事務 

・連絡体制 

 

（３） 設置期間 

県対策本部は、本病の発生状況に応じ、次の４段階の防疫対応をとるものとす

る。なお、知事又は農政水産部長が必要と認める場合は、この限りではない。 

 

レベル 1：近隣国で発生があった場合 

畜産課と家畜保健衛生所（家保）による防疫措置の強化により対応する。また、

その発生の状況により、香川県鳥インフルエンザ対策連絡会議（以下「県対策連絡

会議」という。）を開催し、情報の周知及び対策を確認する。 

 

レベル２：近隣県（四国内及び岡山県）以外の国内で発生があった場合 

畜産課と家畜保健衛生所による防疫措置の強化により対応する。また、県対策連

絡会議を開催し、情報の周知及び対策を確認する。 

 

レベル３：近隣県で発生があった場合((４)の場合を除く)  

畜産課と家畜保健衛生所による防疫措置の強化により対応する。また、県対策連
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絡会議を開催し、関係機関との連携・協力の下、侵入防止と清浄性の確認を継続実

施する。 

 

レベル４：県内で発生があった場合及び近隣県の発生により制限区域に本県が含まれ

る場合 

県対策本部会議を開催し、関係部局の連携のもと、迅速な初動防疫対応、人への

感染防止、県民への情報提供等の総合的な対策をとることにより、本病の感染の拡

大を防止し、被害を最小限に止めるよう的確な措置を講じるものとする。 

 

  

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ 野　鳥

近隣国
(韓国等)

国　内
（レベル３以外）

近隣県
(四国内、岡山県)

県内及び近隣県の発生により
制限区域に本県が含まれる

場合
本　県

○ ○ ○ －
○

ＰＣＲ検査陽性の場合

－ － － ○ －

－ － － ○
○

確定検査陽性の場合

○ ○ ○ ○ ○

－ ○ ○
○

制限区域内は毎日
の報告確認

○

－ － － ○ 半径３Km以内の農場

－
○

（備蓄で対応）
○ ○

○
確定検査陽性の場合

－ －  － ○
確認場所の

通行制限・遮断

－ －  － ○ 確認場所の消毒

防疫対策の
徹底指導

防疫対策の
徹底指導

開催自粛要請
開催自粛要請
制限区域内は

開催停止
開催自粛要請

＊①高病原性鳥インフルエンザの場合、移動制限区域内の農場、②低病原性鳥インフルエンザの場合、制限区域内の農場

防
疫
対
策

①ＦＡＸ等による情報提供
　異常家きんの早期通報の
　　　　　　　　　　　徹底の指導
　消毒の徹底等の指導

②電話等による家きん
　の異常確認

③立入検査による家きん
　の異常確認
　(防疫指針第１２の２＊)

⑤制限区域の設定

⑥消毒ポイントの設置

⑦畜産関係イベントへの指導

④消毒薬の配布

段　階

発生地域

会
議

①県対策連絡会議の開催

②県対策本部幹事会議の開催

③県対策本部会議の開催
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１ 香川県鳥インフルエンザ対策本部の組織体制 

 

本部長

副本部長

幹事長

警察本部警備課

総括班

農政水産部長

農政水産部次長

農政課

畜産課

土地改良課

広聴広報課

危機管理課

環境管理課

健康福祉総務課

土木監理課

みどり保全課長 教育委員会保健体育課長

廃棄物対策課長 警察本部警備課長

幹事

環境管理課長 教育委員会高校教育課長

産業政策課長

総務学事課長 経営支援課長

税務課長 交流推進課長

人事・行革課長 農政課長

環境政策課長 教育委員会総務課長

健康福祉部次長 薬務感染症対策課長

幹事会

くらし安全安心課長 土木監理課長

農政水産部次長 生活衛生課長

政策課長 子ども家庭課長

予算課長

職員課長 農業経営課長

広聴広報課長 畜産課長

危機管理課長 土地改良課長

教育長

警察本部長

　　　　　　　　　農政水産部長

環境森林部次長 健康福祉総務課長

本部員

      県対策本部

政策部長

人事・行革課

知事公室長

審議監

副知事

知事

総務部長

危機管理総局長

環境森林部長

健康福祉部長

商工労働部長

交流推進部長

農政水産部長

土木部長
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２ 県対策本部における各部局の分掌事務 
組織部名 

（対策本部構成員等） 
担当課名 分掌事務 

政策部 

（政策部長） 

政策課 

予算課 

政策部内の連絡調整に関すること 

防疫対策に係る政策・予算に関すること 

 

 

総務部 

（総務部長） 

総務学事課 

総務部内の連絡調整に関すること 

公用車の確保に関すること 

私立学校の幼児生徒の指導に関すること 

税務課 

（県税事務所） 
県税の納税に関すること 

人事・行革課 要員の確保に関すること 

職員課 

（健康管理室） 
職員の健康相談に関すること 

知事公室 

（知事公室長） 
広聴広報課 広聴、広報活動及び報道機関に関すること 

危機管理総局 

（危機管理総局長） 

危機管理課 

くらし安全安心課 

危機管理総局内の連絡調整に関すること 

危機管理に関すること 

消費者相談に関すること 

環境森林部 

（環境森林部長） 

環境政策課 環境森林部内の連絡調整に関すること 

環境管理課 飲用水、水環境の保全に関すること 

みどり保全課 死亡野鳥の検査、調査、病傷野鳥の保護等に関すること 

廃棄物対策課 廃棄物の処理に関すること 

健康福祉部 

（健康福祉部長） 

健康福祉総務課 

（保健福祉事務所） 

健康福祉部内の連絡調整に関すること 

県民の健康の保持及び増進に関すること 

薬務感染症対策課 人の感染症対策に関すること 

生活衛生課 食の安全、動物愛護に関すること 

子ども政策推進局 

（子ども政策推進局長） 
子ども家庭課 保育所等の児童の指導に関すること 

商工労働部 

（商工労働部長） 

産業政策課 商工労働部内の連絡調整に関すること 

経営支援課 関連事業者の経営安定に関すること 

交流推進部 

（交流推進部長） 
交流推進課 交流推進部内の連絡調整に関すること 

農政水産部 

（農政水産部長） 

農政課 
対策本部の企画調整に関すること 

農政水産部内の連絡調整に関すること 

農業経営課 

（普及センター） 
畜産農家の経営安定等に関すること 

畜産課 

（家畜保健衛生所） 
家畜防疫及び関連対策に関すること 

土地改良課 

（土地改良事務所） 
埋却時の土木関係に関すること 

土木部 

（土木部長） 

土木監理課 

（土木事務所） 

土木部内の連絡調整に関すること 

消毒ポイントの設置と初期対応に関すること 

教育委員会 

（教育長） 

教育委員会総務課 

高校教育課 

保健体育課 

公立学校（園）の児童生徒等の指導に関すること 

警察本部 

（本部長） 
警備課 

立入制限、通行遮断、消毒ポイントの支援に関すること 

犯罪の捜査、治安に関すること 

＊各部の主管課は、要員確保と幹事課の所管事務を補完する 
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３ 県対策本部各班の主な業務 

班名 幹事課名 主な業務 

健康対策班 

健康福祉総務課 

（保健福祉事務所） 

県民からの健康相談、問合せへの対応等 

防疫作業従事者等の健康調査、着脱指導 

薬務感染症対策課 
養鶏場従事者、防疫作業従事者等の疫学調査 

人の健康に関する相談窓口 

埋却支援班 
土地改良課 

（土地改良事務所） 
埋却時の土木工事の指導助言、要員調整 

消毒ポイント班 
土木監理課 

（土木事務所） 
消毒ポイントの設置と初動期の消毒作業の実施 

自衛隊連携班 危機管理課 自衛隊の派遣要請等 

公安班 警察本部警備課 
立入制限、通行遮断、消毒ポイントの支援 

犯罪の捜査、治安に関すること 

廃棄物処理班 廃棄物対策課 
廃棄となる鶏の死体等を処分する一般廃棄物処理施設の

確保、連絡調整等 

水質検査班 環境管理課 埋却場所周辺等の公共用水域及び飲用井戸の水質検査 

野鳥調査班 みどり保全課 
死亡野鳥等の検査、調査、病傷野鳥の保護 

野鳥に関する相談窓口（HP）等 

県民生活班 くらし安全安心課 

消費者からの相談、問合せへの対応等 

消費者に対する情報発信の対応等（鳥インフルエンザに

関する情報提供等（風評被害を含む）） 

食の安全班 生活衛生課 
ペットの病気に関する相談窓口（HP） 

食品に関する相談窓口（HP） 

経営対策班 

経営支援課 
関連事業者の経営、融資に関する相談窓口（HP） 

中小企業制度融資による支援等 

農業経営課 

（普及センター） 

畜産農家の経営に関する相談窓口（HP） 

畜産農家の経営に対する資金等による支援 

学

校

対

策

班 

公立 

教育委員会総務課 

高校教育課 

保健体育課 

各公立学校（園）への情報提供及び情報収集 

児童生徒等及び保護者の不安解消のための説明、指導 

農業高校への対応 

私立 総務学事課 
各私立学校への情報提供及び情報収集 

幼児生徒及び保護者の不安解消のための説明、指導 

保育所 子ども家庭課 
各保育所等への情報提供及び情報収集 

児童及び保護者の不安解消のための説明、指導 

税務班 税務課 

（県税事務所） 
県税の納税に関すること 
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４ 県対策本部【総括班】の組織体制 

 

班長 係長
副班長 係長
副班長 係員
副班長

班長 係長
班員 係員

班長 係長
班長 係員

班長 係長
班長 係員

係員

班長 危機管理課長
班長 係員
班員

係員
班長 係員
班長

係員 畜産課　生産流通Gr
班長 係員
班長
班員

班長 農政課　組合検査指導室長補佐
班長
班員

班長
班長
班員

班長
班長
班員

班長
班長

班長
班長
班員

班長
班員

班長
班員

農政課
農政課

バス班

畜産課　総務・経営Gr

畜産団体等調整係

畜産課　生産流通Gr
畜産課　総務・経営Gr

土地改良課長
土地改良課副課長

埋却支援班

土地改良課計画・調査指導Gr

会計班

畜産課　生産流通Gr

健康福祉総務課長
健康対策班

消毒ポイント班

水質検査班

健康福祉総務課　地域保健Gr補佐
健康福祉総務課　地域保健Gr

土木監理課　総務Gr補佐
土木監理課長

環境管理課長
環境管理課　土壌・水環境Gr

公安班
警察本部　警備課長
警察本部　警備課

例外協議運用係

畜産課　衛生環境Gr 畜産課　衛生環境Gr

畜産課　総務・経営Gr

防疫対策班
畜産課長 畜産課　衛生環境Gr

疫学究明係
畜産課　衛生環境Gr

人事・行革課　人事Gr補佐
人事・行革課　人事Gr

動員班

農政課

人事・行革課長

農政課　農振地籍Gr補佐

県対策本部総括班

農政課長
農政水産部政策主幹

報道・取材対応班

危機管理課　危機管理Gr

報道・取材対応係

総務班

畜産課副課長

連絡調整・庶務係
農政課　総務Gr補佐
農政課　農地調整Gr補佐

水産課副課長
農政課

畜産課　生産流通Gr
広聴広報課長 農政課　企画Gr補佐

畜産課　生産流通Gr

広聴広報課 総務・報道Gr

現地対策本部調整・進捗管理班 防疫係
畜産課　衛生環境Gr補佐畜産課　生産流通Gr補佐

移動制限・消毒ポイント係
畜産課　衛生環境Gr産廃協会連携班

危機管理課　副課長

畜産課　総務・経営Gr
畜産課家畜防疫主幹

自衛隊連携班
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県対策本部【総括班】の分掌事務 

 

  

所掌事務 担当課 ページ

県対策本部の全体管理

農政課長
農政水産部政策主幹
畜産課副課長
水産課副課長

P48～P49、
P52、P73

連絡調整・庶務係

県対策本部会議の調整・進行、各部局との連絡調整
部局別動員要請数の算定及び動員班との連絡調整
市町畜産主務課（発生地を除く）、中国四国農政局、
四国地方整備局への連絡

農政課総務Gr補佐
農政課農地調整Gr補佐
農政課

P48

マスコミ対応、取材対応
広聴広報課長
広聴広報課総務報道Gr補佐

P52

報道・取材対応係
マスコミ提供のための情報収集・資料作成、
畜産課ホームページ管理

農政課企画Gr補佐
畜産課生産流通Gr

P53

現地対策本部からの情報収集・連絡調整、
防疫措置の進捗管理

畜産課生産流通Gr補佐
畜産課衛生環境Gr

P53

防疫作業の総合調整、現地対策本部防疫班との連絡調整
畜産課長
畜産課家畜防疫主幹

防疫係 防疫方針等の国（農水省動物衛生課）との連絡調整
畜産課衛生環境Gr補佐
畜産課衛生環境Gr

例外協議運用係
国との例外協議
移動制限区域の農家への周知

畜産課衛生環境Gr
畜産課総務・経営Gr

P65～P68

疫学究明係 疫学関連農場の調査 畜産課衛生環境Gr P45

移動制限・消毒ポイント係 移動制限区域の設定、消毒ポイントの選定
畜産課衛生環境Gr
畜産課生産流通Gr

P45、P73

畜産団体等調整係
関係団体との連絡調整、関係団体職員の動員調整
農家への情報提供

畜産課生産流通Gr
P25、P43、
P69

自衛隊派遣要請、自衛隊リエゾンとの連絡調整 危機管理課 P48、P53

香川県産業廃棄物協会への要請及び派遣人員・機材等の
連絡調整

農政課農振・地籍Gr補佐
農政課

P53、P97

県職員の動員調整（各部局への動員依頼）
要員に係る職員手当、旅費等に係る周知

人事・行革課 P48、P53

動員輸送用バスの調達、運行管理
農政課組合検査指導室長補佐
農政課

P53

現地対策本部埋却班の要員調整 土地改良課 P54

業務委託等の契約事務
畜産課総務・経営Gr
畜産課生産流通Gr

P54

土木部内における消毒ポイント要員の調整 土木監理課 P54

保健福祉事務所との連絡調整
専門職（医師等）の動員調整
健康対策班要員の動員調整等

健康福祉総務課
P49、P54、
P143

立入制限、通行遮断、消毒ポイントの支援 警察本部警備課 P55、P84

発生農場・埋却場所周辺の公共用水域及び飲用井戸の水
質検査

環境管理課土壌・水環境Gr P55、P137

自衛隊連携班

動員班

水質検査班

会計班

埋却支援班

バス班

産廃協会連携班

消毒ポイント班

健康対策班

公安班

P45～P47、
P51、P143

班・係名

総務班

報道・取材対応班

現地対策本部調整・進捗管理班

防疫対策班
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５ 現地対策本部の組織体制 

 

係員

係員

係員

班長 係員

班長

係長

班長

班員

係員

係員

班長

係長

係員

係長

班員

班長

班長

班員 係長

係員

係長

係員

班長 係員

班員

班長 係長

班員 係員

係員

係長

現地対策本部
農政水産部出先機関所長本部長

防疫調整係（農場内家畜防疫員補助）

先遣調査係

畜産課　衛生環境Gr

発生地家保、非発生地家保

発生農場防疫係（農場内家畜防疫員）

発生地家保防疫課長

係員
発生地家保（初動防疫係）、農政課
土地改良課、土地改良事務所

埋却地交渉係

東部家畜保健衛生所　家畜防疫主幹

現地企画班 進捗管理報告係

発生地家保

農政課

農政課

初動防疫係

発生地管轄土地改良事務所次長

防疫支援班

副本部長
畜産試験場長

発生地家保

発生地家保

係長
農業経営課補佐、水産課補佐
農業生産流通課補佐

係員
農業経営課、水産課
農業生産流通課

消毒ポイント班

副本部長
西部家畜保健衛生所長

東部家畜保健衛生所長

畜産試験場、東讃農業改良普及Ｃ

西部家畜保健衛生所　家畜防疫主幹

東部家保病性鑑定室長

非発生地家保

発生地家保

防疫班

病性鑑定班

東部家保病性鑑定室

班員
非発生地家保、畜産試験場
衛生部門獣医、中讃農業改良普及Ｃ
西讃農業改良普及Ｃ

発生状況・清浄性確認検査班

発生地管轄土地改良事務所長

発生地管轄土地改良事務所

農場緊急消毒係

農場内家畜防疫員

係員
中讃農業改良普及Ｃ

西讃農業改良普及Ｃ

立入制限係

係員

農業試験場、園芸総合Ｃ
農業試験場府中果樹研究所
農業試験場病害虫防除所

警察

動員サポート班

班長
農業生産流通課補佐、水産課補佐
農村整備課補佐

水産課、農業生産流通課、農村整備課

埋却班

畜産試験場次長

非発生地家保、畜産試験場

資材調達係

非発生地家保庶務課

中讃農業改良普及Ｃ

発生地家保庶務課長

発生地家保

西讃農業改良普及Ｃ

資材班

土木部

動員者

評価係

発生地家保

西讃農業改良普及Ｃ

消毒ポイント係

炭酸ガス係

危機管理課　産業保安対策Gr補佐

危機管理総局

発生地管轄各保健福祉事務所長
及び小豆総合事務所長

責任者

現地・健康対策班

資材受入配送係

係員

畜産試験場、農業試験場
水産試験場、農業大学校
中讃農業改良普及Ｃ
東讃農業改良普及Ｃ係員 動員者



16 

現地対策本部の分掌事務 

 

所掌事務 活動場所 担当課 ページ

現地対策本部の総括 現地対策本部 農政水産部出先機関の長 -

現地における防疫方針の立案、防疫作業の進捗管理 現地対策本部 東西家保所長 P56、P61、P84

進捗管理報告係 農場・埋却地との進捗管理連絡、県対策本部への定期報告 現地対策本部 農政課 P56

防疫作業の総括及び具体的な指示 現地対策本部 東西家保家畜防疫主幹 P56

異常家きん発生時の簡易検査、病性鑑定材料の採材
疫学関連農場の聞き取り調査、防疫施設の設置確認

発生農場 発生地家保

P36、P38、
P39～P41、
P82～P89、
P138

発生農場の防疫措置に必要な農場内及び農場周辺の事前調査
埋却候補地の事前調査
先遣調査に基づく防疫作業工程表の作成

発生農場

畜産課
発生地家保
農政課
土地改良課
土地改良事務所

P41、
P82～P83

埋却地の選定、地権者との交渉、周辺住民等への説明
埋却地における防疫措置の指揮監督

埋却地 発生地家保
P41、
P118～P126
P137

防疫計画に基づく防疫措置の指揮監督
防疫調整係への作業指示

発生農場
発生地家保
非発生地家保

P39、P41、
P87～P99、
P104～P114
P134～P136

防疫作業従事者への作業指示
現地企画班・進捗管理報告係へ防疫作業の進捗報告
農場内での資材管理、農場退出時の動員者の消毒

発生農場
農業経営課
農業生産流通課
水産課

P61、
P92～P99、
P134～P136

殺処分開始までの発生農場緊急消毒の実施
防疫資材の農場内への受入及び鶏舎周辺への配置

発生農場
西讃農業改良普及Ｃ
中讃農業改良普及Ｃ

P41、P69
P87～P89

発生農場への通行制限、通行遮断 発生農場周辺

農業試験場
園芸総合Ｃ
府中果樹研究所
病害虫防除所
警察

P42、P61、
P84～P85

処分家きん・汚染物品の評価
報道提供用の写真・動画撮影

発生農場 発生地家保
P62、
P90～P99

炭酸ガスボンベの管理（ガスボンベの受入・使用済みボンベの引き
渡し）
防疫作業従事者へのガスボンベ運搬指示

発生農場
危機管理課
くらし安全安心課

P92～P96

病性鑑定 東部家保 東部家保病性鑑定室 P43～P44

発生状況検査、家きん卵・ひな出荷監視検査、ＧＰセンター再開の
ための確認、清浄性確認検査
疫学関連農場等の立入検査
制限区域内農場における死亡鶏の報告徴求

周辺農場
非発生地家保
畜産試験場
衛生部門獣医師

P42、
P58～P59
P115～P117
P139～P143

上記検査のため家畜防疫員を各農場まで送迎（公用車の運転） 周辺農場
西讃農業改良普及Ｃ（畜産担当）
中讃農業改良普及Ｃ（畜産担当）

P115～P117

防疫支援各班の総括 現地対策本部
畜産試験場長
畜産試験場次長

P45

動員者の受付、動員者への作業内容の説明、動員者の作業割振
動員者輸送バスの運行管理、動員者の誘導（農場⇔受付会場）

動員者受付会場
農業生産流通課
農村整備課
水産課

P57、
P100～P103

埋却溝の面積算定及び掘削、殺処分家きん・汚染物品の埋却
埋却地における着脱衣テントの設置及び運営
汚染物品運搬車両の消毒（埋却地が農場外の場合）
現地企画班・進捗管理報告係へ埋却作業の進捗報告

埋却地 土地改良事務所
P49、P57
P118～P126

消毒ポイント用資材（消毒液・発電機燃料等）の補充 現地対策本部
畜産試験場
非発生地家保
西讃農業改良普及Ｃ

P42、P57
P73～P81

消毒ポイント係 消毒ポイントの設置及び運営 消毒ポイント 土木部 P73～P81

防疫資材の調達・運搬・在庫管理の総括 現地対策本部
発生地家保庶務課長
発生地家保

P42～P43、
P57、P69～P72

資材調達係 防疫資機材の発注、納品確認、支払事務 現地対策本部

発生地家保庶務課
非発生地家保庶務課
西讃農業改良普及Ｃ
中讃農業改良普及Ｃ

P42、P57、
P69～P72

防疫資機材の受入、納品確認、在庫管理、配送指示 現地対策本部
畜産試験場
中讃農業改良普及Ｃ
東讃農業改良普及Ｃ

防疫資材の農場等への配送、在庫管理
家保備蓄倉庫
発生農場
現地対策本部

畜産試験場
農業試験場
農業大学校
水産試験場

発生直後における資材の配送（家保備蓄倉庫からの搬出）
家保備蓄倉庫
発生農場
現地対策本部

農業試験場
東讃農業改良普及Ｃ

防疫作業従事者の健康調査、防護服着脱指導等 健康調査会場
健康福祉総務課
保健福祉事務所

P43

炭酸ガス係

消毒ポイント班

P43、P57、
P69～P72

現地・健康対策班

資材班

動員サポート班

埋却班

班・係名

防疫支援班

現地企画班

防疫班

病性鑑定班

現地対策本部長

発生状況・
清浄性確認検査班

資材受入配送係

農場緊急消毒係

立入制限係

評価係

初動防疫係

先遣調査係

埋却地交渉係

発生農場防疫係
（農場内家畜防疫員）

防疫調整係
（農場内家畜防疫員補助）
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６ 連絡体制 

 

異常家きんの届出時
簡易検査陽性時及び遺伝子検査陽性時

18:00

19:00

22:00

6:00

7:00

8:00

8:30

人事・行革課
危機管理課
健康福祉総務課
警察本部警備課

非発生地家保
畜産試験場

発生地市町畜産主務課
農林水産省動物衛生課

広聴広報課
環境管理課
土木監理課
農業経営課
農業生産流通課
土地改良課
農村整備課
水産課

幹事課及び農政水産部内各課へ簡易検査陽性の連絡

東部家保病性鑑定室での
遺伝子検査陽性

簡易検査へ出発

農場での簡易検査陽性

農政課

香川県建設業協会
香川県産業廃棄物協会
香川県ペストコントロール協会
日本産業・医療ガス協会香川県支部
ＪＡ香川県
香川県獣医師会

各部主管課

簡易検査結果の判明（陽性）

異常家きんの届出

発生地家保

畜産課衛生環境Gr

畜産課生産流通Gr

知事・副知事

対策本部会議の開催

市町畜産主務課（発生地除く）
中国四国農政局香川県拠点
四国地方整備局
四国運輸局

立入制限措置開始
（農業試験場、園芸総合Ｃ、府中果樹研究所、病害虫防除所）

消毒ポイント設営作業開始（土木部）

殺処分開始9:00

20:00

国から遺伝子検査陽性判定の受理（疑似患畜確定）

健康調査会場及び自家用車参集場所の決定17:00

初動動員名簿の整理（人事・行革課）農場の先遣調査から帰庁

農場先遣調査に基づく防疫作業工程表の作成

事務局会議の開催（発生農場の概要及び防疫作業工程表の共有）

立入制限箇所、消毒ポイント設置場所、埋却地の決定及び共有

消毒ポイント稼働開始（土木部）、立入制限措置開始（警察）

自衛隊へ災害派遣要請（危機管理課）

部局別動員要請数の提出（農政課→人事・行革課）

バス会社へ事前連絡（農政課）

自衛隊リエゾン派遣要請の検討（危機管理課）

農場の先遣調査へ出発
（畜産課、農政課、土地改良課、土地改良事務所）

健康調査会場の設営作業開始（健康福祉総務課）

現地対策本部の設営作業開始（農政水産部現地対策本部要員）

記者レクチャー対応（広聴広報課、畜産課）

異常家きんの届出時及び簡易検査陽性確定時の連絡体制

プレスリリース（疑似患畜確定）

異常家きんの届出から殺処分開始までの主要な動き 各課が業務を開始するタイミング

知事・副知事へ簡易検査陽性の連絡

14:00

10:00 人事・行革課、危機管理課、健康福祉総務課、警察本部警備課へ第１報

異常家きんの届出

非発生地家保、畜産試験場へ第１報

発生市町、農水省動物衛生課、関係機関へ簡易検査陽性の連絡

幹事課

農政水産部部長・次長
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防疫作業中の情報伝達系統 

 

 

  

進捗報告系統 ・・・ 定期報告（１時間毎の作業進捗状況）

指示系統 ・・・ 防疫作業方針等を指示、必要があれば協議

★ 各拠点における連絡員 ・・・ 情報伝達の担当者

評価係
（家畜防疫員）

発生農場防疫係
（家畜防疫員）

★埋却班
（農業土木技術職員）

埋却地交渉係
（家畜防疫員）

発生農場防疫係長
（家保防疫課長）

★防疫調整係長
（農場内家畜防疫員補助）

防疫対策班
（畜産課）

★現地対策本部調整・進捗管理班

防疫班長
（家保家畜防疫主幹）

総務班、自衛隊連携班、産廃協会連携班
報道・取材対応班、動員班、バス班、埋却支援班
会計班、消毒ポイント班、健康対策班
公安班、水質検査班

県対策本部【総括班】

現地対策本部 健康調査会場

発生農場 埋却地

★動員サポート班長

健康調査会場責任者

★進捗管理報告係
現地企画班長
（家保所長）

情報共有

協
議

協
議

情報共有
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第３章 発生前の防疫対策 

(「水際対策」、「家きんの所有者や関係者の防疫対策」、「早期発見・早期通報」) 

第１ 事前の防疫体制 

１ 県の対応 

高病原性鳥インフルエンザは、現在、近隣諸国において継続的に発生しており、こ

れらの近隣諸国から、渡り鳥が飛来してウイルスを持ち込む可能性があるほか、人や

物を介した侵入も考えられることから、今後も我が国に侵入する可能性は高い。 

このため、常に国内にウイルスが侵入する可能性があるとの前提に立ち、家きんの

所有者と行政(国、県及び市町)及び関係団体とが緊密に連携し、実効ある防疫体制を

構築する必要がある。県は、一般県民を含めて、水際対策に対する理解と協力、高病

原性鳥インフルエンザの発生防止に関する知識の普及・啓発、さらに、農場における

「飼養衛生管理基準」の遵守指導を行い、高病原性鳥インフルエンザの発生防止に努

めるものとする。 

(１) 海外及び国内での発生情報の伝達 

海外及び国内における高病原性鳥インフルエンザの発生情報については、農林水産

省消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）から発出された文書を、畜

産課から、各市町、関係団体等へＦＡＸ等により迅速に伝達するとともに、家畜保健

衛生所から県内の農家等に対して、国内外における高病原性鳥インフルエンザ(低病

原性鳥インフルエンザを含む)の発生情報の発信を行う。 

(２) 農家指導、研修会の開催 

家きんの所有者の飼養衛生管理基準の遵守状況について、家保は、原則年１回以上

農家巡回を行い、その把握に努める。なお、管理基準が遵守されていない農場につい

ては、指導、勧告、命令等を前提とした家保の立入指導を行う。 

また、高病原性鳥インフルエンザなど海外悪性伝染病に関する研修会を、全ての家

きんの所有者を対象に定期的に実施する。 

(３) 野鳥対策 

みどり保全課では、野鳥の生息状況や飛来状況の把握、定期的な糞便調査等を行い、

的確な情報を迅速に提供することにより、農場での防疫体制の強化と併せて発生防止

の相乗効果を期すこととしている。 

(４) 早期発見・早期通報体制 

県は家きんの所有者に対して、日頃から高病原性鳥インフルエンザの特性や侵入の

危険性について周知するとともに、毎日、家きんの健康状態を観察し、早期発見に努

めるよう指導する。 

また、家畜伝染病予防法第１３条の２に規定する農林水産大臣が指定する症状若し
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くは高病原性鳥インフルエンザを疑う症状を認めた場合は、速やかに最寄りの家保に

通報するよう指導する。 

(５) 関係機関・団体等との連携 

発生及びまん延防止対策を迅速かつ適確に行うため、国、県庁各部局、警察本部、

市町、県獣医師会、養鶏団体等の関係機関・団体は、日頃から情報の共有に努めると

ともに、発生時の防疫措置の内容や実施時期、役割分担等を確認する。また、県は発

生防止及び発生時において、全面的な支援体制を構築するため、関係団体・業界等と

協力が得られるよう日頃から連携を推進する。 

 

２ 市町の対応 

市町は、発生防止のため県が行う水際対策や家きんの所有者への情報伝達、研修会

の開催について、県と一体となって取り組む。 

 

３ 家きんの所有者の対応 

家きんの所有者は高病原性鳥インフルエンザウイルスの侵入を防止するため、「飼

養衛生管理基準」に基づき、農場出入口での消毒を徹底するとともに、平時での農場

に出入りのあった人、物品等に関する記録の保管、農林水産省や県のホームページ等

による発生情報の収集など、日頃から危機意識を持って衛生管理に努める。 

飼養衛生管理基準(家畜伝染病予防法施行規則第２１条において規定)の主な内容

を以下に示す。 

(１) 衛生管理区域の設定 

農場を徹底した衛生管理が必要な衛生管理区域とそれ以外の区域に区分し、両区域

の境界が分かるようにすること。 

(２) 衛生管理区域への病原体の持ち込み防止 

① 衛生管理区域への必要のない者の立入の制限 

衛生管理区域の出入口付近及び飼養管理関連施設に看板を設置し、必要のない者の

立入を制限する。 

② 衛生管理区域に立ち入る車両の消毒 

衛生管理区域の出入口付近に消毒設備を設置し、車両の消毒をさせること。 

③ 衛生管理区域及び家きん舎に立ち入る者の消毒 

衛生管理区域及び家きん舎の出入口付近に消毒設備を設置し、立ち入る者の手指の

洗浄、消毒及び靴の消毒をさせること。 

④ 衛生管理区域専用の衣服及び靴の設置・家きん舎ごとの専用の靴の設置 

衛生管理区域専用の衣服及び靴を設置するとともに、家きん舎ごとの専用の靴を設

置し、確実に着用させること。 

(３) 野生動物等からの病原体の感染防止 
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① 家きん舎の給餌設備及び給水設備並びに飼料の保管場所にねずみ、野鳥等の野生

動物の排せつ物等が混入しないようにすること。 

② 水道水等の飲用に適した水以外を給与する場合には消毒すること。 

③ 野鳥等の野生動物の家きん舎・飼料保管庫・堆肥舎・死体保管庫等への侵入を防

止することができる防鳥ネット(網目の大きさが２㎝以下)等の設備を設置すると

ともに、定期的に破損状況を確認し、破損がある場合には、遅滞なく修繕すること。 

④ 家きん舎の屋根又は壁面に破損がある場合には、遅滞なく修繕するとともに、ね

ずみ及びはえ等の害虫の駆除を行うこと。 

 

 

網目２ｃｍ以下の防鳥ネット設置 

(４) 衛生管理区域の衛生状態の確保 

① 家きん舎その他衛生管理区域内にある施設、器具の清掃又は消毒を定期的に行う

こと。 

② 家きんの健康に悪影響を及ぼすような過密な状態で家きんを飼養しないこと。 

(５) 家きんの健康観察と異状が確認された場合の対処 

毎日の健康観察を行うとともに、農林水産大臣が指定する特定症状を呈しているこ

とを発見した場合は、直ちに家保に通報すること。また、その際、農場から家きん及

びその死体、畜産物、排せつ物の出荷及び移動を行わないこと。 

(６) 埋却等の準備 

埋却の用に供する土地の確保を講じること。 

(７) 感染ルート等の早期特定のための記録の作成及び保管 

① 衛生管理区域に立ち入った者の氏名、住所又は所属、立入年月日及び立入目的、

消毒実施の有無 

② 導入家きんの種類、羽数、健康状態、導入元農場の名称及び導入年月日 

③ 出荷又は移動を行った家きんの種類及び羽数、健康状態、出荷又は移動先の名称

及び年月日等について記録を作成する。これらの記録は、少なくとも１年間保存す

ること。 

(８) 大規模所有者に対する追加措置 
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① 家保と緊密に連絡を行う担当獣医師を配置し、定期的に指導を受けること。 

② 従業員が特定症状を発見した場合の家保への通報ルールを作成し、全従業員に周

知すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、以下に家畜伝染病予防法の飼養衛生管理基準に係る条文の一部を抜粋する。 

防疫の観点から家きんの所有者が負うべき義務として、これまで以上に厳しい遵守

事項が定められている。 

(飼養衛生管理基準) 

第１２条の３ 農林水産大臣は、政令で定める家畜について、その飼養規模の区分に

応じ、農林水産省令で、当該家畜の飼養に係る衛生管理((中略)土地の確保その他の措

置を含む)の方法に関し家畜の所有者が遵守すべき基準(以下「飼養衛生管理基準」とい

う。)を定めなければならない。 

３ 飼養衛生管理基準が定められた家畜の所有者は、当該飼養衛生管理基準に定めると

ころにより、当該家畜の飼養に係る衛生管理を行わなければならない。 

(定期の報告) 

第１２条の４ 飼養衛生管理基準が定められた家畜の所有者は、毎年、農林水産省令

の定めるところにより、その飼養している当該家畜の頭羽数及び当該家畜の飼養にかか

る衛生管理の状況に関し、農林水産省令で定める事項を当該家畜の所在地を管轄する都

道府県知事に報告しなければならない。 

(農林水産大臣の指定する症状を呈している家畜の届出義務) 

第１３条の２ 家畜が農林水産大臣が家畜の種類ごとに指定する症状を呈している

ことを発見したときは、(中略)その所有者は、農林水産省令で定める手続きに従い、遅

滞なく、当該家畜又はその死体の所有地を管轄する都道府県知事にその旨を届け出なけ

ればならない。 

(手当金) 

第５８条 国は、次に掲げる動物又は物品の所有者(中略)に対し、それぞれ当該各号

に定める額(中略)を手当金として交付する。ただし、家畜の伝染性疾病の発生を予防し、

関係者以外立ち入り禁止看板の設置

 

車 両 消 毒 装 置
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又はまん延を防止するために必要な措置を講じなかった者その他の農林水産省令で定

める者に対しては、農林水産省令の定めるところにより、この項本文の規定により交付

すべき手当金の全部若しくは一部を交付せず、又はこの項本文の規定により交付した手

当金の全部若しくは一部を返還させるものとする。 

２ 国は、次に掲げる家畜又は物品の所有者に対し、前項の手当金のほか、それぞれ当

該各号に定める額を特別手当金として交付する。ただし、(中略)家畜伝染病の発生を予

防し、又はまん延を防止するために必要な措置を講じなかった者その他の農林水産省令

で定める者に対しては、農林水産省令の定めるところによりこの項本文の規定により交

付すべき特別手当金の全部若しくは一部を交付せず、又はこの項本文の規定により交付

した特別手当金の全額若しくは一部を返還させるものとする。 

 

農林水産大臣の指定する症状(平成 23 年 9 月 28 日農林水産省告示第 1865 号) 

(ア) 同一の家きん舎において、１日の死亡率が対象期間における平均の家きんの死亡

率の２倍以上となること。ただし、家きんの飼養管理のための設備の故障、気温の急激

な変化、火災、風水害その他の非常災害等高病原性鳥インフルエンザ以外の事情による

ものであることが明らかな場合は、この限りではない。 

(イ) 家きんに対して動物用生物学的製剤を使用した場合において、当該家きんに A型

インフルエンザウイルスの抗原又は A 型インフルエンザウイルスに対する抗体が確認

されること。 

 

４ その他畜産関係車両、死鳥回収業者の対応 

農場へ出入りする車両は、農場の衛生管理区域入口で動噴等により念入りに消毒を

行い、(車両消毒設備の不備の可能性があるため、手押し式の消毒薬噴霧器等を車載

することを心がける。)農場毎に専用の作業着、長靴を着用して作業にあたる。作業

後は、車両、使用した器具機材、長靴、運転席フロアマット及び手指の消毒を行う。 

なお、死鳥回収業者にあっては、死亡家きんの受け取り場所を可能な限り農場外(衛

生管理区域外)とし、車両を農場内に入れないようにする。さらに、死亡家きんを積

み込んだ後は、当該場所を入念に消毒する。 
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第２ 「迅速で徹底した防疫措置」を行うための事前の準備 

１ 防疫措置における関係機関の役割分担 

高病原性鳥インフルエンザ発生時において、県は家きんの所有者に代わり、発生農

場における飼養家きんの殺処分や汚染物品の埋却、農場消毒を実施するとともに、移

動制限区域の設定や消毒ポイントの設置等の防疫措置を行う。 

また、市町は、現地対策本部と連携し、県が行う防疫措置への支援と地域住民対策

を、農協等の関係団体は、県及び現地対策本部と連携し、防疫措置への支援を行う。 

なお、具体的な役割分担については、次のとおりとする。 

 

２ 県の役割 

（１） 防疫従事者の確保 

１） 家畜防疫員（獣医師）の確保 

防疫指針に基づく 24 時間以内の殺処分及び発生状況確認検査、制限の対象外とす

るための検査（ＧＰセンターへの家きん卵の出荷等）を円滑に進めるために、県は、

初動における家畜防疫員（獣医師）の確保に努めるとともに、毎年派遣内容や協力体

制について確認する。 

また、国から派遣される獣医師を含む緊急支援チームとの連携について確認する。 

２） 防疫作業従事者の確保 

防疫作業従事者名簿に登録された県職員を優先的に、市町職員及び農協等から動員

する。なお、多発時など、防疫作業従事者に不足が生じた場合には、自衛隊に派遣を

要請する。 

（２） 防疫資材の確保、備蓄 

① 各家保 

平時から一定の飼養規模での発生を想定し、迅速な防疫作業に対応できるよう必要

な資材を備蓄するとともに、防疫資材在庫管理一覧表を作成し、在庫管理を行う。（Ｒ

２年度発生時の実績を踏まえて、24 時間あたりの最大処分量 12 万羽（自衛隊含む）

とし、初動２日間の最大処分量 24万羽に対応できる量を各家保で備蓄する。 

その際、使用期限のある資材については、使用期限ごとに管理し、定期的に更新で

きる体制を整えておく。 

また、想定規模を超える発生によって資材が不足する場合や備蓄には不向きな資材

を速やかに確保するため、防疫資材調達先リスト（72 ページ）を作成するとともに、

定期的に取扱業者及び担当者の緊急連絡先（携帯番号）の更新を行っておく。 

なお、消毒薬など発生後に注文が殺到し、調達が困難となることが予想される資材

（長期保管が可能なものに限る）については、用途、使用期限等を考慮し、随時備蓄

に努めるとともに、国の備蓄資材や緊急時の拠出体制等について、国と情報を共有し
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ておく。 

また、備蓄する防疫資材等の定期確認時や、数量の増減、種類の追加、更新等があ

った場合には、管理状況一覧表を送信するなどして畜産課へ随時報告する。 

市町、関係団体、家きんの所有者、関係業者に対しては、消毒薬等の資材等の備蓄

に対し助言、指導を行う。 

② 畜産課 

家保が行う資材等の確保、備蓄に必要な予算措置を講じ、使用期限のある資材等の

更新に努めるとともに、取扱業者と連携し、緊急時の優先供給等に関する調整に努め

る。 

（３） 重機の確保 

発生農場内で使用する重機等は、香川県建設業協会との防疫協定に基づき確保する。 

また、オペレーターの手配を県対策本部防疫班畜産団体等調整係から依頼する。 

バックホウ、ダンプトラック、タイヤショベル、トレーラー、フォークリフト、 

特装車、ユニック車、バルーンライト、鉄板 

（４） 埋却候補地の選定 

高病原性鳥インフルエンザ発生時の埋却地の確保は、原則として家きんの所有者の

責務である。このため、平時から農場周辺で埋却地に適した自己所有地の有無を確認

する等、埋却地の選定を行っておくことが重要である。 

また、汚染物品ごとの処分方法（埋却、発酵消毒）を決定しておくとともに、万一

の場合に備え、埋却以外の処分方法（焼却又は化製処理）についても検討しておく。 

【埋却候補地の選定条件】 

ア 農場敷地内及び農場近辺を原則とすること 

イ 人家、飲料の水源地、河川及び道路に近接しないこと 

ウ 最低３ｍ程度の深さの掘削が可能であること 

エ 埋却後３年間は掘削しないこと 

オ 機械、資材の搬入が容易であること 

カ 周辺住民及び地権者の理解と協力が得られること 

（５） 消毒ポイント候補地の選定 

畜産課及び家保は、平時から消毒ポイントについて、道路管理者等の関係機関と協

議の上、候補地を選定しリストを作成するとともに、その候補地を防疫マップシステ

ムに登録する。 

（６） 防疫マップの更新 

高病原性鳥インフルエンザ発生時のまん延防止と迅速な防疫活動及びその被害を

最小限に抑えるために、県内全農場の所在場所、飼養形態・規模等を常に把握してお

く必要がある。このため、平時からこれらの情報を防疫マップに保管し、新たな情報

の入力など定期的にデータの更新を図る。この際家保は、農場巡回や種々の農家調査



26 

等を利用して、データ更新を行う。 

 

３ 市町の役割 

市町は、本病発生時に県と連携して以下の役割を担うため、平時からその体制を整

えておく。 

（１） 埋却地の調整・決定及び周辺住民への説明 

（２） 農場周辺の通行遮断の実施 

（３） 埋却地の選定に対する農家への助言・指導、市町有地のリストアップ 

（４） 発生状況確認検査等、種々の検査時の家きん農場への案内（同行）、車両確保 

（５） 給水等に係る消毒ポイント運営支援 

（６） 地域住民に対する本病の発生の周知及び防疫活動に対する協力要請等 

（７） テント、机、椅子等資材の提供 

（８） 健康調査会場、県現地対策本部及び一次集合場所等の場所提供 

（９） 県現地対策本部へ連絡調整員の派遣 

 

４ 関係団体の役割 

養鶏関係団体は、市町の役割を補佐することとし、具体的には下記のような作業を

受け持つ。 

（１） 団体関係者へ本病発生の周知及び防疫活動に対する協力要請、まん延防止対

策の実施 

（２） 県及び市町が実施する防疫措置への支援及び人員の確保 

 

５ 隣県等との情報の共有 

県境を越えた迅速かつ的確な防疫対策を実施するためには、隣県等との情報の共有

が非常に重要である。このため、徳島、愛媛、高知の３県に情報提供する。 

（１） 情報提供のタイミング 

原則として、農場で実施する簡易検査で陽性の結果を受理した時点で、直ちに各県

の家畜衛生担当者に情報提供を行うとともに、Ｈ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子を

検出する遺伝子検査（以下「ＰＣＲ検査」という。）で陽性が判明した場合にも同様

に伝える。 

（２） 情報提供の内容 

症状、死亡羽数、発生疑い農場の概要（住所、家きんの種類、飼養形態）、ＰＣＲ検

査結果判明予定時間 

（３） 情報提供の方法 

各県家畜衛生主任者に電話で連絡する。 

（４） その他 
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県境付近での消毒ポイントの設置や運営等について機能的に行えるよう情報の共

有を図る。 

 

６ 県境における防疫対応 

県対策本部は、隣県で高病原性鳥インフルエンザが発生した場合、発生県から本県

に進入する車両の消毒を行うため、必要に応じて、県境付近に消毒ポイントの設置を

検討する。 

この際、確実に消毒を実施するため、関係市町の協力も得ながら、必要に応じて道

路の封鎖や通行規制を行うことにより、通行者の協力のもと、消毒ポイントへの誘導

を行う。 

 

７ 防疫演習等の実施 

平時から、発生時の対応等について関係機関等を交えて机上で訓練しておくことは、

非常に重要であり、国が定期的に主催する全国一斉机上演習を実施することで防疫措

置の検証を行う。 

（１） 国が全国一斉に行う机上演習 

農林水産省動物衛生課が発生農場を想定し、全国一斉に実施するもので、畜産課が

中心となり、県関係機関、市町、団体等と連携し、実践に即した防疫演習を実施する。

具体的には、制限区域を設定し、制限区域内農場数の確定や、防疫措置に従事する人

員、資機材の必要数算定とその確保状況を確認する。なお、実施に当たって資料の作

成に要した時間、内容等を動物衛生課が検証する。 

（２） 県が行う防疫演習 

高病原性鳥インフルエンザ発生時に円滑な防疫措置が実施できるよう県、市町、関

係機関と連携し、実施時期を定めて原則毎年１回、防疫措置について実動を踏まえて

実施する。 
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８ 野鳥等で感染が確認された場合の対応等 

（１） 野鳥等の家きん以外の鳥類（死体、糞便等を含む。）で高病原性鳥インフルエ

ンザウイルスが確認された場合には、原則として次の措置を講ずる。 

① 当該鳥類を確保した場所又は当該鳥類を飼養していた場所（以下「確認地点」と

いう。）の、家伝法第 10条に基づく消毒並びに通行制限及び遮断（家きんへの感染

防止の観点から必要と認められない場合を除く。） 

② 確認地点を中心とした半径３㎞以内の区域にある農場（家きんを 100 羽以上飼養

する農場（だちょうにあっては、10 羽以上飼養する農場）に限る。）に対する速や

かな立入検査（死亡率の増加、産卵率の低下等の異状の有無及び飼養衛生管理基準

の遵守状況の確認） 

③ 確認地点を中心とした半径３㎞以内の区域にある全ての農場に対する注意喚起及

び家きんに対する健康観察の徹底の指導 

（２） 低病原性鳥インフルエンザウイルスが確認された場合には、確認地点を中心

とした半径１㎞以内の区域にある全ての農場に対する注意喚起及び家きんに対す

る健康観察の徹底を指導する。
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第１ 異常家きん等の届出から防疫措置終了までのタイムテーブル（肉用鶏２万５千羽 自衛隊支援なし） 

 畜産課等 発生地家保 非発生地家保 市町 

1 日目 

10:00 

 

 

 

 

 

12:00 

 

13:00 

 

 

14:00 

 

 

 

 

 

家保から異常家きんの届出を受理 

①農政水産部長、次長、農政課へ連絡 

②人事・行革課、危機管理課、健康福祉総務

課、警察本部警備課へ連絡 

③非発生地家保、畜産試験場へ連絡 

④国（動物衛生課）へ報告 

 

 

簡易検査結果の第１報を受理 

畜産課の指示により、先遣調査係を編成し農

場へ派遣（検査結果により出発時間を決定） 

簡易検査の結果（陽性）を家保から受理 

簡易検査陽性を関係先へ連絡 

①知事、副知事 ②農政水産部長、次長 

③幹事課及び各部主管課 

④市町、関係団体、四国３県 

⑤国（動物衛生課） 

建設業協会本部に第１報を入れる 

農家から異常家きんの届出を

受理（死亡羽数増加の状況・

日齢・鶏舎数等を聞き取り） 

畜産課へ報告 

初動防疫係の編成及び立入資

材の準備 

病性鑑定室へ検査準備の依頼 

簡易検査のため農場へ出発 

農場で簡易検査を開始 

（検査結果は都度報告） 

畜産課へ簡易検査結果の第１

報を報告 

畜産課へ簡易検査（陽性）の

連絡 

病性鑑定材料の採取 

検体を病性鑑定室へ搬入 

 

 

 

畜産課から情報受理 

 

 

 

 

 

 

 

簡易検査結果の第１報を受理 

 

 

簡易検査陽性を受理 

病性鑑定（ＰＣＲ検査）の準

備 

 

検体を受理後、ＰＣＲ検査を

開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易検査陽性を受理 

 

健康調査会場及び一

次集合場所の選定 

 

県対策本部の設置 現地対策本部の設置 市町対策本部の設置 

第
４
章

 
発
生
時
の
防
疫
対
応
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 県対策本部 現地対策本部 市町対策本部 

 総務班 各班 防疫班 防疫支援班 市町 

15:00 

 

 

 

 

 

 

 

17:00 

 

18:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

20:00 

22:00 

部局別の動員要請人

数を動員班へ連絡 

 

 

 

 

 

 

健康対策班へ健康調

査会場の決定連絡 

事務局会議開催のた

めの資料作成 

県対策本部会議開催

のための資料作成 

 

 

 

 

 

事務局会議の開催 

 

【防疫対策班】 

疫学調査の実施 

国と公表に係る協議 

消毒ポイント設置場

所の検討 

【バス班】 

バス会社へ第１報 

 

現地対策本部設営開

始の指示 

防疫作業工程表の作

成（先遣調査係の補

助） 

 

 

 

 

 

 

事務局会議の開催 

農場先遣調査の開始 

通行制限・遮断の準備 

発生状況確認検査の準備 

卵出荷検査の準備 

食鳥出荷検査の準備 

評価人の推薦 

道路使用許可手続きの準備 

 

現地対策本部の設営 

 

【先遣調査係】 

農場調査から帰庁 

防疫作業工程表の作成 

【農場緊急消毒係】 

農場内の緊急消毒を実施 

農場内への資材搬入作業 

【埋却地交渉係】 

埋却地が未確定の場合は、農

場主等が地権者と交渉 

事務局会議の決定事項を共有 

【立入制限係】立入制限開始 

【資材班】 

建設業協会現地支部に大型資

機材の手配 

ガス協会に炭酸ガスの手配 

市町にテント等の手配 

備蓄倉庫から資材を搬出 

備蓄資材のうち不足分の調達 

現地対策本部の設営 

 

 

【資材班】 

先遣調査の結果に基づき、不

足する資機材を調達 

農場及び健康調査会場へ資材

を随時搬送 

 

 

 

 

事務局会議の決定事項を共有 

机、椅子、テント等

の物品の手配 

 

 

 

 

 

 

健康調査会場・一次

集合場所の決定 

 

 

 

 

埋却地が未確定の場

合は、地権者と交渉 

 

 

 

決定事項の共有 
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 県対策本部 現地対策本部 市町対策本部 

 総務班 各班 防疫班 防疫支援班 市町 

2 日目 

5:00 

 

6:00 

 

 

 

 

 

7:00 

 

8:00 

 

8:30 

9:00 

 

 

 

 

10:00 

 

ＰＣＲ検査陽性を関

係先へ連絡 

①知事、副知事 

②部長、次長 

③幹事課、各部局主

管課 

④市町、関係団体、四

国３県 

各種告示 

プレスリリース 

（疑似患畜確定） 

 

 

県対策本部会議開催 

殺処分開始（１班） 

 

 

 

 

 

【防疫対策班】 

ＰＣＲ検査の結果（陽

性）を国へ報告 

【防疫対策班】 

国から疑似患畜の判

定連絡を受理 

 

 

 

【バス班】 

１班県庁バス出発 

 

 

 

殺処分開始（１班） 

 

 

 

 

【バス班】 

２班県庁バス出発 

現地企画班長（家保所長）は、

建設業協会支部へ埋却地の立

会等を依頼 

 

疑似患畜確定の受理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

殺処分開始（１班） 

 

現地企画班長（家保所長）は、

建設業協会支部へ作業内容等

の説明を実施 

【進捗管理報告係】 

１時間毎の殺処分数の報告 

 

 

 

 

疑似患畜確定の受理 

 

 

 

 

【動員サポート班】 

１班が健康調査会場へ到着 

【消毒ポイント班】 

消毒ポイント設営開始 

 

【消毒ポイント班】 

消毒ポイント稼働 

【埋却班】 

建設業協会支部と現地立会 

埋却溝試掘開始 

 

 

 

 

 

 

疑似患畜確定の受理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

殺処分開始（１班） 
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 県対策本部 現地対策本部 市町対策本部 

 総務班 各班 防疫班 防疫支援班 市町 

11:00 

 

13:00 

14:00 

 

15:00 

 

17:00 

18:00 

 

 

19:00 

 

21:00 

22:00 

 

23:00 

3 日目 

1:00 

2:00 

 

 

 

殺処分２班作業開始 

 

 

 

 

殺処分３班作業開始 

 

 

 

 

 

殺処分４班作業開始 

 

 

 

 

殺処分５班作業開始 

今後の動員見込みを

【動員班】へ連絡 

 

 

殺処分２班作業開始 

【バス班】 

３班県庁バス出発 

 

 

殺処分３班作業開始 

【バス班】 

４班県庁バス出発 

 

 

 

殺処分４班作業開始 

【バス班】 

５班県庁バス出発 

 

 

殺処分５班作業開始 

【バス班】 

６班県庁バス出発 

 

 

殺処分２班作業開始 

 

 

 

 

殺処分３班作業開始 

 

 

 

 

 

殺処分４班作業開始 

 

 

 

 

殺処分５班作業開始 

殺処分の進捗状況から、以降

の動員の必要性を検討 

【動員サポート班】 

２班が健康調査会場へ到着 

殺処分２班作業開始 

【埋却班】 

埋却溝掘削開始 

【動員サポート班】 

３班が健康調査会場へ到着 

殺処分３班作業開始 

【埋却班】 

埋却溝の掘削、石灰・シート

敷設完了 

【動員サポート班】 

４班が健康調査会場へ到着 

殺処分４班作業開始 

 

 

【動員サポート班】 

５班が健康調査会場へ到着 

殺処分５班作業開始 

 

 

 

 

殺処分２班作業開始 

 

 

 

 

殺処分３班作業開始 

 

 

 

 

 

殺処分４班作業開始 

 

 

 

 

殺処分５班作業開始 
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 県対策本部 現地対策本部 市町対策本部 

 総務班 各班 防疫班 防疫支援班 市町 

3:00 

 

5:00 

7:00 

 

 

8:30 

 

 

9:00 

 

10:00 

15:00 

15:30 

17:00 

 

 

18:00 

 

 

 

 

 

殺処分６班作業開始 

 

 

 

殺処分完了 

プレスリリース 

（殺処分の完了） 

鶏死体の搬出開始 

 

鶏死体の埋却開始 

鶏死体の搬出完了 

鶏舎の清掃作業 

鶏死体の埋却溝への

投入完了 

 

翌日作業の工程確認 

 

 

 

 

 

殺処分６班作業開始 

 

 

 

殺処分完了 

汚染物品の処理・埋却

作業の指示 

鶏死体の搬出開始 

 

鶏死体の埋却開始 

鶏死体の搬出完了 

鶏舎の清掃作業 

鶏死体の埋却溝への

投入完了 

 

翌日作業の工程確認 

【産廃協会連携班】 

翌日の作業について、

産廃協会と調整 

 

 

殺処分６班作業開始 

 

 

 

殺処分完了 

汚染物品の処理・埋却作業に

必要な調整 

発生農場防疫係の指揮・監督

の下、鶏死体の搬出開始 

鶏死体の埋却開始 

鶏死体の搬出完了 

鶏舎の梁、壁等の清掃作業 

鶏死体の埋却溝への投入完了 

（夜間作業は行わないため、

一旦作業終了） 

翌日作業の工程確認及び打ち

合わせ 

【動員サポート班】 

６班が健康調査会場へ到着 

殺処分６班作業開始 

【動員サポート班】 

産廃協会が健康調査会場へ到

着(受付、着衣、事前説明等) 

殺処分完了 

汚染物品の処理・埋却作業に

必要な調整 

鶏死体の搬出開始 

 

鶏死体の埋却開始 

鶏死体の搬出完了 

鶏舎の梁、壁等の清掃作業 

鶏死体の埋却溝への投入完了 

（夜間作業は行わないため、

一旦作業終了） 

翌日作業の工程確認及び打ち

合わせ 

 

 

殺処分６班作業開始 

 

 

 

殺処分完了 

 

 

鶏死体の搬出開始 

 

鶏死体の埋却開始 

鶏死体の搬出完了 

鶏舎の清掃作業 

鶏死体の埋却溝への

投入完了 
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 県対策本部 現地対策本部 市町対策本部 

 総務班 各班 防疫班 防疫支援班 市町 

4 日目 

7:00 

 

 

 

9:00 

 

 

 

13:00 

15:00 

 

17:00 

 

 

 

 

 

鶏糞、飼料の発酵消

毒開始 

 

 

農場消毒開始 

 

 

防疫措置完了 

プレスリリース 

（防疫措置の完了） 

 

 

 

 

 

鶏糞、飼料の発酵消毒

開始 

 

 

農場消毒開始 

 

 

防疫措置完了 

 

産廃協会、ペストコントロー

ル協会等と、作業工程につい

て打ち合わせ 

 

 

鶏糞、飼料の発酵消毒開始 

 

 

 

農場消毒開始 

 

 

防疫措置完了 

【動員サポート班】 

産廃協会、ペストコントロー

ル協会が健康調査会場へ到着

(受付、着衣、事前説明等) 

 

鶏糞、飼料の発酵消毒開始 

鶏糞、飼料の発酵消毒開始 

【埋却班】 

埋却溝の埋め戻し開始 

農場消毒開始 

【埋却班】 

埋却溝の埋め戻し完了 

防疫措置完了 

 

 

 

 

 

 

鶏糞、飼料の発酵消

毒開始 

 

 

農場消毒開始 

 

 

防疫措置完了 
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第２ 異常家きん等の届出から簡易検査結果判明までの対応 

（１日目 10:00～14:00） 

 

１ 家畜保健衛生所(発生地家保)の対応 

異常家きん等の届出を受けた家畜保健衛生所（以下「発生地家保」という）は、以下

の対応を行う。(モニタリング検査で発見された場合は、指針第４の６に基づき対応す

る。食鳥処理場から高病原性鳥インフルエンザを疑う旨の届出を受けた場合には、指

針第４の９に基づき対応する。) 

（１） 発生地家保の対応 

１） 異常家きん等の届出を受けた状況から、鳥インフルエンザを否定できない場合

は、届出者等に対し、農場からの移動自粛等の必要な指導を行う。（指針第４の１の

(２)、留意事項 11） 

① 異常家きん以外の家きんを含む全ての家きんについて、農場からの移動を自粛する

こと。 

② 農場の排水は、立入検査の結果が判明するまで、又は適切な消毒措置を講ずるまで

の間、適切に浄化処理されている場合を除き、可能な限り流出しないようにするこ

と。 

③ 農場の出入口を１か所に限り、農場及び防疫関係者以外の者の立入をさせないこ

と。 

④ 農場外に物を搬出しないこと。所有者及び従業員等が外出する場合は農場内で使用

した衣服や靴等を交換し、適切な消毒等を行うこと。 

⑤ 異常家きん及び当該異常家きんの卵、排せつ物、敷料等は他の家きんと接触するこ

とがないようにすること。 

２） 異常家きん等の届出を受けた際の報告を、畜産課に電話及びＦＡＸ（様式１）で

報告し、電話で随時追加報告する。 

３） 東部家畜保健衛生所病性鑑定室（以下「病性鑑定室」という。）に病性鑑定の準

備を依頼する。 

４） 当該農場に初動防疫係（家畜防疫員）を派遣する。 

５） 既存の防疫計画書の確認等、情報の整理を開始する。 

６） 評価人の推薦準備 

家畜防疫員、家畜防疫員以外の地方公務員で畜産の事務に従事するもの及び地方公務

員以外の者で畜産業に経験のあるもののうちからそれぞれ１名以上の計３名以上を、

推薦候補者として選定する。 
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（２） 当該農場での初動防疫係の対応 

１） 初動防疫係は、当該農場に到着した後、車両を農場の衛生管理区域外に置き、防

護服等を着用して農場内に入る。 

２） 死亡羽数の推移及び家きんの状況を確認するとともに、臨床検査を実施し鳥イン

フルエンザを否定できない場合は、異状が認められる家きん舎ごとに死亡家きん及び

異常家きん（異常家きんが認められない場合には、生きた家きん）のそれぞれ複数羽

（死亡家きんについては 11 羽以上、（11 羽に満たない場合は全羽）、生きた家きんに

ついては少なくとも２羽）を対象とした簡易検査を行う。なお、簡易検査を実施する

場合は、発生地家保に電話で連絡をする。 

死亡家きんの検査を優先して実施し、当該検査結果が陽性となった場合には、迅速な

初動対応のために、その後の生きた家きん等の検査を行う前に、直ちに発生地家保に

電話で報告する。簡易検査の検体については、原則として、１羽につき気管スワブ及

びクロアカスワブのそれぞれを１検体として実施する。 

その際、必ず異常家きんを含む家きんの群の状態について、写真を複数撮影する。 

 

沈うつ 肉冠、肉垂のチアノーゼ 

 

 

３） 簡易検査が終了次第、死亡羽数の推移、家きんの状況及び簡易検査の結果（民間

獣医師等が行った簡易検査や血清抗体検査により陽性となったことが確認できた場合

を含む）を発生地家保に電話及びメールで報告する。 

 

 

 

 

 

（注意事項）簡易検査の採材 

家きんの気管スワブは、気管を切開し、全長の半分の粘膜をアルミ製の綿棒等で入念

にこすりとること。 

（注意事項）簡易検査陰性の場合 

初動防疫係は、発生地家保所長等と電話で協議し、総合的な判定を行う。(立入検査の

臨床症状、法第 13 条の２で指定する症状、指針第４の１の(１)の③の症状等を考慮する。) 

協議の結果、｢鳥インフルエンザの否定が困難｣と総合判定した場合は、簡易検査陽性の

場合の対応を行う。｢鳥インフルエンザを否定｣と総合判定した場合は、通常の病性鑑定等

の対応を行う。 
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（３） 備蓄資材の確認 

当該農場の既存の防疫計画書に基づき、必要資材機材の数量を確認し、以下を確認す

る。 

① 家保の備蓄品一覧 

② 市町の備蓄品一覧 

③ 班別配送リスト 

④ 資材取扱業者・単価契約リスト 

 

２ 病性鑑定室の対応 

病性鑑定室は、発生地家保から異常家きん等の届出があった旨の連絡を受け、病性鑑

定の準備を開始する。 

 

３ 畜産課の対応 

畜産課は、発生地家保から異常家きん等の届出の報告（様式１）の受理と、簡易検査

の実施を農政水産部長（県対策本部幹事長）及び農政課等並びに動物衛生課へ報告

後、直ちに防疫対応の準備を開始する。 

（１） 発生地家保以外の家畜保健衛生所（以下「非発生地家保」という。）と畜産試

験場へ連絡し、家畜防疫員の確保、備蓄資材の点検、消毒ポイント設置等の防疫対応

の準備を指示する。 

（２） 発生地家保、非発生地家保と協議して、疫学調査に係る情報収集を開始する。 

（３） 防疫マップシステムにより制限区域を設定し、制限区域内の農場及び畜産関係

施設を抽出するとともに消毒ポイントの候補位置の一覧表を作成し、両家保に確認を

依頼する。（様式９、10） 

（４） 簡易検査結果判明時間、遺伝子検査結果判明時間、県対策本部会議開始時間、

防疫措置開始時間等のスケジュールを検討する。 

（５） 評価人の任命準備 

家保から推薦候補者の報告を受けた場合に備え、評価人の任命を準備する。 

（６） 本病の発生告示及び家きん等の移動の制限の告示、必要な例外協議等の準備を

行う。 

（７） 発生地家保が予め作成している既存の防疫計画書を確認する。 

 

４ 非発生地家保の対応 

非発生地家保は、畜産課から異常家きん等の届出の連絡を受けた後、家畜防疫員の確

保、備蓄資材の点検、制限区域内の農場等の確認、消毒ポイント設置等の防疫対応の

準備を開始する。 
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第３ 簡易検査陽性決定から遺伝子検査結果判明までの対応 

（１日目 14:00～翌６:00） 

 

１ 現地対策本部立ち上げまでの発生地家保の対応 

（１） 簡易検査陽性の報告を受け、当該農場に病性鑑定材料の輸送要員の派遣と、緊

急消毒機材、立入制限機材の搬送を行う。 

 

（２） 病性鑑定室へ病性鑑定を依頼し、県対策本部防疫対策班へ報告する。 

 

（３） 死亡羽数の推移及び簡易検査の状況等の報告後、以下について、順次、県対策

本部防疫対策班へ報告する。 

① 異常家きんの症状等に関する報告（様式２－１） 

② 異常家きん飼養農場に関する疫学情報等の報告（様式２－２） 

③ 様式２－１及び２－２関連調査 

 ア 農場の飼養及び死亡羽数の推移（様式３－１） 

 イ 疫学情報等の詳細（様式３－２） 

④ 既存の防疫計画書の確認、修正により作成した防疫計画（素案） 

 ※埋却処理や一般廃棄物処理施設での焼却処理等の地元調整が必要な事項について

は、原則として地元調整の結果を踏まえて対応すること。 

⑤ 農場従事者等名簿記入用紙（様式４） 

 

（４） 関連農場（当該農場の飼養管理に携わった者が、遡って７日以内に飼養管理に

携わった農場等で指針第５の２の（１）の②のエ～カ及び同（２）の②のカ～クの家き

んが飼養されている農場）がある場合は、動物衛生課と協議の上、直ちに非発生地家保

又は畜産試験場の家畜防疫員を派遣し、移動自粛、立入制限等の発生農場に準じた措置

を行う。 

 

（５） と殺指示書（様式５）を作成する。 

 

（６） 家きん等の移動の制限（指針第４の３の（１）） 

 初動防疫係は農場において、以下の①～③の措置を行う。 

① 法第 32 条第１項の規定に基づき、当該農場の生きた家きん、家きん卵、家きんの死

体、敷料、飼料、排せつ物等及び家きんの飼養器具の移動を制限する。 

② 当該農場への関係者以外の者の立入りを制限する。 

③ 当該農場の出入口及び当該農場で使用している衣類・飼養器具を消毒する。 

 



39 

（７） まん延防止のための通行の制限又は遮断の準備 

 法第 15条に基づき農場周辺への通行を制限又は遮断する準備をするため、当該市町、

警察署と制限の場所等を協議し、通行を制限又は遮断する位置を決定する。 

 通行遮断は、疑似患畜決定後から実施し、72 時間を超えることが想定される場合は、

警察署や道路管理者等と協議を行い、通行の自粛の要請等適切な措置を実施できるよう

あらかじめ調整する。 

 

（８） 通行の制限又は遮断の手続き・掲示（令第５条）の方法 

① 制限及び遮断されるべき場所を管轄する警察署長に通報し、協力を依頼する。 

② 関係住民への説明は当該市町に依頼する。 

③ 道路管理者に連絡し、協力を依頼する。 

 

（９） 立入制限及び消毒に必要な資材を準備し、農場に届ける。 

 

（10） 発生農場防疫係の派遣 

 防疫計画（素案）の情報を共有し、作業手順、殺処分方法、役割等の確認を行った上

で、防疫作業要員に配布する資料、必要な台帳等を準備し、緊急消毒や防疫措置の準備

のため農場へ向かう。 

 

（11） 評価人の推薦 

家畜防疫員、家畜防疫員以外の地方公務員で畜産の事務に従事するもの及び地方公務

員以外の者で畜産業に経験のあるもののうちからそれぞれ１名以上の計３名以上を、推

薦候補者として県対策本部防疫班へ報告する。 

 

（12） 道路使用許可申請等の事務手続きの準備 

 防疫施設設置のため、必要がある場合は、道路使用許可申請等の手続きを行う。 

 

２ 現地対策本部の設営 

県対策本部防疫対策班から、健康調査会場が決定した旨の連絡があれば、健康調査会

場内に現地対策本部を設営する。設営作業は、現地対策本部を構成する各所属と協力し

て進め、各班・各係の役割分担を確認する。 

 

３ 現地対策本部における対応 

（１） 防疫班初動防疫係 

当該農場の家きんの所有者に対して、想定される防疫措置について十分に説明の上、

直ちに次の措置を講ずる。 
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１） 遺伝子検査及びウイルス分離検査用材料の採材等 

① 採材等 

ア 初動防疫係は、簡易検査を実施した鶏から、再度、気管スワブ（死亡家きんは簡易

検査した部位の残りの半分を入念にこすりとるとともに生きた家きん（２羽）は採血し、

殺処分後に気管を切開し、全長の半分の粘膜を入念にこすりとる）及びクロアカスワブ

を採材する。スワブを容れた容器の外側を消毒後、クーラーボックス等に収容する。 

イ 同居家きん８羽から採血（計 10 検体）する。 

ウ 簡易検査陽性家きん５羽から臓器を採材する（簡易検査陽性家きんが５羽に満たな

い場合は、死亡家きんを優先し計５羽とする）。 

なお、臓器の採材は以下のとおりとする。 

（ア） 呼吸器系（喉頭、気管、肺） 

（イ） 心臓、腹腔内臓器（肝臓、脾臓、腎臓、腺胃からクロアカにかけての消化器）及

び神経系（頭部） 

検体は、個体ごとに(ア)と(イ)の２組に分けてビニール袋等に入れ密閉し、外側を消毒

する。クーラーボックス等に収容し、外側を消毒する。 

② 検体の輸送 

輸送要員は、当該農場出入口でクーラーボックス等を受け取り、ビニール袋等で包装

し、徹底したウイルスの拡散防止の措置を施し、病性鑑定室に搬送する。 

③ 検査概況等を家保所長に報告する。 

２） 農場所有者への指導（指針第４の３参照） 

病性鑑定結果が判明するまでの間、当該農場を監視下に置くとともに、本病の発生に

備え、農場所有者に対し、以下を指導するとともに、移動制限を実施する。 

① 生きた家きん、家きん卵（ただし、ＧＰセンター等（液卵加工場を含む。以下同じ）

等で既に処理されたものを除く）、家きんの死体、家きんの排せつ物等、敷料、飼料、

家きんの飼養器具等の移動の自粛 

② 人、車両の農場の出入自粛 

③ やむなく車両等が農場内に入る場合、出入りに際しての徹底した消毒 

④ 従業員の農場外の家きん等の飼育場所への立入りの自粛 

⑤ 飼料会社、集卵業者、食鳥業者、廃鶏業者等に連絡し、来場しないよう要請 

⑥ 農場の出入口並びに当該農場で使用している衣類及び飼養器具の消毒 

３） 農場従事者への注意喚起 

農場従事者に対し、鳥から人への感染の早期発見及びまん延防止のため、資料「農場

従事者の方へ」を配布し、注意喚起を行う。 

４） 状況調査（疫学調査・防疫計画） 

初動防疫係は、以下の①～⑤について、調査し、家保所長に報告する。 

① 異常家きんの症状等に関する報告（様式２－１） 
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② 異常家きん飼養農場に関する疫学情報等の報告（様式２－２） 

③ 様式２－１、２－２関連調査 

ア 農場の飼養及び死亡羽数の推移（様式３－１） 

イ 疫学情報等の詳細（様式３－２） 

④ 既存の防疫計画書の確認、修正 

⑤ 農場従事者等名簿記入用紙（様式４） 

 

（２） 防疫班先遣調査係 

防疫班先遣調査係は、簡易検査陽性判明時点で農場へ向けて出発し、防疫措置に必要

な資機材、脱衣テントの設置場所、埋却地等の情報を収集するとともに、収集した情報

を県対策本部に持ち帰り、防疫作業の工程表を作成する。 

 

（３） 防疫班埋却地交渉係 

① 埋却する場合は、市町及び県対策本部水質検査班、埋却班と協議内容を確認し、現

地調査（水源、飲用井戸、地下水、土質、地理条件、面積）を市町に依頼する。 

② 埋却地の候補が決定すれば、市町と共同で地元住民に対する現地説明会を開催し、

理解を得る。埋却地が決まるまで引き続き調整を行う。 

③ 埋却地の選定状況及び地元住民に対する現地説明会の開催状況は、現地対策本部進

捗管理報告係へ報告することで、県対策本部及び現地対策本部各班で共有する。 

 

（４） 防疫班発生農場防疫係 

① 準備の整った防疫班発生農場防疫係は、農場で初動防疫係と合流し、緊急消毒及び

防疫措置の準備を行う。 

② 防疫計画（素案）に基づき、農場汚染ゾーンの出入口に消毒設備を置き、ロープ等

で確実にゾーン分けを実施し、クリーンゾーンを確保するとともに、着脱テント、ユニ

ットハウス、投光器、動噴等の設置を指示する。 

③発生農場防疫係長（発生地家保防疫課長）は、緊急消毒前に環境材料の採材、疫学情

報の調査を行う。 

 

（５） 防疫班農場緊急消毒係 

① 防疫班農場緊急消毒係は、ウイルスの拡散を防止するため、農場敷地内の鶏舎、飼

料倉庫、関連施設等の外部の消毒を実施する。 

② 農場の汚染ゾーン出入口付近に消毒設備を設置し、当該農場から出る人・物品・車

両等を噴霧消毒する。 

③ 消毒作業の完了後は、農場出入口付近で待機し、資材班資材受入配送係が配送した

資材を農場内の各鶏舎へ配置する。 
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（６） 防疫班立入制限係 

防疫班立入制限係は、家保が市町等と協議の上決定した通行制限場所で、立入制限を

開始する。農場出入口とした 1カ所を残し、他の出入口を閉ざす措置をし、部外者の立

入りを制限する表示を行い、各制限場所で監視を行う。 

 

（７） 発生状況・清浄性確認検査班 

１） 発生状況・清浄性確認検査班は、発生状況検査及び家きん卵の出荷のための検査

の準備を行う。 

① 緊急度の高い順に農場名簿を整理し、巡回計画を作成（事前採材の例外協議後、農

家に連絡して採材を開始する。） 

② ＧＰセンター等施設への再開のための立入の準備 

２） 必要に応じて、疫学関連家きん飼養農場への立入検査を実施（指針第 12 の１参照） 

① 県対策本部防疫対策班からの指示があれば、リスト（様式６－１）をもとに、疫学

関連家きん候補農場に立入し、発生農場との関連の有無や関連の程度を調査するとと

もに、臨床症状の確認（場合によっては簡易検査）を行う。（様式６－２） 

② 国との協議の結果、疫学関連家きんとなった場合は、県対策本部防疫対策班からの

指示を受け、法第 32 条第１項の規定に基づき、移動を制限する。 

③ 調査で得られた疫学情報は必要に応じて県対策本部防疫対策班疫学究明係へ報告す

る。 

 

（８） 消毒ポイント班 

消毒ポイント班長は、以下の手順により県土木事務所、市町と協力して消毒ポイント

の設置、運営、機材の手配に係る調整を行う。 

① 建設業協会現地支部に大型機材の手配を依頼 

② 土木事務所毎に資材配送計画を作成し、家保あるいは消毒ポイント等への集合場所

及び集合時間を土木監理課、市町に連絡 

③ 関係市町に、要員要請、資材提供を依頼 

④ 県対策本部の指示により、消毒ポイント稼働開始 

⑤ 消毒ポイントの設置にあたって、道路使用許可は管轄警察署、道路占用許可は道路

管理者等に申請する。 

⑥ 高速道路等を利用する車両について、各インターチェンジにおける消毒マットの設

置等による車両消毒を実施する必要があれば、高速道路等の道路管理者に施設の利用

を依頼する。 

 

（９） 資材班資材調達係 

① 当該農場に、防疫計画（素案）に基づき、立入制限ポイント、着脱テント、ユニッ
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トハウス、簡易トイレ、資材置場、投光器、動噴等の防疫施設の設置及び農場内で必要

な重機の準備を行う。 

・建設業協会現地支部に、不足する大型資材の手配と、農場への配送を依頼 

・市町にテント等の必要資材の配送を依頼 

・フォークリフト及びオペレーターの手配を県対策本部防疫班畜産団体等調整係に依

頼 

② 防疫計画（素案）により、不足する資材を調達する。 

③ 資材の取扱業者に在庫確認と夜間の連絡先を確認する。 

④ 各種書類（注文請書、物品購入伺、受払台帳等）を準備する。 

 

（10） 資材班資材受入配送係 

① 防疫計画（素案）に基づき、配送計画を立て、備蓄資材の梱包等搬送準備を行う。 

・発生直後は東西家保が管理する備蓄倉庫からの資材の搬出が必要なため、資材班長は

備蓄資材の保管状況に応じて、係員の集合場所を指示する。 

・段ボール等に梱包する場合は、内容物、配送先（発生農場、健康調査会場）を箱の外

に明記し、現場での受け取り、配置に困らないよう配慮する。 

② 東西家保の備蓄資材の配送計画を立て、輸送を開始する。発生農場での荷下ろしは

クリーンゾーンで行い、汚染ゾーンへの搬入及び各鶏舎への配置作業は、農場内で作業

を行っている農場緊急消毒係に依頼する。 

 

（11） 現地・健康対策班 

① 現地・健康対策班は、健康福祉総務課からの連絡後、安全・安心対策班を中心に、

速やかに所内健康危機管理対策会議を開催し、体制整備と活動方針を決定する。 

② 健康調査会場及び脱衣テントを設営し、健康調査及び着脱指導を開始する。作業概

要については、「香川県高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ防

疫マニュアル（保健福祉事務所編）」に記載する。 

 

４ 病性鑑定班の対応 

（１） 検査 

病性鑑定班は、検体到着後直ちに以下の処理及び検査を行う。 

農場で採取した全てのスワブを２分割し、うち半分を以下の１)及び３)に用いる。 

１）Ａ型及びＨ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子を検出する遺伝子検査 

２）エライザ法、寒天ゲル内沈降反応による血清抗体検査 

３）ウイルス分離検査 

４）病理組織検査 

１)～３)の検査は、指針別紙１並びに動物衛生課が定めた方法による。また、１)及び
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３)の検体数は簡易検査陽性の５羽分とする（簡易検査陽性家きんが５羽に満たない場

合は、死亡家きんを優先し計５羽とする）。ただし、動物衛生課等から指示があった場

合は、それに従う。 

 

（２） 結果の報告等 

病性鑑定班は、それぞれの結果を随時、家保所長及び県対策本部防疫対策班へ報告

する。 

１） 分析データの送付 

病性鑑定班は、データを県対策本部防疫対策班へ送付、県対策本部防疫対策班はデ

ータを確認した後、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研究

部門（以下、「動物衛生研究部門」という。）に電子メールで送付する。（防疫対策班

は、その旨を電話連絡した上で、②のデータを動物衛生課に電子メールで送付する。） 

なお、必要がある場合は、③及び④のデータをそれぞれに送付する。 

① リアルタイムＰＣＲ検査によりＨ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子が検出された場

合の生データ 

② 操作マニュアルに記載の解析結果画像ファイル 

③ ＰＣＲ検査によりＨ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子が検出され、リアルタイムＰ

ＣＲ検査が未検出の場合は、動物衛生課と協議した結果、必要とされるデータ 

④ Ａ型のみの遺伝子が検出された場合は、動物衛生課と協議した結果、必要とされる

データ 

２） 遺伝子検体及びウイルスの送付の判断 

次のいずれかに該当する場合は、遺伝子増幅産物及び分離されたウイルスの送付の

有無を畜産課が動物衛生課と協議し決定する。 

① 遺伝子検査の結果、Ｈ５又はＨ７亜型に特異的な遺伝子が検出された場合 

② ウイルス分離検査の結果、赤血球凝集能（HA価が８倍以上）があるウイルス(赤血球

凝集抑制反応試験により、ニューカッスル病ウイルスではないことを確認したものに

限る。）が分離された場合 

 

（３） 検体の送付 

(１)の残り半分のスワブ及び(２)－２)を動物衛生研究部門（茨城県つくば市）に送付

する。 

病性鑑定班は、送付の準備及び病性鑑定依頼書（様式７）を作成する。梱包した病

性鑑定材料及び依頼書を、待機していた輸送を担当する県対策本部防疫対策班員に手

渡す。なお、防疫対策班員は、直ちに動物衛生研究部門へ搬送又は郵送する。 
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５ 県対策本部の対応 

（１） 発生の報告と県対策本部 

畜産課は、発生地家保から簡易検査陽性の報告を受け、農政水産部長（県対策本部

幹事長）に報告及び農政課等に防疫対応の開始を連絡後、防疫対策班を組織して防疫

対応を開始する。 

県対策本部幹事長は、知事（県対策本部長)に、簡易検査陽性と防疫対応を開始し

た旨を報告する。 

 

（２） 防疫対策班の対応 

１） 非発生地家保、畜産試験場に連絡 

発生状況、簡易検査陽性を連絡し、防疫対応の開始を指示する。 

畜産試験場は、現地対策本部防疫支援班が所掌する業務（消毒ポイントの調整、資

材配送等）を開始する。 

疫学究明係は、疫学関連家きんの範囲を決定するために、決定に必要な調査を開始

する。（様式６－１、６－２） 

２） 動物衛生課への報告・協議 

① 動物衛生課あて、死亡羽数の推移及び簡易検査の結果の状況等の情報（様式２－１、

３－１）を報告するとともに、報道機関への公表について協議する。 

② 動物衛生課と協議の上、直ちに法第 32 条第１項の規定に基づき、当該農場の生きた

家きん等の移動の制限を発生地家保へ指示する。 

③ 動物衛生課と協議の上、疫学関連家きんの範囲を決定する。決定に必要な調査を、

３)により発生状況・清浄性確認検査班に指示する。 

④ 遺伝子検査陽性判定時に備えた準備として、以下のア～カについて措置を講じ、そ

の内容について速やかに（遅くとも遺伝子検査の結果が出る前まで）動物衛生課に報

告する。 

ア 当該農場における家きん舎等の配置の把握 

イ 周辺農場における家きんの飼養状況と関連施設の整理（様式９、10）を発生状況・

清浄性確認検査班に、確認依頼 

ウ 家きんのと殺等の防疫措置に必要な人員及び資材の確保(国や他の都道府県等から

の人的支援の要否を含む) 

エ 疑似患畜の死体の埋却地又は焼却施設等の確保（農林水産省の保有する移動式焼却

炉の利用の有無を含む） 

オ 消毒ポイントの設置場所の検討 

移動制限・消毒ポイント係が決定する。 

⑤ ４)の内、要員計画（案）の作成後、必要に応じて家畜防疫官、県外家畜防疫員、関

係機関等の派遣要請を行う。 
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⑥ 動物衛生課と、疑い事例の決定前の採材について協議の上、発生状況・清浄性確認

検査班に発生状況調査・家きん卵出荷のための検査の採材の開始を指示する。 

⑦ 農場の例外協議のための資料作成 

３） 疫学調査、その他の情報収集等 

① 異常家きん飼養農場に関する疫学情報等の報告(様式２－２)を基に、「疫学関連家き

ん」の調査を発生状況・清浄性確認検査班に指示。 

・初動防疫係からの情報（様式２－２、３－２）を基に、発生農場（疫学的関連のある

農場も含む）の疫学情報を整理し、必要により電話又はファックス等で管理者、所有

者等から聞き取りを補完的に実施する。 

・得られた情報に基づき関連業者等へ聞き取り調査を実施し、疫学関連家きん候補農場

※のリストアップを行い、発生状況・清浄性確認検査班に調査を指示する。（様式６

－１） 

※注：発生農場と何らかの関連は認められたが、その農場で飼養する家きんが、疫学関

連家きんであるか否か判断される前の段階の農場 

・調査の結果、疫学関連家きん候補農場が制限区域外に存在することが判明した場合に

は、直ちに当該農場へ移動の自粛を連絡する。 

② 当該農場が生産物を出荷しているＧＰセンター等及び食鳥処理場等の取引状況の把

握。 

③ 想定される制限区域内の家きん飼養農場から生産物を出荷しているＧＰセンター等

及び食鳥処理場等の出荷状況の把握。 

４）想定される移動制限区域内及び搬出制限区域内の農場及びＧＰセンター等関連施設、

家きん以外の鳥類の所有者、畜産関係者への連絡と移動自粛の要請（様式９、10） 

① 疑い事例発生と、移動自粛の要請 

必要に応じ、当該農場を中心とした半径３㎞以内の区域の農場について、生きた家きん、

家きん卵（ただし、ＧＰセンター等で既に処理されたものを除く）、家きんの死体、

家きんの排せつ物等、敷料、飼料及び家きん飼養器具の移動自粛等の必要な指導を行

う。（指針第４の３（１）⑤） 

② 現在の飼養羽数、日齢、鶏舎数の確認（検査準備のため） 

③ 出荷しているＧＰセンター等及び食鳥処理場等への生産物の出荷状況の確認（予定

を含む） 

④ 例外協議の資料作成 

５）患畜又は疑似患畜の判定に備え、当該農場の周囲１㎞以内の区域に位置する農場（家

きんを１００羽以上飼養する農場に限る。）の外縁部又は家きん舎周囲への消石灰の

散布等を指示する。（指針第７の１（３）） 

６） 防疫計画（案）の作成 

① 家保が作成した防疫計画（素案）を検討し、県対策本部会議に提出する防疫計画（案）
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を作成する。防疫計画（案）の作成にあたっては、先遣調査係が農場及び農場周辺で

収集した情報に基づき、防疫措置完了までの工程表を作成する。 

７） 関係機関等への連絡・要請 

① 防疫対策班は、制限区域のかかる隣県に連絡・協議する。 

ア 異常家きんの発生状況の情報提供 

イ 公表の協議 

ウ 消毒ポイント設置協議 

② 四国３県に連絡 

③ ＪＡ、香川県建設業協会、香川県産業廃棄物協会、香川県ペストコントロール協会、

日本産業・医療ガス協会香川県支部、獣医師会等の関係団体及び民間業者に連絡し、

疑似患畜（遺伝子検査陽性）決定に備え、業務委託も含め防疫対応の応援を依頼。 

④ 当該農場の所在地を管轄する市町等へ連絡し、防疫対応への支援を要請。防疫作業

従事者の健康調査会場及び一次集合場所を当該市町と協議し決定する。 

⑤ 養鶏関係団体に連絡し、防疫対応を要請。 

８） 埋却地の調整 

家きんの所有者の埋却地等の確保が十分でない場合は、利用可能な公有地の活用等を

検討する。 

９） 焼却処理施設との調整 

① 焼却する場合は、市町や行政事務組合に一般焼却処理施設の使用を求める。 

② 一般焼却処理施設が複数必要な場合は廃棄物処理班に調整を依頼する。 

③ 処理を急ぐ場合は、産業廃棄物処理施設を活用することも検討する。 

④ 各焼却処理施設等の求めに応じ、廃棄物処理班と共同で地元住民に対する説明を行

い、理解を得る。 

10） 消毒ポイント設置に当たっての対応 

① 飼料運搬車両等の畜産関連車両を消毒するために、飼料販売業者及び運送業者等に

消毒ポイントの設置場所、運営時間等について周知する。 

② 消毒ポイントを設置するまでの間、飼料工場及び各施設並びに農場での消毒を徹底

して実施するよう飼料会社、集卵業者、食鳥業者、廃鶏業者及び運送業者に周知する。 
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（３） 総務班の対応 

１） 県対策本部事務局会議の開催 

県対策本部総務班は、防疫対策班と協力のも

と、事務局会議を開催し、以下について情報共有

を図り、業務を開始する。 

① 発生状況と防疫対応 

② 役割分担の確認、防疫対応の開始要請 

③ 本部会議及び報道対応の情報共有 

２） 連絡調整・庶務係は、県対策本部事務室の準備 

① 事務室等を確保（19Ｆ農政水産部会議室）し、電話、ＦＡＸの引き込みを財産経営

課に依頼 

② 防疫対応に必要な公用車の確保を総務学事課に依頼 

③ 公用携帯電話の確保を危機管理課に依頼 

３） 県対策本部会議の開催準備 

総務班は、県対策本部会議の開催準備と、会議の資料を作成する。 

４） 庁内の初動連絡 

総務班は、下記の初動の連絡を行う。なお、必要に応じて随時進捗状況の連絡を行う。 

① 県対策本部【総括班】各班に疑い事例の情報、本部会議の開催を連絡するとともに、

分掌事務の開始を依頼する。 

② 自衛隊への派遣要請準備として、自衛隊連携班に発生状況、派遣を希望する期間、

区域、活動内容等必要事項を連絡する。 

５） 動員調整 

① 総務班は、防疫計画(案)に基づき防疫措置に必要な動員規模及び部局別の動員要請

人数を算定（※）し、動員班へ報告する。 

※動員要請人数の目安は次のとおりとする。 

自衛隊に支援を要請する場合：１班あたり殺処分担当 80 人、健康対策担当 20 人 

自衛隊に支援を要請しない場合：１班あたり殺処分担当 50人、健康対策担当 16 人 

② 動員班は、総務班から提出された部局別動員要請人数に基づき、各部主管課へ動員

名簿の提出を依頼する。動員名簿の作成にあたっては、県庁から健康調査会場までの

バス利用の有無も併せて確認する。 

③ 動員班は、各部主管課から提出された動員名簿をとりまとめ、総務班、バス班及び

健康対策班へ送付する。 

６） 県対策本部会議の準備 

香川県鳥インフルエンザ対策本部設置要綱に基づき、県対策本部会議を開催の準備を

進める。対策本部会議の開催後は速やかに防疫措置を開始する。また、必要に応じて、

同幹事会を開催する。 

＊県対策本部事務局会議メンバー 

農政課、畜産課、農業経営課、 

農業生産流通課、土地改良課、 

農村整備課、水産課、危機管理課、 

秘書課、広聴広報課、人事・行革課、 

環境管理課、健康福祉総務課、 

薬務感染症対策課、土木監理課、警察本部 
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７） 関係機関等への連絡・要請 

① 総務班は、発生地を除く市町へ発生状況等を連絡し、防疫対応への支援を要請する。 

② 国関係機関（農林水産省動物衛生課を除く）への連絡 

中国四国農政局香川県拠点、四国地方整備局、四国運輸局に連絡し、疑似患畜（遺伝

子検査陽性）決定に備え、防疫対応の支援を要請 

 

（４） 健康対策班 

健康福祉総務課は、総務班から簡易検査陽性の連絡を受けた後、防疫作業者の安全確

保対策の対応を開始する。 

関連農場となる農場が判明した場合は、その旨の報告を受ける。 

 

６ 市町の対応 

市町は、県対策本部及び現地対策本部と連携し、県が行う防疫措置への支援と地域住

民対策を開始する。 

（１） 当該農場の所在地を管轄する市町の対応 

１） 市町鳥インフルエンザ対策本部の設置 

簡易検査陽性事例の報告を受け、市町鳥インフルエンザ対策本部を設置する。 

２） 健康調査会場等の会場の提供、設営、運営 

① 健康調査会場、現地対策本部事務所及び一次集合場所を提供する。 

② 保健師を派遣する。 

③ 健康対策班に協力し、会場の運営を補佐する。 

３） 通行制限（遮断）場所の設営 

① 発生地家保、管轄警察署と協議し決定した通行制限（遮断）場所で、制限に必要な

資材の準備と設営を行う。 

② 現地対策本部防疫班埋却地交渉係と共同で、発生農場周辺の地元住民に対して説明

を行い、正確な情報の提供と、防疫活動への支援と協力を要請する。また、必要に応

じて、住民説明会を開催する。 

４） 防疫施設設置に関する協力 

① 資材置き場及びテント等の設置場所を確認し、テント等資材の提供と設営を行う。 

② 市道等を利用する場合は、必要な手続きを行う。 

５） 埋却地の選定 

① 現地対策本部埋却班、防疫班埋却地交渉係、及び県対策本部水質検査班と協議し、

現地調査（水源、飲用井戸、地下水、土質、地理条件、面積）を実施する。 

② 埋却地の候補が決定すれば、現地対策本部防疫班埋却地交渉係と協力し、地元住民

に対する現地説明会を開催し、理解を得る。 

６） 評価人の選出 
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 畜産の知識が豊富な職員を評価人候補者として選出し、発生地家保へ報告する。 

７） 自衛隊の受入れ準備 

 派遣隊員の待機場所、駐車場及び野営地を提供する。 

８） 消毒ポイント設置場所の提供、設営、運営への協力 

① 消毒ポイントの設営に協力し、設置場所やテント等資材を提供し、設置要員の派遣

や、消毒用水の給水及び燃料補給を支援する。 

② 軽微な資材の調達、設備の補修、修繕を行う。 

９） 現地対策本部が行う発生状況確認検査、疫学調査等の対象農家への同行準備 

 対象となる農場・施設への道案内や、必要な車の手配及び調査に協力する。 

10） 風評被害の防止の準備 

① HP 等の周知、ポスター等の配布。 

② 学校給食（市町教育委員会）や公的施設等での適切な取り扱いの周知。 

11） 地域住民対応 

 住民に対する本病の疑い事例発生の周知及び防疫活動に対する協力の呼びかけ等を

行う。 

12） 防疫作業への協力（要員派遣） 

 農場防疫作業等への協力準備 

 

（２） 制限区域内に含まれる若しくは消毒ポイントの設置が想定される市町の対応 

制限区域内に含まれる若しくは消毒ポイントの設置が想定される市町は、上記(１)の

８)～12)の対応を行う。 

 

（３） その他の市町の対応 

その他の市町は、上記(１)の 10）、11)、12)、必要に応じて９)の対応を行う。 
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第４ 疑似患畜（遺伝子検査陽性）決定後の対応（２日目６：00～） 

１ 県対策本部の対応 

（１） 防疫対策班 

防疫対策班は、現地対策本部病性鑑定班から遺伝子検査陽性の報告を受け、直ちに

動物衛生課に報告するとともに分析データを送付する。農林水産省において病性を判

定し、動物衛生課より疑似患畜であると判定する旨の通知（法第 13 条の２第５項）を

受けた場合、以下について直ちに実施する。 

１） 現地対策本部防疫班長及び防疫支援班長に防疫計画に基づく防疫対応を指示 

２） 関係者への報告、連絡等 

① 総務班へ報告し、県対策本部各班に対応の開始を要請する。 

② 畜産試験場へ疑似患畜であると判定された旨の連絡を行う。 

③ 疑似患畜であると判定された旨及び発生農場の所在地について、下記のア、イ、ウ

に連絡を行う。（指針第６の１参照） 

情報を提供する際又は事前に情報提供の方針を説明する際には、当該情報の提供を

受ける者に対し、当該情報の提供が本病のまん延防止を目的として行われるものであ

ることを周知し、当該情報の目的外使用や、漏えいさせることのないよう必要な指導

を行う。特に、情報が無秩序に拡散するおそれがあるため、当該情報をウェブサイト

等に掲載することは厳に慎むよう指導を行う（指針第６の１の(３)参照）。 

ア 近隣県（ただし、制限区域を含む県へは、詳細な位置情報を提供する。） 

イ 発生農場から半径３㎞以内の農場 

ウ その他県が必要と認める者 

３） 養鶏農場、愛玩鳥飼養者、関係団体等への情報提供を行う。 

４） 移動・搬出制限区域設定(指針第９参照) 

本病のまん延を防止するため、生きた家きん、その死体又は家畜伝染病の病原体を

ひろげるおそれがある物品の区域内での移動、搬出を法第 32 条に基づき制限する。 

５） 評価人の任命等の手続き 

６） 制限区域内の農場所有者への対応（指針第９の１の(４)、(５)参照） 

制限区域の設定を行った場合、以下の項目について対応する。 

① 当該区域内の農場所有者に対し、発生農場の所在地について連絡するとともに、そ

の後の検査スケジュール等について説明する。 

② 健康観察の徹底と異常の報告、法第 52 条の報告徴求を指導する。報告徴求業務

は、現地対策本部発生状況・清浄性確認検査班が行う。 

７） 消毒ポイントの公表及び飼料運搬車両等を運行する業者等、養鶏関係業者に通知 

８） 動物衛生課と協議の上、移動制限区域内における次の事業の実施、催物の開催等

を停止する。（指針第 10の１（１）） 
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① 食鳥処理場（食肉加工場を除く。） 

② ＧＰセンター等 

③ ふ卵場 

④ 品評会等の家きんを集合させる催物 

９） 移動制限区域内の食鳥処理場、化製処理場等の家きん集合施設に対し、期限を定

めて必要な消毒をすべき旨を命ずるとともに、必要に応じて消毒設備を設置させる

旨の連絡を行う。（指針第 10 の１（２）） 

10） 動物衛生課と協議の上、搬出制限区域内における品評会等の家きんを集合させる

催物の開催を停止する。（指針第 10 の２） 

11） 移動・搬出制限の対象外としての例外協議のための資料等を作成し、協議の結果

を農家等に通知する。 

12） 県外派遣要員の受入れ 

国が派遣する調整職員、疫学専門家、緊急支援チーム、疫学調査チーム、他県の家

畜防疫員に情報提供を行う。 

 

（２） 総務班 

１） 県対策本部会議の開催 

① 防疫対策班から疑似患畜であるとの報告を受け、県対策本部長、本部員、幹事会員

にその結果を報告し、県対策本部各班に対応の開始を要請する。 

② 疑似患畜であると判定された旨及び発生農場の所在地について、県内市町等に連絡

を行う。 

２） 県対策本部各班との連絡調整 

３） 県職員の要員計画、調整等 

４） 各種告示 

① 本病の発生の告示（法第 13 条） 

② 家畜等の移動の制限の告示（法第 32条及び細則第７条） 

③ 家畜集合施設の開催等の制限の告示（法第 33 条及び細則第７条） 

④ ふ卵の停止の告示（法第 34 条及び細則第７条） 

 

（３）報道・取材対応班 

１） 報道・取材対応班（広聴広報課）の役割 

① 記者発表を行うための調整、取材活動の調整、報道発表資料の確認 

② 疑似患畜の確認について公表（プレスリリース） 

疑似患畜の確認についての公表は、国と県が同時に行う。 

③ 報道機関への情報提供 

※報道発表資料の作成は、報道・取材対応係が行う。 
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２） 報道・取材対応係（畜産課・農政課）の役割 

 防疫作業の進捗状況、風評被害防止対策等の広報活動等 

各班の対応状況の報告を受け、防疫対策班と協力して、随時報道機関に情報提供を

実施する。 

 

（４） 現地対策本部調整・進捗管理班 

現地対策本部の情報収集、連絡調整 

 

（５） 自衛隊連携班 

１） 自衛隊への派遣要請 

２） 自衛隊リエゾンとの連絡調整 

 

（６） 産廃協会連携班 

１） 香川県産業廃棄物協会への支援要請 

２） 防疫計画書（案）に基づき、支援要員の規模や必要機材の調整 

 

（７） 動員班 

１） 総務班が作成した部局別動員要請人数に基づき、各部主管課へ動員名簿の提出を

依頼する。動員名簿の作成にあたっては、県庁から健康調査会場までのバス利用の

有無も併せて確認する。 

２） 各部主管課から提出された動員名簿をとりまとめ、総務班、バス班及び健康対策

班へ送付する。 

 

（８） バス班 

１） 防疫計画書（案）に基づき、防疫作業従事者の移動用バスの配車 

バスは以下の３系統を手配する。 

① 県庁⇔健康調査会場 

② 一時集合場所⇔健康調査会場 

③ 健康調査会場⇔農場 

２） 県庁⇒健康調査会場バスの乗車場所において、乗車予定者の点呼を行う。以下の

方法により、防疫措置の開始から終了まで継続する。 

① 総務班より、防疫作業従事者及び現地・健康対策班の要員名簿を入手し、バス利用

の有無を把握する。 

② バス乗車場所において、名簿をもとに乗車予定者の点呼を行う。 

③ 発車予定時刻に乗車していない者がいれば電話連絡を行い、確認が取れ次第バスを

発車させる。 



54 

④ 発車後は、点呼結果を現地対策本部動員サポート班に速やかに情報提供する。 

 

（９） 埋却支援班 

現地対策本部埋却班（土地改良事務所）の要員調整 

 

（10） 会計班 

１） 防疫措置に必要な契約事務 

① 埋却溝の工事等の委託契約 

② 家きん、飼料等汚染物品の運搬業務委託 

③ トラック、重機等のレンタル及びガソリン、灯油、軽油の供給業者との委託契約 

④ 動員輸送用バス運行に係る委託契約 

⑤ 消毒ポイント運営に係る委託契約 

⑥ 立入制限に係る委託業務 

 

（11） 消毒ポイント班（土木監理課） 

現地対策本部消毒ポイント係（土木部）の要員調整 

 

（12） 健康対策班 

１） 防疫作業従事者等の健康調査と防護服の着脱指導 

詳細については、「香川県高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ

対応マニュアル（保健福祉事務所編）」を参照。 

２） 関係機関との連携 

① 県民からの健康相談に対応する。 

② 収集した情報や県対策本部で決定した内容を保健福祉事務所(以下「保健所」とい

う)等関係機関に速やかに提供する。 

③ 患者発生に備え、医師会等関係機関及び関係部局との連携を図るとともに、県内の

医療機関等へ情報提供する。 

④ 県医師会に対し、ヒトの感染が疑われる者を診察した場合は、直ちに最寄りの保健

所に届け出るよう周知を行う。 

⑤ 患者の入院が必要な場合は、十分な感染対策を講じることが可能な医療機関（第二

種感染症指定医療機関）への入院を勧める。 

⑥ 高病原性鳥インフルエンザに関する県民の関心が高く、正確な情報を伝達すること

で県民の安心感を与えるためにも、患者発生時には、個人情報に十分留意しつつ迅

速に情報提供を行う。 

⑦ 保健所の健康調査の実施状況等について報告を求める。 
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３） 高病原性鳥インフルエンザ発生農場の従事者等に対し、積極的疫学調査を実施す

る。 

① 経営者、経営者の家族、農場の従事者、従事者の家族で高病原性鳥インフルエンザ

に感染し、又は感染した疑いのある家きん又は愛玩鳥又は家きん以外の鳥類（以下

｢感染家きん｣という。）や汚染された場所･物件等に接触のあった者 

② 感染家きんをと殺し、又はそのと殺されたばかりの鶏肉を加工した者 

③ その他感染家きんと接触があり、健康調査が必要であると保健所長が認める者 

 

（13） 公安班 

１） 立入制限の支援 

２） 通行の制限又は遮断措置（法第 15条）の支援 

３） 消毒ポイント運営の支援 

 

（14） 水質検査班 

１） 飲用水及び水環境の保全 

① 埋却場所周辺の公共用水域及び飲用井戸の水質検査 

 

（15） 廃棄物処理班 

１） 廃棄物処理施設の確保と調整 

① 廃棄となる汚染物品の埋却処分が困難な場合の焼却処理施設の確保と連絡調整等 

 

（16） 野鳥調査班 

１） 死亡野鳥等の検査 

２） 野鳥に関する相談窓口 

 

（17） 県民生活班 

１） 消費者からの相談窓口の設置 

２） 問い合わせへの対応 

３） 消費者に対する情報発信の対応等（鳥インフルエンザに関する情報提供（風評被

害を含む）） 

 

（18） 食の安全班 

１） 食の安全に関すること 

① 食品に関する相談窓口 

２） 動物愛護に関すること 

① ペットの相談窓口 
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（19） 経営対策班 

１） 畜産農家・関連業者の経営に関する相談窓口の設置 

２） 畜産農家の経営に対する資金等による支援等 

３） 中小企業制度融資による支援等 

 

（20） 学校対策班 

１） 各学校への情報提供と情報収集 

２） 幼児児童生徒及び保護者の不安解消のための説明指導 

３） 作成済み学校対策マニュアルによる農業高校への対応 

 

（21） 税務班 

１） 発生農場等急激な影響を受けた経営体等の納税に関する相談窓口 

 

２ 現地対策本部の対応 

（１） 現地企画班 

１） 現地における防疫方針の立案及び防疫作業の進捗管理を行う。また、通行の制限

又は遮断が必要な場合は、以下のとおり対応する。 

① 通行の制限又は遮断の手続、掲示等の方法について（令第５条）の住民説明等 

② 制限及び遮断されるべき場所を管轄する警察署長に通報し、協力を得る。 

③ 関係住民への説明を市町に依頼する。 

④ 市町を通じ、発生農場周辺の地元住民、自治会へ情報を提供するとともに、苦情・

要望等に対応する。 

２） 進捗管理報告係 

農場及び埋却地から作業の進捗報告を受け、県対策本部へ定期報告を行う。 

 

（２） 防疫班 

県対策本部防疫対策班から疑似患畜であるとの報告を受け、以下の対応を行う。 

１） 疑似患畜は、発生農場内で、原則として疑似患畜と判定した後 24時間以内に殺

処分を完了する。 

２） 疑似患畜の死体については、原則として、疑似患畜と判定した後 72 時間以内に

発生農場若しくはその周辺において埋却する。 

ただし、焼却のため死体を農場から移動させる際に密閉容器を用いる場合、全ての

死体を密閉容器に入れ終えた時点で、死体の処理が完了したとみなす。 

３） 防疫計画に基づく防疫措置の開始を各班長及び各係長に指示する。 

４） 保健所長等への届出 
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① 発生地家保の獣医師は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成 10年法律第 114 号）第 13条に基づき、感染症発生届（動物）を提出する(保

健所長を経由して都道府県知事に届出)。 

② 農場従事者等（鳥インフルエンザに感染した疑いのある家きんとの接触者、感染家

きんを殺処分し、又はその殺処分されたばかりの鶏肉を加工した者）の名簿を作成

（様式４）し、最寄りの保健所（感染症担当）に届け出る。 

 

（３） 動員サポート班 

防疫作業従事者がスムーズに作業を進められるよう、健康調査会場において、以下

の業務を行う。 

１） 受付 

２） 防疫作業の事前説明 

３） 健康調査会場を発着するバスの運行管理 

４） 農場出入口までの誘導 

５） 健康調査会場（施設）の管理 

６） 防疫作業従事者の体調不良、けが等の対応は健康対策班に依頼する。 

 

（４） 埋却班 

１） 埋却溝工事、汚染物品等の運搬等の契約を締結後、工事を開始する。 

２） 埋却溝工事の進捗状況の確認を行い、埋却処理の計画を調整する。 

 

（５） 資材班 

１） 資材調達係 

① 防疫計画に基づき、必要資材機材の数量の調整を行い、不足する資材を直ちに調達

する。 

② 各班からの必要資材の購入依頼をとりまとめ、随時見積もりを行うとともに発注す

る。資材の発注、納品が分かるように台帳（注文請け書）を整備し、注文請け書を

基に物品購入伺を作成する。 

③ 発注した資材の納品確認及び支払事務を行う。 

２） 資材受入配送係 

① 納入された資材は納品を確認した後、指定の場所へ配送する。 

② 健康調査会場内の資材の在庫管理を継続して行う。 

 

（６） 消毒ポイント班 

消毒ポイント班は、班長の指示により、県対策本部で決定した防疫計画に基づき、

土木監理課、土木事務所、市町と協力し、消毒ポイントの業務を開始する。 
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１） 消毒ポイント班は、速やかに、土木事務所、民間団体とともに市町、管轄の警察

署、道路管理者等の協力を得て、発生農場周辺の感染拡大を防止すること並びに移

動制限区域の外側及び搬出制限区域の外側への感染拡大を防止することに重点を置

き、消毒ポイントを運営する。 

２） 畜産関係車両や防疫作業車両については、農場出入りの度に運転手及び車両内部

を含め厳重な消毒を徹底するとともに、必要に応じて、一般車両の消毒も実施する。

(指針第 11 参照) 

 

（７） 発生状況・清浄性確認検査班 

１） 制限区域内の家きんの所有者を対象に、毎日の健康観察を徹底するよう指導する

とともに、異状を確認した場合にあっては、直ちに、その旨を報告するよう求める。

また、法第 52 条の規定に基づき、毎日、当日の死亡羽数を移動又は搬出制限の解除

日まで報告するよう求める。また、報告を受ける。（指針第９の１の(５)参照） 

２） 次に掲げる異状を確認した場合については、直ちに、報告を求める。 

① 同一の家きん舎内における１日の死亡率が過去 21 日間における平均の家きんの死

亡率の２倍以上になっている場合（圧死等本病による死亡でないことが明らかな場

合を除く。） 

② 家きんに鶏冠、肉垂等のチアノーゼ、沈うつ、産卵率の低下等、高病原性鳥インフ

ルエンザウイルス又は低病原性鳥インフルエンザウイルスの感染家きんが呈する症

状を確認した場合 

③ ５羽以上の家きんが、まとまって死亡（圧死等本病による死亡でないことが明らか

な場合を除く。）し、又はまとまってうずくまっていることを確認した場合 

３） 県対策本部防疫対策班からの指示により「疫学関連家きん」のウイルス浸潤状況

の確認のため検査を実施する。(指針第 12 の１参照) 

４） 制限区域内の農場のウイルス浸潤状況の確認のため以下の検査を実施する。（指

針第 12 の２参照) 

① 発生状況確認検査 

② 清浄性確認検査 

５） 移動・搬出制限の対象外としての例外協議のため、制限区域内の制限の対象とな

った生きた家きん、家きん卵等の出荷のための検査、及び制限区域内の食鳥処理場、

ＧＰセンター等の再開のため以下の出荷や移動のための検査、確認等を実施する。

(指針第９の５参照) 

① 移動制限区域内の家きんの食鳥処理場への出荷 

② 移動制限区域内の家きん卵（種卵を除く）のＧＰセンター等への出荷 

③ 移動制限区域内の種卵のふ卵場又は検査等施設（大学、家畜保健衛生所等）への出

荷と当該種卵から生まれた初生ひなの出荷 
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④ 移動制限区域内のふ卵場の初生ひな（移動制限区域外の農場から出荷された種卵か

ら生まれたものに限る。）の出荷 

⑤ 搬出制限区域内の家きん、家きん卵（種卵を含む。）及び初生ひなの食鳥処理場、

ＧＰセンター等、ふ卵場、農場、検査当施設等への出荷 

⑥ 搬出制限区域外の家きん、家きん卵（種卵を含む。）、初生ひなの食鳥処理場、ＧＰ

センター等、ふ卵場、農場、検査当施設等への出荷 

⑦ 制限区域内の家きんの死体等の処分のための移動 

⑧ 制限区域外の家きんの死体の処分のための移動 

⑨ 制限区域外の家きん等の通過 

６） 飼養衛生管理基準の遵守状況の確認（指針第 12 の５） 

① 速やかに、立入検査、直近の飼養衛生管理基準の遵守状況調査の結果及びこれまで

の飼養衛生管理に係る指導の結果等により、制限区域内を中心に家きんを飼養する

農場の飼養衛生管理の状況を確認する。 

② ①の結果、家きんの所有者が飼養衛生管理基準のうち次に掲げる事項を遵守してお

らず、直ちに改善しなければ、本病がまん延する可能性が高いと認める場合には、

期限等を定め、改善するべき事項等を記載した文書を交付することにより、改善す

べき旨の勧告を行う。 

ア 衛生管理区域内における家畜の伝染性疾病の病原体による汚染の拡大の防止の方法

に関する事項 

イ 衛生管理区域外への家畜の伝染性疾病の病原体の拡散の防止の方法に関する事項 

③ ②の勧告を受けた所有者が当該勧告に従わない場合には、期限を定め、改善すべ

きこと等を記載した文書を交付することにより、当該勧告に係る措置をとるべき旨を

命ずる。 

７） 養鶏農場、愛玩鳥飼養者等への情報提供 

 

３ 市町の対応 

県対策本部から疑似患畜であると判定された旨及び発生農場の所在地の連絡を受

け、以下の対応を行う。 

（１） 発生農場の所在地を管轄する市町の対応 

１） 発生農場周辺の地元住民、自治会へ情報を提供するとともに、苦情・要望等に対

応する。 

２） 防疫作業への協力（要員派遣） 

・農場防疫作業への要員の派遣等 

３） 消毒ポイント運営への協力の継続 

・要員の派遣、見まわり、給水・燃料の補給等の運営支援 

４） 発生状況確認検査、清浄性確認検査、疫学調査等の対象農家への同行 
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・道案内、車の手配、聞き取り事項の記録 

５） 風評被害の防止 

６） 住民に対する本病の情報の提供及び防疫活動に対する協力呼びかけ 

・各種相談窓口の開設等 

（２） 制限区域内に含まれる又は消毒ポイントの設置市町の対応 

制限区域内に含まれる又は消毒ポイントの設置市町は、上記(１)の２)～６)の対応

を行う。 

（３） その他の市町の対応 

その他の市町は、上記(１)の５)、６)の対応を行う。 
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第５ 発生農場等の防疫措置 

発生農場の防疫措置は、本マニュアル及び防疫計画に基づき実施する。防疫作業従

事者の作業概要は、詳細マニュアル④発生農場における防疫措置に記載する。 

現地における防疫作業全体の進行管理は、現地対策本部現地企画班長（家保所長）

が行い、防疫措置上の問題や課題の解消に努める。 

現地企画班長は必要に応じて、現地対策本部各班長及び各係長による班長会議を開

催し、各班の防疫措置状況報告、問題点の整理と解決、翌日防疫措置予定、要員計画

の変更等の報告、県対策本部からの情報伝達等を行い、防疫活動の進捗状況の把握及

び情報の共有を図る。 

（１） 防疫措置の開始 

１） 家きん所有者への説明 

① 家畜防疫員は、家きんの所有者に対し以下について説明した後、と殺指示書を交付

し、作業に着手する。 

ア 高病原性鳥インフルエンザ又は低病原性鳥インフルエンザの概要、関係法令の内

容、所有者の義務及び防疫方針を説明するとともに、家畜伝染病予防法（昭和２６

年法律第１６６号）第５２条の３の規定により行政不服審査法(平成 26年法律第 68

号)に基づく不服申し立てをすることができないことについて遺漏なく説明する。 

イ と殺の義務（法第 16条） 

ウ 死体の焼却等の義務（法第 21条） 

エ 汚染物品の焼却等の義務（法第 23 条） 

オ 畜舎等の消毒の義務（法第 25条） 

カ 家畜防疫員は、家畜伝染病のまん延を防止するため緊急の必要があるときは、ア～

オについて、所有者への指示に代えて自らこれを実施することができる。 

② 健康対策班が農場従事者に対する積極的疫学調査を実施するため、農場責任者に連

絡があることを伝える。 

２） 防疫作業の指示系統 

① 農場内における作業全体の指揮命令は発生農場防疫係（家畜防疫員）が行う。 

② 防疫作業従事者への具体的な指示は、家畜防疫員を補助する防疫調整係が行う。 

③ 農場内での資材の運搬や消毒等の作業は、防疫作業従事者が行う。 

④ 防疫作業の進捗管理は、防疫調整係がとりまとめ、現地対策本部へ報告する。 

 

（２） 立入制限 

立入制限係は、疑似患畜と決定された後、警察や道路管理者、地方公共団体と協力

して、発生農場への人、車両の往来を制限する。 

① 防疫作業従事者数及び資材数量の確保状況を確認し、器材を点検する。 
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② 発生農場及びウイルスに汚染された場所への進入道路にロープを張り、通行規制の

理由等を掲示し、人、車両の往来を制限する。 

③ やむなく車両等が農場内を出入りする場合、及び要員等の農場退出の際には、十分

な消毒を実施する。 

 

（３） 農場の消毒作業 

ウイルスの撲滅、発生農場外への拡散防止、作業者の感染防止のために消毒を行

う。 

１） 初動防疫係と協力して、農場の緊急消毒を実施する。 

① 速やかに発生農場の外縁部及び家きん舎周囲への消石灰の散布、粘着シートの設置

や殺鼠剤の散布等により農場外への病原体拡散防止措置を行う。（指針第 7の１

（３）） 

② 農場周辺の道路に消毒薬を散布する。 

③ 散水車を用いて周辺道路を消毒する際は、市町に協力を求める。 

２） 防疫作業前後の消毒を行う。 

① 殺処分した家きん等の容器の消毒を行う。 

② 農場から退出する資材や車両、及び要員等の消毒を行う。 

③ と殺の終了後、畜舎の清掃及び消毒を実施する際に、粘着シートの設置や、殺鼠剤

の散布等を行う。（指針第７の５） 

 

（４） 家きん及び汚染物品の評価業務 

１） 評価 

評価係は、鶏舎別にその鶏種、日齢等を考慮した評価基準表を作成し、評価する。

算定方法は指針別紙２により行う。 

① 防疫対策班から評価人名簿をもらう。 

② 疑似患畜、汚染物品の評価を行う。 

③ 殺処分に先立ち、家きんの評価額の算定の参考とするため、殺処分の対象となる代

表的な個体について、体格が分かるように写真を撮影する。 

２） 記録（指針第６の２、第 16参照） 

発生家きんの畜舎内における位置（場所）及び羽数等の情報の記録、発症家きんの

写真撮影並びに防疫作業の写真及び動画撮影を行う。 

① 防疫作業上、記録業務が困難な場合は、防疫作業従事者に協力を依頼する。 

② 発生農場における疑似患畜の殺処分時までに、発症家きんの病変部位、発症家きん

がいる場所等を鮮明に撮影する。 

③ 報道機関に対し、可能な限り、農場周辺及び内部防疫措置の様子を撮影した画像や

動画を提供すること等により、指針第６の３の(６)の事項について協力を求める。 
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（５） 殺処分（指針第７の 1参照） 

疑似患畜の殺処分は、原則として疑似患畜であると判定された後、農場外への病原

体拡散防止措置が完了してから、目安として 24時間以内に完了する。疑似患畜の死体

は、原則として、疑似患畜と判定した後 72 時間以内に埋却又は焼却する。ただし、焼

却のため死体を農場から移動させる際に密閉容器を用いる場合、全ての死体を密閉容

器に入れ終えた時点で、死体の処理が完了したとみなす。 

① 鶏の死体と卵は埋却を、鶏糞と飼料は発酵消毒を処分方法の原則とするため、殺処

分後の死体の搬出等がスムーズに行えるよう考慮して作業を進める。 

② 必要があれば、発生農場及び農場の外周部をビニールシートで遮蔽すること等によ

り、病原体の拡散を防止する。 

③ 動物福祉の観点から、炭酸ガスによる安楽死を行う。 

④ 殺処分した家きんをフレコンバッグに投入して埋却場所へ搬出する。 

【焼却を行う場合】 

⑤ 密閉容器をパレットに積み、荷崩れ防止のため梱包ストレッチフィルムで巻き上げ

る。 

⑥ 焼却施設まで搬送するトラックに積込む（積載重量に注意）。農場搬出時間を各施

設担当者に連絡する。 

⑦ 搬送に同行する者への指示（指針第７の２の(２)、(３)参照） 

・動物衛生課に協議した移動ルートで搬送すること。 

・消毒機器を持ち、密閉容器の破損等の事故があった場合は、すぐに周辺を消毒する

こと。 

・移動経過、搬送量等を記録し報告すること 

 

（６） 汚染物品の回収 

汚染物品のうち、卵は埋却処分とするため、フレコンバッグ等に詰めて埋却地へ搬

出する。鶏糞及び飼料は、鶏舎内又は堆肥舎内に残置し発酵消毒とする。ただし、農

場内に十分な埋却地が確保できる場合は、埋却処理も検討する。 

① 農場内の汚染物品の回収を行う。 

② 防疫作業従事者等が使用した防護服等の回収を行う。（防疫作業従事者等が用いた

うがい薬の廃液を含む） 

③ 汚染物品の処理において埋却が困難な場合には、発酵による消毒を行う。（指針第

７の３、留意事項 34 参照） 

 

（７） 埋却 

疑似患畜と決定された後、直ちに埋却地場所の検討(試掘調査)及び運搬ルートの検

討を行う。原則として農場内又はその近くにおいて埋却する。 
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① 埋却場所を選定する。 

② 埋却場所の確認及び運搬ルートの検討及び試掘調査を行う。 

③ 埋却溝の掘削工事は建設業協会に依頼する。 

④ 必要があれば、埋却溝の外周部をシート等で遮蔽し、病原体の拡散を防止する。 

⑤ 埋却終了後、発掘禁止期間等を記載した立て看板を設置する。 

⑥ 死体の処理において埋却、焼却が困難な場合には、発酵による消毒を行う。(指針

第７の２の(５)参照) 

 

【焼却を行う場合】 

（８） 搬送焼却（指針第７の２の(２)、(３)、(４)参照） 

搬送は、殺処分係が積み込んだ密閉容器を焼却処理施設へ搬送する。焼却は、焼却

処理施設において、密閉容器を焼却処理する。 

① 原則として、他の農場の付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係車両が利用しない

移動ルートを設定する。設定したルート及びスケジュールを、公安班へ報告する。 

② 密閉容器積込み前後に車両表面全体を消毒する。 

③ 移動中は消毒ポイントにおいて運搬車両を十分に消毒する。 

④ 死体を処理する場所まで同行する者については、家畜防疫員又は家畜防疫員の指示

を受けた県職員で対応する。 

⑤ 運搬後は、車両及び資材を直ちに消毒する。 

⑥ 移動経過、搬送量等を記録し、保管する。 

⑦ 施設毎に家畜防疫員の責任者を決め、施設毎に運営する。 

⑧ 運搬車両から密閉容器投入場所までシートを敷く等の措置を講じる。 

⑨ 死体の焼却炉への投入完了後直ちに、処理施設の出入口から死体投入場所までの経

路を消毒する。 

⑩ 焼却処理が完了し、設備及び資材の消毒が終了するまで、家畜防疫員が立ち会う。 

 

（９） 感染経路の究明（指針第 16 参照） 

現地対策本部発生農場防疫係は、感染経路究明に必要な情報の収集及び整理並びに

国の疫学調査チームと連携した現地調査を実施する。 

① 感染経路の究明のため、と殺時までに病変部位、発症家きんがいる場所等を鮮明に

撮影する。動物衛生課と協議の上、発症していない家きんを含めて、飼養規模に応

じた検査材料の採材や詳細な調査を行う。 

② 発生農場、発生農場と疫学関連のある畜産関係施設、発生農場周辺の水きん類の飛

来している池等を調査する。
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第５章 詳細マニュアル① 移動制限区域の農家への周知 

【構成員】例外協議運用係（畜産課） 

（１）簡易検査陽性後の連絡業務 

県内農場及び想定される移動制限区域内のＧＰセンター等関連施設、家きん以外の鳥類

の所有者への連絡と移動自粛の要請 

① 係員は、農家及び関連施設リストに基づき連絡業務を開始する。 

② 連絡は電話、メール、ＦＡＸ等で行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）消毒ポイントの設置プレス後の連絡業務 

県内家きん農場、移動制限区域内の関連施設等に消毒ポイントの設置と消毒ポイントの

通過によるまん延防止対策への協力を連絡 

 

 

 

 

 

 

 

  

連絡内容（簡易検査陽性時） 

●１km内の農場 

 消石灰の散布、ねずみ侵入防止対策の実施 

●３km内の農場 

 移動自粛の要請、現在の飼養羽数、現在の異常の有無の確認、鶏卵等の出荷先等の確

認等直ちに移動制限の例外協議の必要な事項の確認、検査日程を後で連絡する旨等 

●３km内のＧＰセンター等関連施設 

 食鳥処理場：新たな家きんの受入れの自粛 

 ＧＰセンター：新たな食用卵の受入れの自粛 

 ふ卵場：新たな種卵の受入れの自粛 

●３～10km内の農場 

 想定される搬出制限区域外への移動自粛の要請、現在の飼養羽数、現在の異常の有無の

確認、鶏卵等の出荷先等の確認等直ちに搬出制限の例外協議の必要な事項の確認等 

●県内のその他の農場 

 疑い事例の発生、農場の衛生対策の強化 

●制限区域内の家きん以外の鳥類の飼養者 

 移動自粛の要請 

〇送付文書例：お知らせ文書等（メール、ＦＡＸ） 

連絡内容（消毒ポイントの設置プレス後） 

●県内の農場 

●移動制限区域内のＧＰセンター等関連施設 

●飼料製造・販売業者等 

●制限区域内の家きん以外の鳥類の飼養者 

 消毒ポイントの設置と通過の依頼 

〇送付文書：プレスリリース資料、お知らせ文書等（メール、ＦＡＸ） 
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（３）疑似患畜決定後の連絡業務 

① 疑似患畜が確認された農場から半径３km 以内の農場及び県が必要と認める者に対

して、当該農場の住所について情報提供する（国防疫指針第６の１の（２）参照）。 

② 情報を提供する際又は事前に情報提供の方針を説明する際には、当該情報の提供を

受ける者に対し、当該情報の提供が本病のまん延防止を目的として行われるものであ

ることを周知し、当該情報をそれ以外の目的で使用したり、漏えいさせることのないよ

う必要な指導を行う。特に、情報が無秩序に拡散するおそれがあるため、当該情報をイ

ンターネット上に掲載することは厳に慎むよう指導を行う。（国防疫指針第６の１の

（３）参照） 

③ 制限区域の設定を行った場合には、速やかに、当該区域内の家きんの所有者に対し、

その旨及び発生農場の所在地について、電話、ＦＡＸ、電子メール等により連絡すると

ともに、その後の検査スケジュール等について説明する。（国防疫指針第９の１の（４）

参照） 

④ 疑似患畜が確認された場合には、制限区域内の家きんの所有者を対象に、毎日の健康

観察を徹底するよう指導するとともに、異状を確認した場合にあっては、直ちに、その

旨を報告するよう求める。また、法第 52 条の規定に基づき、毎日、当日の死亡羽数を

移動又は搬出制限の解除日まで畜産試験場に報告するよう求める。（国防疫指針第９の

１の（５）参照） 

⑤ 次に掲げる異状を確認した場合については、直ちに、報告を求める。 

ア 同一の家きん舎内における１日の死亡率が対象期間における平均の家きんの死亡

率の２倍以上になっている場合（圧死等本病による死亡でないことが明らかな場合

を除く。） 

イ 家きんに鶏冠、肉垂等のチアノーゼ、沈うつ、産卵率の低下等、高病原性鳥インフ

ルエンザウイルス又は低病原性鳥インフルエンザウイルスの感染家きんが呈する症

状を確認した場合 

ウ ５羽以上の家きんが、まとまって死亡（圧死等本病による死亡でないことが明らか

な場合を除く。）し、又はまとまってうずくまっていることを確認した場合 

⑥ 移動・搬出制限の対象外としての例外協議のための資料等の作成業務。 
⑦ 移動制限区域内における次の事業の実施、催物の開催等を停止する場合の連絡。（国

防疫指針第１０の１） 

ア 食鳥処理場（食肉加工場を除く。） 

イ ＧＰセンター 

ウ ふ卵場 

エ 品評会等の家きんを集合させる催物 

⑧ 搬出制限区域内における品評会等の家きんを集合させる催物の開催を停止する場合

の連絡。（国防疫指針第１０の２） 

⑨ 養鶏農場、愛玩鳥飼養者等への情報提供を行う。 

※④、⑤については、現地対策本部発生状況・清浄性確認検査班あてに報告を求める。 
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連絡内容（疑似患畜確定時） 

●３km内の農場 

・農場の住所（情報を提供する際又は事前に情報提供の方針を説明する際には、当該情

報の提供を受ける者に対し、当該情報の提供が本病のまん延防止を目的として行われる

ものであることを周知し、当該情報をそれ以外の目的で使用したり、漏えいさせること

のないよう必要な指導 を行う。特に、情報が無秩序に拡散するおそれがあるため、当

該情報をインターネット上に掲載することは厳に慎むよう指導を行う（国防疫指針第６

の１の（３）参照）。） 

 ・移動禁止区域となり、現在の異常の有無の確認と毎日の異常の有無、死亡数の報告が

必要であること 

●３km内のＧＰセンター等関連施設 

 食鳥処理場：新たな家きんの受入れの停止 

 ＧＰセンター：新たな食用卵の受入れの停止 

 ふ卵場：新たな種卵の受入れの停止 

●３～10km内の農場 

 ・搬出制限区域となり、現在の異常の有無の確認と毎日の異常の有無、死亡数の報告が

必要であること 

●県内のその他の農場 

 ・現在の異常の有無の確認、制限区域が設定されたこと 

●制限区域内の家きん以外の鳥類の飼養者 

 ・現在の異常の有無の確認、制限区域が設定されたこと 

〇送付文書例：プレスリリース資料、お知らせ文書等（メール、ＦＡＸ） 
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（４）制限区域が解除時の連絡業務 

県内家きん農場、制限区域内の関連施設等に制限解除及び下記事項について連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

連絡内容（搬出制限解除） 

●10km内の農場 

現在の検査結果が夜に出ますので、異常がなければ、○○日午前０時をもって搬出制

限区域（10km）が解除の予定です。 

その場合、家きん、卵、鶏糞などが搬出制限区域外に出せるようになります。 

また、毎日の死亡羽数の報告が月1回になります。（3～10kmの農家のみ） 

移動制限区域（3km）は残りますので、家きん、卵、鶏糞などを積んで通らないように

してください。通る場合は、国との協議が必要となります。 

 

●その他の農場 

現在の検査結果が夜に出ますので、異常がなければ、○○日午前０時をもって搬出制

限区域（10km）が解除の予定です。 

移動制限区域（3km）は残りますので、家きん、卵、鶏糞などを積んで通らないよう

にしてください。通る場合は、国との協議が必要となります。 

 

●３km内のＧＰセンター等関連施設 

現在の検査結果が夜に出ますので、異常がなければ、○○日午前０時をもって搬出制

限区域（10km）が解除され、一部の消毒ポイントが廃止される予定です。 

移動制限区域（3km）及び一部の消毒ポイントは残りますので、近隣を通過する場合

は、消毒ポイントを経由してください。 

連絡内容（移動制限解除） 

●３km内の農場 

新たな発生がなければ、○○日午前０時をもって移動制限区域（3km）が解除の予定で

す。 

その場合、家きん、卵、鶏糞などが出せるようになります。 

また、毎日の死亡羽数の報告が月1回になります。 

 

●その他の農場・３km内のＧＰセンター等関連施設 

新たな発生がなければ、○○日午前０時をもって移動制限区域（3km）が解除され、全

ての消毒ポイントが廃止される予定です。 
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詳細マニュアル② 資材調達 

【構成員】下表参照 

１）異常家きん等の届出から簡易検査結果判明までの対応 

防疫措置に必要な資材等の手配に関する事務を行う。 

① 発生地家保は、当該農場の既存の防疫計画書に基づき、必要資材機材の数量を確認

し、以下のア～エを確認する。 

ア 家保の備蓄品一覧 

イ 市町の備蓄品一覧 

ウ 班別配送リスト 

エ 資材取扱業者・単価契約リスト 

 

２）簡易検査陽性決定から遺伝子検査結果判明までの対応 

① 現地対策本部資材班長は、発生農場の防疫計画（素案）に基づき、防疫措置に必要

な重機等の手配を建設業協会現地支部へ依頼するとともに、埋却作業に必要な工事の

執行準備を行う。 

② テント、机、椅子の手配を、市町に依頼する。 

③ フォークリフト及びオペレーターの手配を、県対策本部防疫対策班畜産団体等調整

係を通じて、ＪＡ等に依頼する。 

④ 現地対策本部資材班は、発生農場の防疫計画（素案）に基づき、各家保が保管する

備蓄資材の配送計画を立てる。 

⑤ 現地対策本部資材班長は、資材受入配送係（関係出先機関の係員）に、トラック及

び公用車等による参集を要請し、集合場所、時間の打合わせを行う。 

輸送車が不足する場合は、県対策本部防疫班畜産団体等調整係へ一般社団法人香川

県トラック協会への手配を依頼する。 

⑥ 資材受入配送係は、配送計画に基づき備蓄資材の梱包等搬送準備を行う。 

段ボール箱等に梱包する場合は、内容物、配送先を箱の外に明記し、現場での受

取、配置に困らないよう配慮する。（発生農場、健康調査会場） 

⑦ 資材受入配送係は、配送計画に基づき、各家保の備蓄資材の搬送を開始する。家保

での備蓄資材の出納管理（受渡し）は、各家保の庶務課が行う。 

農場へ搬送した資材の荷下ろしは、クリーンゾーンの資材置き場で行うこととし、

資材受入配送係は汚染ゾーンには立ち入らない。農場内への搬入及び各家きん舎への

搬送は、消毒作業のために農場入りしている農場緊急消毒係が行う。 

農場内で荷物を受け取る農場緊急消毒係は、原則として資材を資材受入配送係から、

接することなく消毒ゾーンで受け取り、農場内の各家きん舎に運ぶ。やむを得ず、クリ

ーンゾーンに出る場合は、十分に消毒し、汚染しないよう留意すること。 

⑧ 資材調達係は、防疫計画(素案)及び各係からの必要資材の購入依頼（係別配送リス

ト）に基づき、各家保の備蓄資材の数量から、不足資材リストを作成し、必要量を発

注し調達する。今後必要となる数量を把握し、十分余裕を持って発注するようにす

る。また、店頭で購入できるものは直ぐに購入し、搬送する。 
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⑨ 事前に防疫資材別（一部単価契約済み）に、取扱業者と担当者及び電話番号、ＦＡＸ

番号、営業時間等の一覧表を作成しておき、在庫確認及び夜間の連絡先を確認する。

（夜間は連絡を拒否されるため、急ぐものは発注等を営業時間内に行うこと。） 

⑩ 資材調達係長は、発注済み資材の種類、量、納品の有無が分かるように台帳（注文

請書）を整備しておき、納品確認、支払事務を行う。 

 

３）疑似患畜（遺伝子検査陽性）決定後の対応 

① 資材の需要予測を立て、計画的に発注業務を進める。 

② 各係からの不足資材の購入依頼を取りまとめ、発注する。 

③ 資材の梱包材等の不要物は、排出場所毎に１か所に集めておき、市町又は産業廃棄

物処理施設で処理する。 

 

人員配置の目安 

班・係 所属 人数 主 な 業 務 内 容 

資材班 
発生地家保 

発生地家保庶務課長 

常時

１人 
班長：各係の総括 

資材調達係 

発生地家保庶務課 

非発生地家保庶務課 常時

２人 

係長：資材の発注、納品確認、支払事務 

中讃農業改良普及Ｃ 

西讃農業改良普及Ｃ 
係員：資材の発注、在庫管理 

資材受入 

配送係 

畜産試験場 

東讃農業改良普及Ｃ 

中讃農業改良普及Ｃ 

常時

２人 
係長：納品確認、在庫管理、配送指示 

畜産試験場 

常時

２人 
係員：トラックによる配送 

農業試験場 

農業大学校 

水産試験場 

農業試験場 ３人 発生直後における資材の配送 

（家保備蓄倉庫からの搬出） 東讃農業改良普及Ｃ ７人 

    ＊資材の調達は、原則として発注から支払までを現地対策本部で一括して行う。 

＊不足資材が生じないよう、家保職員が中心となって需要予測を立て発注を進める。 

＊殺処分用の炭酸ガスは特に不足しないよう留意すること。 

（業者が保有する炭酸ガスボンベの本数には限りがあるため、空になったボンベは業

者に回収を依頼し、再度充填してもらう必要がある。） 

＊消毒ポイントへの配送は、消毒ポイント係が行う。 
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防疫措置に必要な資材等一覧 

防疫作業資材（農場） 生活資材（健康調査会場） 埋却地 

□動力噴霧器 

□動噴用タンク 

□動噴用ホース（ノズル） 

□消石灰 

□消毒剤（パコマ等） 

□フレコンバッグ（１ｔ用） 

□ブルーシート（10m×10m） 

□ブルーシート（5.4m×9m） 

□一輪車 

□角スコップ 

□竹ほうき・ほうき 

□ガソリン携行缶 

□軽油携行缶 

□灯油用ポンプ 

□ラッカースプレー 

□カッター・はさみ 

□マジック 

□ポリ袋（0.1㎜ 90ℓ） 

□ポリ袋（0.03㎜ 90ℓ） 

□結束ひも（30㎝） 

□ポリバケツ（90ℓ）ふた付 

□台車 

□コンパネ 

□密閉容器（45ℓ・60ℓ） 

□封入用木槌 

□ロープ、トラロープ 

□パレット 

□はしご・脚立 

□時計 

□炭酸ガスボンベ 

□ボンベキャリー 

□スノーホーン 

□レンチ・スパナ 

□トランシーバー 

□延長コード・コードリール 

□発電機・投光器 

□コンテナハウス 

□仮設トイレ 

□防護服 

□ゴム手袋（薄手・厚手） 

□キャップ 

□ゴーグル 

□くもり止め 

□N95マスク 

□耐油長靴（各サイズ） 

□移動用サンダル 

□タオル 

□ヘルメット 

□布テープ 

□ビニールテープ（赤） 

□おむつ 

□手指消毒アルコール 

□うがい薬 

□紙コップ 

□トイレットペーパー 

□ティッシュペーパー 

□ポリ袋（0.03㎜ 90ℓ） 

□カイロ 

□カッター・はさみ 

□マジック 

□懐中電灯・電池 

□飲料水 

□ストーブ 

□灯油 

□発電機・投光器 

□フレコンバッグ（１ｔ用） 

□動力噴霧器 

□動噴用タンク 

□動噴用ホース（ノズル） 

□消石灰 

□消毒剤（パコマ等） 

□ブルーシート（10m×20m） 

□ポリ袋（0.03㎜ 90ℓ） 

□フレコンバッグ（１ｔ用） 

□ガソリン携行缶 

□軽油携行缶 

□灯油用ポンプ 

□発電機・投光器 

□木杭（60㎝）・角杭 

□埋却用木槌 

□ロープ 

□防水シート（20m×50m） 

□はしご・脚立 

□延長コード・コードリール 

□ヘルメット 

□トランシーバー 

□時計 

□埋却地用看板 

□コンテナハウス 

□仮設トイレ 

重機関係（農場・埋却地） 

□フォークリフト 

□ホイールローダー 

□バックホウ 

□ボブキャット 

□ダンプカー 

□ユニック車 

□軽トラック 

□照明車 
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資材調達先リスト（調達実績先一覧） 

調達先名称 手配実績 電話番号 

医療用資材購入先 

   

   

   

   

   

   

動物用医薬品、消毒薬購入先 

   

   

   

   

   

   

ホームセンター 

   

   

   

   

   

   

   

燃料購入先 

   

   

   

重機輸送関連 

   

   

 

  

調達実績先一覧は家保から入手すること 



 73 

詳細マニュアル③ 消毒ポイントの運営 

【構成員】消毒ポイント班（資材の補給）：家保、畜産試験場、農業改良普及Ｃ 

消毒ポイント係（消毒ポイントの設置及び運営）：土木部、市町、委託業者 

 

疑似患畜と決定された後、市町と協力し、直ちに決定された消毒ポイントで車両の消毒

業務及び監督を行う。必要に応じて、県対策本部の指示により、疑似患畜と決定される前

に業務を開始する。 

特に、畜産関係車両や防疫作業車両については、農場出入りの度に運転手及び車両内部

を含め厳重な消毒を徹底するとともに、必要に応じて一般車両の消毒も実施する。 

消毒ポイントは、発生農場周辺（おおむね半径１kmの範囲内）、移動制限区域及び搬

出制限区域の境界と主要道路等が交差する付近に設置し、畜産関係車両等の消毒を行い、

病原体の拡散防止を図る。また、公道において実施する場合、通行車両を停止させての消

毒作業となるので、警察官の支援を得るなどして、車両の誘導等には充分留意する。 

 

（１）業務の開始 

簡易検査陽性時の連絡体制 

県対策本部総務班（農政課）は、土木監理課に消毒ポイント班の業務開始を要請す

る。 

県対策本部総務班（農政課）は、消毒ポイントを設置が想定される市町に対し、簡易検

査陽性の連絡と、県の行う防疫対応への協力を依頼する。 

 

（２）県対策本部防疫対策班移動制限・消毒ポイント係（畜産課）の業務 

① 防疫マップシステムで消毒ポイントをリストアップし、設置場所を決定する。 

② 移動制限・消毒ポイント係は、決定した消毒ポイントの施設管理者に連絡する。 

③ 施設管理者の承諾が得られれば、決定した消毒ポイントの設置場所を現地消毒ポイ

ント班長に連絡する。 

 

（３）現地対策本部消毒ポイント班の業務 

① 現地対策本部消毒ポイント班は、消毒ポイントの設置にあたって、道路使用許可は

所轄警察署、道路占用許可は道路管理者等に申請する（時間の関係で連絡するが申請

は後からになる）。また、建設業協会支部に消毒ポイント用レンタル機材の手配を依

頼する。 

② 現地対策本部消毒ポイント班は、資材配送計画を作成し、土木監理課へ消毒ポイント

機材輸送のための家保参集時間、消毒ポイント集合時間を連絡する。また、当該市町に

消毒ポイント集合時間を連絡するとともに、消毒ポイント用テント（コンテナハウスが

設置されるまで利用）、机、椅子の確保及び運搬の依頼をする。 

③ 現地対策本部消毒ポイント班は、県対策本部消毒ポイント班（土木監理課）から要

員名簿を受け取る。 

④ 各消毒ポイントを巡回しながら、次の対応をする。 



 74 

・燃料（ガソリン、軽油、灯油など）の補給の手配 

・水、消毒薬などの補給の手配 

・必要資材（防護服、トイレットぺーパー、文具など）の補給の手配 

・消毒ポイント運営に関する対応（故障、凍結、電気、天候など） 

・各消毒ポイントの運営状況（通行車両、人員など）の整理、取りまとめ、報告 

 

（４）消毒ポイントの設置等（土木事務所担当者、市町担当者） 

① 土木事務所担当者は、土木監理課からの連絡を受けて、指定の家保備蓄倉庫から資

材を受け取り、市町担当者と協力して消毒ポイントの設置等を開始する。土木事務所

担当者及び市町担当者は、決定した消毒ポイントにおいて、通行の妨げにならないよ

う、家保に保管している消毒ポイント資材（消毒ポイント資材リスト参照）、並びに

市町が準備した消毒ポイント用テント（コンテナハウスが設置されるまで利用）、

机、椅子を設置する。 

② 動力噴霧器、発電機等の機材を所定の位置にセットし、貯水タンクに水を貯め規定

量の消毒薬を投入する。給水設備がない場合は、給水車（運搬用貯水タンク並びにト

ラック等）で補充する。 

また、燃料保管用の缶（ガソリン携行缶、灯油缶、軽油缶）はテント（コンテナハ

ウス）外の安全な場所で管理する。ドラム式延長コードは巻いたまま使用しない。 

③ 消毒ポイントには、立て看板による標示（予告告知板を含む）を行う。 

排水（使用した消毒薬を含む）により、水道水源等に影響を与えないよう配慮する。 

④ 消毒ポイントの設置完了を現地対策本部消毒ポイント班へ連絡する。 

⑤ 現地対策本部消毒ポイント班からの指示により、消毒ポイントでの車両消毒業務を

開始する。 

⑥ また、手配したレンタル機材（動力噴霧器、コンテナハウス、簡易トイレ、投光機、

運搬用貯水タンク、トラック等）が新たに消毒ポイントに設置され次第、優先的にレン

タル機材を活用する。（市町が準備したテントは、状況により撤収する。） 

 

（５）消毒ポイントの運営（県市町要員、民間要員等） 

① 業務については別添「車両消毒実施概要」（ｐ77～81）に基づき実施する。（車両

消毒、車両消毒実施確認書への記載、車両消毒済証明書の発行など） 

② 運営に関する緊急連絡先は現地対策本部消毒ポイント班とする。 

③ 飼料運搬車等畜産関係車両の運行状況から３交代制を基本とするが、発生状況によ

り変更する場合もある。また、運営時間についても変更する場合がある。 

④ なお、制限区域の解除後においても消毒ポイント機器の撤去までは消毒ポイント機

器の保安要員として、現地対策本部消毒ポイント班から指示があるまで待機するこ

と。○ 発生日からの対応 

Ａクール：消毒ポイント準備～午前０時００分 

Ｂクール：午前０時００分～午前８時００分 

Ｃクール：午前８時００分～午後４時００分 

Ａクール：午後４時００分～午前０時００分 

＊以下8時間ごと３交代で対応 担当者は各消毒ポイントに３０分前に集合 
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＊運営を県市町職員から委託業者に移行する際には、現地対策本部消毒ポイント班長

は、早めに土木監理課及び市町へポイント毎の予定時間を連絡する。 

 

⑤ 消毒対象車両 

ア 家きんの飼養場所へ出入りする車両 

イ 鶏卵、食鳥、ヒナ輸送車 

ウ 飼料運搬車 

エ 診療車 

オ 食鳥加工施設、死亡獣畜取扱場、化製場に出入りする車両 

カ 一般車両（希望車両） 

 

⑥ 消毒方法 

・ボディと下回りを、上部から下部に向けて消毒薬で入念に消毒する。必要に応じて

ブラシを用いるとともに、可動部は動かして、消毒の死角ができないようにする。 

・タイヤハウス、泥よけ、ホイル、タイヤは、入念に消毒する。その際、タイヤの

溝や側面は、必要に応じてブラシを用いる。 

・スプレー等を用いて、運転席の内部も消毒する。 

・一般車両を消毒する場合は、上記の畜産関係車両に準じて行うが、1台ずつ停車し

て消毒することが困難な場合は、消毒マットを用いる。この場合、十分な消毒効果が

保たれるよう消毒薬を定期的に追加する。 

・一般車両でも、農場に出入りした車両は、畜産関係車両と同様に入念に消毒する。 
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人員：1か所：3名×3交代／日　

機資材名 規格 数量 備考（用途など）

動力噴霧機（本体）、使用マニュアル ガソリン・電動 1 車輌消毒

動力噴霧機（ホース・鉄砲ノズル） 1 車輌消毒

水タンク 200Ｌ 1 動噴の給水用

発電機（ヤマハ）、使用マニュアル 23KW、動噴等用 （1） 電源が取れない場合

インバーター式発電機、使用マニュアル 900W、投光器用 （1） 電源が取れない場合

投光器 1 夜間照明用

ドラム式延長コード（屋外型） 30ｍ 1 電動動噴や投光器用

ガソリン携行缶(ガソリン入） 20L （1） ガソリン動噴、発電機用

手押し噴霧器 加圧式 1 車輌内の消毒または非常用

消毒薬（逆性石鹸液500ml） 1
水タンクに添加（1000倍希釈）　30l／台×20台
／日＝600ml／日

台車 1

水道ホース 1 水道から水タンクへの給水等

バケツ １5L 1 踏込み消毒槽への水入れなど

2.7×5.4 2

2.7×3.6 2

『消毒ポイント』看板 3～4 車輌誘導用

コーン・コーン重し 3 車輌誘導用

看板用重り 緑 3～4 看板固定重り用

ポリタンク 青色18～20Ｌ 3～4 看板、テント等重り用、水運搬用

ストーブ（石油） 1 防寒

灯油用ポリタンク 18L 1 給油ポンプを含む

収納ボックス、工具箱

筆記用具等一式 1

油性マジック（黒,赤）、シャーペン、消しゴム、
ボールペン（黒）、カッター、ハサミ、セロテー
プ、養生テープ、布ガムテープ、ビニールテー
プ

工具類一式 1
針金、プライヤー、万能ラジオペンチ、モンキー
レンチ、ドライバーセット等

消毒ポイント用書類一式 クリアファイル 1
台帳（別紙様式2）、証明書（別紙様式３）、白
紙、ノート、クリアファイル等

雨合羽 ＬＬ１，Ｌ2 3 作業員用（雨天や水の飛び散り防止）

安全ベスト 3 作業員用

誘導灯 3 車両誘導用（単2電池2本使用）

マルチウエイト 2 テントの重し等

踏込消毒槽・人工芝 1 運転手の靴消毒

洗車ブラシ 1 踏込み消毒槽と共に使用

防水LEDライト 1 夜間作業用懐中電灯

消毒スプレー容器 500ｍｌ 1
運転手の手指消毒（消毒用アルコールを入れ
て使用）

計量カップ・ポリ柄杓 500ｍｌ 1 消毒薬の計量用・混合用

時計 1

PPロープ 100ｍ 1

ゴミ袋 1 45L　２枚

タオル 3 作業員用

軍手 6 作業員用

厚手手袋 3 作業員用

ゴーグル 3 作業員用

ニトリル手袋 M　1箱 1 作業員用

マスク 1箱 1 作業員用

アルカリ電池一式 1 単1　6本、単2　8本、単3　6本、単4　3本

ランタン 2 電池式（仮設トイレ、コンテナ等）

ヘッドライト 2 電池式

鉄砲のノズル部品 1 予備用

防護服（タイベック） 12 作業員用
長靴 3 作業員用（共用）

市町

テント 1 作業員の休憩、証明書の発行

机 2 テント内で証明書発行手続き
イス 5 作業員休憩用

消毒ポイント必要資材一覧（一箇所当たり）

ブルーシート テント周囲の覆い
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車両消毒実施概要 

 

（目的） 

１ 本県における本病のまん延防止を図るため、家畜伝染病予防上の移動制限、搬出制限区域

において、家きん農場へ出入りする車両の消毒を実施する。 

 

（対象とする車両） 

２ 移動・搬出制限区域内への出入りを目的とする飼料運搬車両等の畜産関連車両で、移動・

搬出制限区域内を移動するもの。 

 

(実施者) 

３ １班３名（県職員、市町職員等）で編成し、状況により業者に委託する場合がある。また、

消毒ポイントの円滑な運用を図るため警察等の協力を得る。 

 

（使用する消毒薬） 

４ 逆性石けん等の消毒薬とする。排水（使用した消毒薬を含む）により、水道水源等に影響

を与えないよう配慮する。 

 

 (実施場所) 

５ 移動制限区域境界付近、移動制限区域内及び搬出制限区域付近の主要幹線道路沿線に消毒

ポイントを設置する。 

 消毒ポイントの設置場所は、地権者の同意をはじめ、多量の消毒剤の使用による周辺環境

に対する影響への配慮などを考慮する必要がある。 

 

（消毒方法） 

６ ボディと下回りを、上部から下部に向けて消毒薬で入念に消毒する。タイヤハウス、泥よ

け、ホイル、タイヤは、入念に消毒する。必要に応じてブラシを用いる。可能であれば、ス

プレー等を用いて、運転席の内部も消毒する。一般車両を消毒する場合は、畜産関係車両に

準じて行うが、農場に出入りした車両は、畜産関係車両と同様に入念に消毒する。 

 

（証明書の発行） 

７ 各消毒ポイントにおいて消毒終了後、運転者は車両消毒実施確認書（別紙様式１）に必要

事項を記入し、運転者の署名をする。消毒を実施した職員は、車両消毒済証明書（別紙様式

２）に必要事項を記入し、「実施済み」に○を付ける。 

 

（証明書の提示及び提出） 

８ 運転者は、渡された車両消毒済証明書（別紙様式２）を携行し、農場立入時には車両消毒

済証明書を所有者に提示する。また、目的地（行き先）が複数カ所ある場合は、一つの行き

先での作業が済んだ後、消毒ポイントにおいて消毒を実施した後でなければ、次の目的地（行

き先）に移動してはならない。 

 

（実施者の管理） 

９ 消毒ポイント作業従事者は、消毒ポイント作業日報（別紙様式３）に必要事項を記入する。  

資料 
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別紙様式１  

車両消毒実施確認書（消毒実施者控） 

       消毒ポイント名            

令和  年  月  日（日が変われば新しい用紙に記入すること） 

No 
実施 

日時 

実施者 

氏名 
業者名 行き先 連絡先 

ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ 

番号 

運転者の 

署名又は

印 

１ ： 
      

２ 
：       

３ 
：       

４ 
：       

５ 
：       

６ 
：       

７ 
：       

８ 
：       

９ 
：       

10 
：       

11 
：       

12 
：       

13 
：       

14 
：       

15 
：       
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別紙様式２   

車両消毒証明書 

 

 
車両ナンバー：       業者：            

運転者：          連絡先：      

／ 

 

消毒ポイント（        ） 

 

消毒済み  

 

行き先： 

実施者： 

時 間：  時  分 

 

消毒ポイント（        ） 

 

消毒済み  

 

行き先： 

実施者： 

時 間：  時  分 

／ 

 

消毒ポイント（        ） 

 

消毒済み  

 

行き先： 

実施者： 

時 間：  時  分 

 

消毒ポイント（        ） 

 

消毒済み  

 

行き先： 

実施者： 

時 間：  時  分 

／ 

 

消毒ポイント（        ） 

 

消毒済み  

 

行き先： 

実施者： 

時 間：  時  分 

 

消毒ポイント（        ） 

 

消毒済み  

 

行き先： 

実施者： 

時 間：  時  分 
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別紙様式３  

消毒ポイント作業日報 

       消毒ポイント名            

令和  年  月  日（日が変われば新しい用紙に記入すること） 

勤務時間 作業従事者氏名 所属・会社名等 

（例）○：○○～○：○○ 

（クールごとに記載） 

  □□□ □□□  △△市役所 

   

   

   

発注・納品状況（ガソリン、灯油、資材など）、特記・連絡事項等を記入して下さい 

 

 

 

   

   

   

   

発注・納品状況（ガソリン、灯油、資材など）、特記・連絡事項等を記入して下さい 

 

 

 

   

   

   

   

発注・納品状況（ガソリン、灯油、資材など）、特記・連絡事項等を記入して下さい 
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 82 

詳細マニュアル④ 発生農場における防疫措置 

原則として、疑似患畜判定後、24 時間以内に殺処分を、72 時間以内に患畜又は疑似患

畜の死体の処理を完了しなければならない。 

早期の防疫措置完了に向け、家きんの死体や飼料・鶏糞等の汚染物品の処理方法をあら

かじめ決定しておき、下記のイメージのとおり防疫作業を進める。 

なお、防疫作業にあたっては、従事者の安全を最優先する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 家きんの死体及び卵は埋却処分とする。 

ただし、埋却ができない場合は焼却処分を検討する。 

 鶏糞及び飼料は農場から搬出せず、発酵消毒とする。 

ただし、埋却溝が十分確保でき、早々に埋却が可能な場合はこの限りではない。 

 

１ 発生農場先遣調査（先遣調査係） 

   【構成員】畜産課、発生地家保、農政課、土地改良課、土地改良事務所 

（１）役割 

発生農場での殺処分・埋却・消毒などの防疫措置がスムーズかつ防疫作業従事者が安全

に作業を進められるよう、簡易検査陽性判明時点で農場に立ち入り、必要な事前調査を行

う。農場に立ち入る際は、防護服の着用や退場時の消毒の徹底等により、農場からのウイ

ルス拡散防止に十分留意する。 

先遣調査係の構成は、家畜防疫員（畜産課及び発生地家保）、農政課、土地改良課、土

地改良事務所とする。農場に到着したら、農場周辺の状況及び農場内の様子を動画及び写

 

発 

生 

農 

場 
 

消 
 
 

毒 

汚
染
物
品
の
評
価 

家
き
ん
の
評
価 

殺 
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埋 
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測
量
・
掘
削 

 

消
毒 (

消
石
灰
） 
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却 

 

消
毒 (

消
石
灰
） 

 

清
掃
・
消
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搬出 

 

防疫作業のイメージ 

発
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消
毒 

飼
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・
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卵 

家きん・汚染物品の処理方針 
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真で記録するとともに、農場主への聞き取り等により、事前調査を実施する。 

 

（２）先遣調査の実施 

①畜産課は、異常家きんの届出があった時点で、当該農場の位置図、防疫計画書及び鶏

舎配置図等を出力し、先遣調査に参加する関係課へ配布する。土地改良事務所へは土

地改良課を通じて共有する。 

②畜産課、農政課及び土地改良課の先遣調査係員は、公用車により農場へ出発する。健

康調査会場候補地から農場までの道のりを走行し、バスの通行に支障がないかを確認

するとともに、農場周辺でバスの停車が可能な場所（動員者の乗降ポイント）を探

す。土地改良事務所職員は事務所から農場へ直行するものとし、現地で合流する。 

必要資材 防疫計画書一式、防護服一式、スマートフォン又はデジカメ、 

ジッパー式ポリ袋（カメラの汚染防止用）、コンベックスメジャー、筆記用具 

（上記の必要資材は、先遣調査係の人数分を畜産課で手配する。） 

③農場入り口から各鶏舎までの動線を動画で撮影するとともに、鶏舎周辺及び鶏舎内の

様子を動画や写真で撮影する。 

④通行制限・遮断の判断や、立入制限場所の確認 

⑤防疫措置に係るゾーニング（汚染・クリーン）、脱衣テントの設置場所の検討。 

⑥農場主へヒアリングを行い、農場の概況を把握する。確認できた内容は、防疫計画書

に添付している農場見取り図に書き込みを行う。 

鶏舎関係：鶏舎数、鶏舎の構造（階数やケージの段数、柱の位置、通路の数、出入口の

位置等） 

処分対象：鶏の種類、鶏舎毎の飼養羽数、飼料タンクの数および貯蔵量、鶏糞の量、家

きん卵の数量 

農場地形：通路の幅員、急傾斜の有無、炭酸ガス設置場所（平坦地）、作業動線、 

脱衣テント設置場所（平坦地）、投光器の設置場所（平坦地）、資材置場の

候補地、水道・トイレ・コンセントの場所 

重機関係：農場が所有する重機の種類及び台数（フォークリフト、ボブキャット等） 

普段農場で使用するトラックの大きさ（軽トラ、２トン、４トン等） 

フォークリフト等の作業動線 

埋却関係：埋却候補地の現況確認、農場周辺の所有地の確認 

⑦作成した農場見取り図を写真に撮り、その他の動画等とともに県対策本部へ送信。 

⑧先遣調査が完了次第、速やかに県庁へ戻り、防疫作業工程表の作成に着手する。 

 

（３）防疫作業工程表の作成 

①先遣調査係が収集した情報（飼養羽数、鶏種、汚染物品の量、埋却地の位置等）を整

理し、殺処分完了まで及び防疫措置完了までの所要時間の目安を立てる。 

②防疫措置に必要な資機材の情報を整理し、適した重機類の発注を依頼する。 

③農場内における作業動線を検討し、人員の配置や搬出ルートを決定する。 

④事務局会議において、関係各課へ情報を共有する。 

※重機の使用については、運行経路及び作業の方法を示した作業計画を作成する。 
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２ 立入制限措置（立入制限係） 

【構成員】家保等、農場試験場、園芸総合Ｃ、府中果樹研究所、病害虫防除所 

警察（殺処分開始から殺処分完了までの間配備） 

初動対応は県職員が行い、準備が整い次第民間業者へ委託する。 

報道関係者や一般車両等の通行によるまん延防止を図るため、発生農場及びウイルスに

汚染された場所への進入道路で、コーン等を立て、立入制限係を配置し、立入を制限する。 

農場の状況から必要と考えられる場合は、疑似患畜又は患畜と決定された後、防疫措置

の開始から終了時まで（最大72時間）、警察や道路管理者の地方公共団体と協力して、発生

農場及びウイルスに汚染された場所への進入道路で、ロープ等を張って、人、車両の往来

を制限する。 

立入制限係は、発生地家保若しくは（現地対策本部の設置以降は）現地対策本部に公用

車に乗り合わせるなどして集合し、現地対策本部防疫班長から指示を受ける。 

農場の進入路付近で公用車（ハザードランプを付けておく。）で待機する。農場内には

立ち入らないので、服装は防護服1枚で、下には十分な防寒対策を施しておく。 

農場内進入路は原則として一つとし、立入制限係は農場に出入りする車両の誘導を行う。

（農場の出入口に近い場合は、消毒係の行う車両消毒に協力する。） 

なお、現地対策本部現地企画班長（家保所長）は、殺処分終了時刻が判明次第、警察本

部警備課へ一報を入れ、警察官の配備終了時刻の調整を行うこと。 

必要資材 公用車、誘導灯、コーン＋コーンバー＋工事灯、車両消毒用マット、トランシーバ

ー、投光器、発電機、動力噴霧器、懐中電灯、時計 

立入制限（疑似患畜確定後の通行遮断より前は、通行の遮断行為はしないこと。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消毒を行う場合（消毒係に協力） 
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〇通行制限、遮断の手順 

① 発生地家保は、簡易検査陽性時に通行制限場所を、市町、警察署の３者で決定する。 

② 発生地家保は、通行制限場所を確認した後、事前の立入制限を行う。（立入制限係の

派遣を依頼する。） 

③ 発生地家保は、患畜等の所在場所とその他の場所との通行を遮断する。 

・あらかじめ、発生地家保所長から管轄する警察署に通報する（口頭で可）。 

・県対策本部から警察本部へ支援を依頼する（事務局会議時に口頭で可）。 

④ 疑似患畜確定後、通行制限又は遮断を実施する。（最大 72 時間）（法 15 条） 

・適当な場所に必要事項を記載したものを掲示する。（令５条、規則 15 条） 

 

記載例 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

                               TEL：××－××－×× 

  

家畜伝染病予防法第15条の規定により、高病原性鳥インフルエンザのまん延

防止のため、下記のとおり通行を制限（遮断）する。 

 １）場所：   （図の挿入） 

 ２）期間：   令和〇年〇月〇日〇時～令和〇年〇月〇日〇時 

 ３）制限の内容：遮断地域内の住民以外の通行を遮断 

                        香川県●●家畜保健衛生所 
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(根拠) 

●家畜伝染病予防法 （昭和二十六年法律第百六十六号） 

（通行の制限又は遮断）  

第 15 条  都道府県知事又は市町村長は、家畜伝染病のまん延を防止するため緊急の必要があ

るときは、政令で定める手続に従い、72 時間を超えない範囲内において期間を定め、牛

疫、牛肺疫、口蹄疫、豚熱、アフリカ豚熱、高病原性鳥インフルエンザ又は低病原性鳥

インフルエンザの患畜又は疑似患畜の所在の場所（これに隣接して当該伝染性疾病の病

原体により汚染し、又は汚染したおそれがある場所を含む。）とその他の場所との通行を

制限し、又は遮断することができる。 

●家畜伝染病予防法施行令（昭和 28 年８月 31 日政令第 235 号） 

（家畜伝染病のまん延を防止するための通行の制限又は遮断）  

第５条  都道府県知事又は市町村長は、法第 15 条の規定により通行を制限し又は遮断しよう

とするときは、あらかじめ、通行が制限され、又は遮断されるべき場所を管轄する警察

署長にその旨を通報するとともに、市町村長にあつては都道府県知事にその旨を報告し

なければならない。  

２  前項の場合において、当該場所に鉄道若しくは軌道が敷設されているとき、又は当該場所

の全部若しくは一部が港若しくは飛行場の区域の全部若しくは一部であるときは、同項の通

報前にこれらの施設を管理する者に協議しなければならない。  

３ 法第 15 条の規定による通行の制限又は遮断は、適当な場所にその旨及び理由その他農林水

産省令で定める事項を掲示し、かつ、制限し、又は遮断すべき場所への通路に綱を張り、夜

間は赤色灯又は黄色灯をつけ、その他その場所とその他の場所とを明確に識別できる方法に

より行わなければならない。  

●家畜伝染病予防法施行規則 

（通行の制限又は遮断）  

第 15 条の２ 令第３条第２項及び第５条第３項の農林水産省令で定める事項は、次のとおりと

する。  

 (1) 通行の制限又は遮断を行う場所  

 (2) 通行の制限にあつては、その期間及び制限の内容  

 (3) 通行の遮断にあつては、その期間 
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３ 農場の消毒作業 

１）農場緊急消毒 

【構成員】初動防疫係（家畜防疫員）、中讃農業改良普及Ｃ、西讃農業改良普及Ｃ 

患畜又は疑似患畜であると判定された後（必要に応じて患畜又は疑似患畜の判定前）、家

畜防疫員の指示の下、中讃農業改良普及センター及び西讃農業改良普及センターの職員は

速やかに発生農場の外縁部及び家きん舎周辺等へ消石灰を散布し、必要に応じて動力噴霧

器を用いて家きん舎外壁等へ消毒薬を散布するとともに、粘着シートの設置や殺鼠剤の散

布等により、農場外への病原体拡散防止措置を行う。 

 

 

２）まん延防止のための消毒 

【構成員】発生農場防疫係（家畜防疫員）、動員者、消毒業者 

発生農場内のウイルスの撲滅、発生農場外へのウイルス拡散防止、作業者の感染防止の

ために消毒を実施する。 

農場作業を実施するにあたって、クリーンゾーン、汚染ゾーンのゾーン分けを明確にす

るとともに、各ゾーンの区切りとなる場所での消毒が確実に実施できるように消毒機械（動

力噴霧器、車両消毒マット、手動噴霧器等）、要員を配置する。 

また、特に寒い時期は、動力噴霧器の凍結防止の措置を行う。 

 

（１）汚染ゾーンに出入りする車両の消毒 

クリーンゾーンと汚染ゾーンの境界（以下、消毒ゾーンという）において、汚染ゾーンに

出入りする車両の消毒を行う。（農場が道路に隣接している場合には、立入制限係と協力し

て行う。）ボディと下回りを、上部から下部に向けて消毒薬（500～1,000倍に希釈した逆性

せっけん液）で入念に消毒する。タイヤハウス、泥よけ、ホイル、タイヤも入念に消毒す

し、必要に応じてブラシを用いる。アルコールスプレー等を用いて、運転席の内部も消毒

する。 

 

（２）殺処分時の家きん密閉容器等の消毒 

殺処分終了後には家きん密閉容器等を消毒する。 

埋却地や焼却処理施設等までトラックで運ぶ場合、密閉容器、フレコンバッグ、ブルー

シート等及び車体は入念に消毒する。特に、輸送までの間に時間を要する場合は、農場内
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で保管する殺処分鶏の入ったフレコンバッグ等を入念に消毒する。 

（３）家きん舎及び関連施設の消毒 

① 家きん、汚染物品の搬出が終了し、清掃が終了した家きん舎内外に消毒薬を散布し、

家きん舎床面に消石灰を散布する。また、家きん舎周辺にも消石灰を散布する。 

② 飼料倉庫及び関連施設は、動力噴霧器を用いて逆性石けん液で実施する。 

③ 道路、敷地全面及び埋却地については、消石灰を散布する。 
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（４）防疫作業後（退場時）の消毒作業 

① 家きんに接した又は接したおそれのある衣服や機材等は回収し、農場内で消毒を行

ってからビニール袋等に入れ、外側を消毒し搬出する。 

② 消毒ゾーンに設置した動力噴霧器で、防疫作業従事者及び使用した機材等を消毒す

る。 

③ 農場作業従事者が使用した消毒済みの防護服等は、ゴミ袋に詰めた後フレコンバッ

グに入れ、産廃業者に回収を依頼する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 動力噴霧器による消毒 

 

 

（５）消毒に用いる薬剤等 

原則として、下記の消毒薬を使用し、用量用法を守ること。 

消毒対象物 消毒薬 実施方法 備  考 

農場内建物（家きん舎含む）外

壁 

逆性石けん液 噴霧 動力噴霧器 

家きん舎内部 逆性石けん液 噴霧 動力噴霧器 

農場敷地内等 消石灰 散布 石灰散布機、人力 

長靴 逆性石けん液 噴霧 動力噴霧器 

防疫作業従事者 逆性石けん液 噴霧 動力噴霧器 

 

（６）排水（使用した消毒薬を含む）により、水道水源等に影響を与えないよう配慮す

る。 
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４ 家きん及び汚染物品の評価業務 

【構成員】家保等（家畜防疫員）、評価人（市町職員、団体職員）、動員者 

殺処分される家きんに対しては補償があるので、家きんの評価が必要となる。また、飼

料、堆肥等も確認し、家きん及び汚染物品の評価を行う。 

家きんの評価額は、原則として、当該家きんの導入価格に、導入日から患畜又は疑似患

畜であることが確認された日までの期間の生産費（飼料代、光熱費、人件費等）を加算した

額とし、採卵鶏の場合は、これに産卵供用残存期間等を考慮して必要な加算又は減算を行

う。評価の基準日は疑似患畜確定日であることから、確定後速やかに農場に立入り評価を

開始する。 

 

（１）殺処分対象家きんの確認、計測 

① 殺処分の対象となる家きんの羽数、日齢、導入日などについて、育成日誌等により

確認する。 

② 殺処分開始前に品種、日齢、性別ごとに殺処分の対象となる代表的な個体につい

て、体格が分かるように全身の写真を撮影する。 

③ 殺処分が開始されれば、処分された家きんの羽数を経時的に計測（進捗状況報告に

必要となる）する。評価の対象は殺処分の対象となる家きんであるため、殺処分前に

死亡したことが明らかな個体は区別して計測する。また、発生農場防疫係（家畜防疫

員）に家きんの処分方法（1袋/1ペール/1フレコンあたり何羽入れるか）を確認する。 

④ 殺処分が始まれば、評価係長は、１時間毎の殺処分等の進捗状況をとりまとめて、

防疫調整係（家畜防疫員補助）へ報告する。 

 

（２）汚染物品の確認、計測 

疑似患畜確定時に農場内に存在する下記の汚染物品について、確認、計測、写真撮影を

行う。汚染物品の処分方法は、発生農場防疫係（農場内家畜防疫員）と協議する。 

① 家きん卵：（ただし、病性等判定日から遡って７日目の日より前に採取され区分管理

されていたもの、GP センター※等で既に処理されたもの及び種卵を除く） 

病性等判定日から遡って７日目まで（病性判定日を０日目とする。病性判定日が 11 月

10 日であれば、11 月３日～10 日）の家きん卵で、既に農場から持ち出され、GP セン

ター等で処理されていない家きん卵の有無を確認する。 

計測の方法（個数のカウント又は重量の計測）は、現場の回収にかける労力や時間に応

じて決定する。なお、家きん卵の価格は、重量あたりで決められている。 

② 種卵：（ただし、病性等判定日から遡って 21 日目の日より前に採取され、区分管理

されていたものを除く）既に農場から持ち出され、ふ卵場等にある種卵も確認する。 

なお、種卵の価格は、個数あたりで決められている。 

③ 飼料：家きん舎内に残っている餌と飼料タンクに残っている飼料をフレコンバッグ

等に出し回収し、フレコンバッグ等の数を記録する。 

家きん舎内の飼料回収については、回収にかける労力・時間と回収量・金額を比べ

て、農場主と協議して決定する。なお、農場主から飼料購入伝票及び給餌量の証拠書類

が確実に入手できる場合は、飼料タンクの残量を写真撮影したうえで後ほど推定する。 
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④ 堆肥：製品として梱包した堆肥の量を記録する。 

※GPセンター：Grading（選別）& Packing（パック詰め）センター、鶏卵の格付（選別）包装施設 

 

（３）記録業務 

発生家きんの畜舎内における位置（場所）、羽数等の情報の記録及び発症家きんの写真

撮影並びに防疫作業の写真・動画の撮影を行う。 

① 疫学究明係への資料提供として、発生農場における疑似患畜の殺処分時までに、発症

家きんの病変部位、発症家きんがいる場所（鶏舎内の位置やケージ）等を鮮明に撮影す

る。 

② 報道機関に対し、可能な限り、農場周辺及び内部防疫措置の様子を撮影した画像を提

供すること等により、国防疫指針第６の３の（６）の事項について協力を求める。 

発生農場防疫係長は、事前に農場主に撮影及びプライバシーに配慮した形での報道

機関への提供の承諾を得る。 
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５ 殺処分 

【構成員】発生農場防疫係（家畜防疫員） 

防疫調整係（農業経営課、農業生産流通課、水産課）、動員者 

炭酸ガス係：危機管理課、くらし安全安心課 

疑似患畜の殺処分は、原則として疑似患畜と判定した後、24 時間以内に完了する。疑似

患畜の死体は、原則として、疑似患畜と判定した後 72 時間以内に埋却する。 

殺処分は県職員動員者を中心に進め、防疫作業の全体指揮は家畜防疫員が行う。 

動員者は、発生農場防疫係（家畜防疫員）の指示に従い、５グループ(捕鳥、運搬、炭酸

ガス注入、詰め込み、資材補給)に分かれて殺処分の業務を行う。動員者への具体的な作業

指示は、家畜防疫員の指揮の下、防疫調整係（家畜防疫員補助）が行い、動員者の配置に偏

りが生じないよう調整する。 

殺処分の進捗は防疫作業全体の進行管理に影響することから、県対策本部及び現地対策

本部と情報を共有することが重要である。防疫調整係（家畜防疫員補助）は、評価係から１

時間毎に殺処分状況の報告を受け、その内容を現地対策本部の進捗管理報告係へ報告する。

殺処分中の動員者に対しても作業の進捗状況を都度伝達し共有を図る。 

また、殺処分後の死体の搬出作業は香川県産業廃棄物協会等に委託することから、搬出

経路等を踏まえて死体の置き場を検討すること。 

搬出資材の汚染防止のため、資材はブルーシート等の上に置き、土壌等の付着防止に留

意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）動員者の役割 

１）捕鳥 

① 生存鶏を捕まえ、台車に乗せたポリバケツに 10 羽ずつ投入する。 

② 捕鳥は片方の翼の根元を持ち、背側部から保持すると素早く取り出すことができる。 

両脚を持ってぶら下げて運んでも良い。 

③ 死亡鶏は、生存鶏の捕鳥完了後に別途収集する。 

④ 肉用鶏の場合は、農場の状況、鶏の日齢等によって、準備として、家きん舎内にコン

パネによる台車の通り道を作る必要がある。 

 

２）運搬 

① 鶏の入ったポリバケツを炭酸ガス注入場所まで台車を用いて運ぶ。 

② 炭酸ガスを注入し、蓋をしたポリバケツを、袋詰め作業の場所まで移動させる。 

③ 袋詰め作業場所でポリバケツの中身を取り出し、鶏の死体を集積する。 

④ 再度捕鳥場所まで戻る。 
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３）炭酸ガス注入 

① ポリバケツの蓋を開け、炭酸ガスを約５秒間注入する。５００羽に１本程度のボンベ

使用量が望ましい。 

※炭酸ガスボンベ交換が近づいた場合は次のような状態になるため、交換用ガスボンベ

の手配を行う。 

・ボンベをスパナ等でたたいた時に音が響く。 

・ボンベの下部 3 分の１のところに霜が発生する。 

② 使用済みのガスボンベは未使用ボンベと区別して保管する。（未使用ボンベは、噴出

口にキャップが装着されていることでも区別できるが、十分な確認が必要。） 

③ 未使用のガスボンベは、平坦地に立てて保管する。 

 

４）詰め込み 

① 袋詰め作業場所に集積された鶏の死体をビニール袋に※10 羽ずつ詰め、結束ひもで

縛る。 

② 結束したビニール袋の周囲を消毒する。 

③ 消毒したビニール袋を※20 袋ずつフレコンバッグに投入する。 

④ フレコンバッグの周囲を消毒する。 

⑤ フレコンバッグをフォークリフト等により、フレコンバッグ置き場へ移動させる。 

 ※ビニール袋及びフレコンバッグへの詰め込み数は、発生農場防疫係（家畜防疫員）が決

定する。 
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５)資材補給 

防疫調整係（家畜防疫員補助）からの指示を受け、農場内で使う資材（炭酸ガスボンベ、

ビニール袋、結束ひも、台車、ポリバケツ、フレコンバッグ等）を消毒ゾーンから農場内へ

運搬し、農場内で使用した資材を消毒ゾーンの消毒場所へ運搬する。 

特に炭酸ガスボンベは、殺処分の進捗に応じて農場内に搬入する必要があり、またボン

ベが空になる都度、農場外に搬出する必要がある（炭酸ガス供給業者が保有するボンベの

総量は限られており、空ボンベは速やかに業者に返却し再充填が必要）ことから、ガスの

残量は常に注意が必要である。炭酸ガスボンベの取扱いに係る指示は、炭酸ガス係（危機

管理課及びくらし安全安心課）から出すため、動員者は指示に従い運搬等を行う。（炭酸ガ

ス係の業務は次ページ参照。）なお、空ボンベを農場外へ搬出する際には、消毒が必要とな

るため、家畜防疫員の指示の下、炭酸ガス係と協力して、動力噴霧器等により消毒を行う。 

 

鶏舎内の作業動線（ケージ飼いの場合） 

・鶏舎内は一方通行とし、捕鳥は鶏舎の奥から着手する。 

（鶏舎の手前から着手すると、台車が渋滞し作業がスムーズに進まない） 

・４段ケージの上段部分など手の届かない場所の捕鶏は後回しにする。 
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（２）炭酸ガス係の役割 

① 現地対策本部資材調達係が発注した炭酸ガスボンベを、クリーンゾーン（農場入り

口付近）で納入業者から受け取る。ガスボンベは平坦地に立てて保管し、ロープ等で

転倒防止を図る。また、受け取りの際に、ガスボンベの製造番号又は管理番号のいず

れかを納品伝票と突合する。納品時間と納品本数を炭酸ガス授受簿に記録する。 

② 炭酸ガスの発注はガス協会に一括して行うため、協会員の複数業者から納入され

る。そのため、業者ごとに受入本数の管理が必要となる。（使用後の空ボンベは業者

ごとに分けて返却しなければならない。） 

③ 防疫調整係（家畜防疫員補助）と連携し、動員者に対し、鶏舎までの炭酸ガスボン

ベの移動を指示する。汚染ゾーン内のボンベの出入本数を把握する。 

 ※運搬及び保管にあたっては、ガスボンベ本体及びバルブ部分が損傷することがない

よう指示し、注視すること。破損等により、ガス漏れが確認された場合は、該当ボン

ベ周辺を立ち入り禁止とし、直ちに家畜防疫員に連絡すること。 

 ※ガスボンベを車両で運搬する場合は、縦積み又は枕木等を使用して斜め積みとし、

極力、横積みを避けるよう指示すること。 

④ 同様に、使用後の空ボンベの回収を動員者に依頼する。石灰等の付着により汚れが

目立つ場合は、汚染ゾーン内で汚れを落とし、農場入り口付近の消毒ゾーンで消毒を

行った後、クリーンゾーンに移動する。空ボンベの消毒作業は、家畜防疫員の指示の

下、動員者と協力して行う。 

⑤ 消毒を行った空ボンベは、消毒証明書を作成する。（署名は家畜防疫員が行う。） 

⑥ 使用済みボンベを業者ごとに区分して立てて並べ、製造番号等を確認する。（納品

伝票に記載された製造番号と突合し、回収漏れの無いよう確認を行う。） 

 

炭酸ガス係の配置場所 主な用務 配置人数 

クリーンゾーン（農場入り口付近） ガスボンベの出納管理 常時１人 

汚染ゾーン  （農場入り口付近～鶏舎） ガスボンベ運搬の監督 常時１人 
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二酸化炭素ボンベ消毒証明書（様式） 

 

消毒済み 

引取り業者名                      

 （担当者署名）                    

 （連 絡 先）                    

引取り本数                       

引取り日時   令和  年  月  日（ ）   :   

消毒担当者署名  家畜防疫員○○ ○○         

消毒日時    令和  年  月  日（ ）   :   
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（３）家きん死体の搬出 

【構成員】発生農場防疫係（家畜防疫員） 

防疫調整係（農業経営課、農業生産流通課、水産課） 

香川県産業廃棄物協会 

殺処分完了後の作業は原則として民間業者へ委託するため、以下の作業は準備が整い次

第、香川県産業廃棄物協会に委託する。香川県産業廃棄物協会との調整は、県対策本部産

廃協会連携班が行い、作業に必要な人員や機材を算出した上で要請する。 

 

① 埋却処分の場合の搬出手順 

埋却処分の場合は、殺処分された家きんが入ったフレコンバッグを消毒後、トラック等

で埋却地まで搬出する。 

ア フレコンバッグの周囲を動力噴霧器等で消毒する。 

イ フォークリフト等でフレコンバッグをフレコン置き場へ移動させる。 

ウ フレコンバッグをトラックに積み込み、埋却地が農場内の場合は消毒後、埋却地へ

搬送する。 

エ 埋却地が農場外の場合は、ブルーシートで覆い、消毒ゾーンでさらに動力噴霧器等

によりフレコンバッグや車両を消毒する。 

オ 搬送用トラック運転手及び公用車で伴走する動員者へ、動物衛生課との協議済み

の搬送ルートを伝え、伴走する公用車とともに出発する。 

 

② 焼却処分の場合の搬出手順 

焼却処分の場合は、殺処分された家きんが入った密閉容器を消毒後、消毒ゾーンまで搬

出する。場合によっては、家きん舎外保管場所に仮置きし、殺処分終了後に農場外への搬

出を行う。 

ア 密閉容器を手押し噴霧器等で消毒し、パレットに載せる（７個×３段／パレット）。 

イ パレットに載せた容器を荷崩れ防止用フィルムで６周巻く。 

ウ フォークリフトにて消毒ゾーンへ運ぶ。（卵保管場所から箱詰めされた卵も運ぶ） 

エ 消毒ゾーンで動力噴霧器等により密閉容器を消毒する。 

オ 防疫対策班から提供されるそれぞれの焼却処理施設の焼却計画及びトラック輸送

タイムテーブルを基に、密閉容器の数を計測し、搬送用密閉型トラックにパレットを

積み込む。重量オーバーにならないよう注意する。 

カ 搬送用トラック運転手及び公用車で伴走する動員者へ、動物衛生課と協議済の搬

送ルートを伝える。 

キ 搬送用トラックの出発時刻毎に、別添の「焼却リスト（焼却場毎）」及び「搬送リ

スト（農場毎）」に、出発日時、車両No、搬送先、パレット数、ペール缶数（容量

毎）等を記録する。 

ク 搬送用トラック及び伴走する公用車を消毒ゲートで消毒し、出発する。 

ケ 搬出焼却責任者は、キの記録を毎日、各焼却処理施設責任者あてＦＡＸ等で送付す

る。 
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６ 汚染物品の回収 

   【構成員】発生農場防疫係（家畜防疫員） 

防疫調整係（農業経営課、農業生産流通課、水産課） 

香川県産業廃棄物協会 

殺処分及び死体の処理が終了後、防疫計画に基づき業務を行う。原則として、家きんの

卵、糞、飼料等の汚染物品のうち、家きんの卵は埋却し、鶏糞、飼料は発酵消毒を行う。 

（１）汚染物品 

発生農場等に由来する次の物品は、汚染物品として扱う。 

① 家きん卵（ただし、病性等判定日から遡って７日目の日より前に採取され区分管理さ

れていたもの、ＧＰセンター等で既に処理されていたもの及び種卵を除く。） 

病性判定日から遡って７日目まで（病性判定日を０日目とする。病性判定日が11月

10日であれば、11月３日～10日）の家きん卵で、既に農場から持ち出され、ＧＰセン

ター等で処理されていない家きん卵 

② 種卵（ただし、病性等判定日から遡って 21 日目の日より前に採取され、区分管理さ

れていたものを除く。既に農場から持ち出され、ふ卵場等にある種卵は汚染物品。） 

③ 排せつ物 

④ 敷料 

⑤ 飼料 

⑥ その他ウイルスにより汚染したおそれのある物品 

 

（２）鶏卵回収業務 

農場内に残っている鶏卵を回収する。回収方法は評価係と協議すること。 

① 鶏卵を回収する容器（（例）厚手ビニール袋（２重）、ダンボール箱、密閉容器）を準

備する。 

② 集卵する。農場によって集卵に様々な形態がある（鶏舎のケージを回って手拾いで集

卵する、ベルトコンベアで回収された鶏卵をベルトコンベア出口で集卵する、農場に

GP センターが併設されており GP センターで集卵されたトレーを回収する、など）の

で、農場主等との協議も必要である。 

 

（３）鶏糞等回収業務 

家きん舎若しくは堆肥化施設にある鶏糞・敷料（種鶏やブロイラーの場合）を発酵消毒

するために集積する。必要に応じて家きん舎のケージを撤去し、ホイルローダー等で集め

る。原則として家きん舎や堆肥化施設からの搬出は行わず、その場で発酵消毒を行う。 

① 平飼家きん舎の場合、専用ローダー等で集め、その場で発酵消毒を行う。 

② 高床式家きん舎の場合、ケージ下に貯まっている糞は、へら等で落下させた後、ホイ

ルローダー等で集め、その場で発酵消毒を行う。 

③ 低床式家きん舎や、ベルトコンベア式自動回収装置が付いているウインドレス家き

ん舎・セミウインドレス家きん舎の場合は、鶏舎の構造上その場での発酵消毒が行えな

い場合があるため、専用ローダーやシャベル等で集め、堆肥化施設へ搬出する。 
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（４）飼料回収業務 

農場内に残っている飼料、飼料添加剤を回収する。回収方法は、評価係と協議すること。

また、農場主等に飼料の所在場所を確認する。 

① 飼料を回収する。 

以下に回収方法の例を挙げる。 

a．農場内飼料タンクからの回収：タンク下からの排出口から回収する 

b．鶏舎内餌樋からの回収：移植ゴテ、ほうき、バケツ等を使い回収する 

c．倉庫に紙袋で保管している飼料の回収 

② 発酵消毒のため、鶏糞や敷料と一緒に家きん舎内又は堆肥舎に集積させる。 

 

（５）発酵消毒 

動物衛生課と協議した方法に基づき、病原体の拡散防止に万全を期しつつ実施する。 

① 回収・集積した家きん舎内若しくは堆肥化施設内の排せつ物等について、消石灰を表

面に散布した後、ブルーシート等で被覆する。 

② 定期的に温度を計測し、少なくても 40 日間静置後、当該排せつ物等のウイルス分離

検査を実施する。温度の上昇が確認された場合は、期間の短縮について、動物衛生課と

協議が可能である。 

③ ウイルス分離検査の陰性が確認された時点で、汚染物品ではないものとする。（発生

家きん舎分を除く。） 

④ 発生家きん舎の排せつ物等については、②の検査で陰性を確認した上で、排せつ物を

切り返し、堆肥化処理（発酵消毒）を行う。 

⑤ 堆肥化の過程で、排せつ物の中心温度が 60℃前後まで上がったことを確認する。 

⑥ 堆肥化が完了した時点で、汚染物品ではないものとする。 

 

（６）防疫作業従事者が脱衣した防護服等の回収 

防護服等（防護服、長靴、キャップ、マスク、ゴーグル等）を回収し、消毒後、フレコン

バッグ等に入れ、産廃業者に回収を依頼する。 

 

必要資材 密閉容器（段ボール箱）、卵座、ビニール袋、フレコンバッグ、 

ホイルローダー等の重機、角スコップ、一輪車、ほうき、へら等 

消石灰、ブルーシート、フレコンバッグ、堆肥用温度計 
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詳細マニュアル⑤ 動員者のサポート 

【構成員】動員サポート班 農業生産流通課、水産課、農村整備課 

動員サポート班は、健康調査会場に常駐し、受付会場の運営、動員者輸送用バス（県庁

⇔健康調査会場・一次集合場所⇔健康調査会場・農場⇔健康調査会場）の運行管理、動員

者の誘導（農場出入口⇔健康調査会場）を行う。また、農場に出発するまでの時間を利用

して、動員者への事前説明（防疫作業の進捗状況や当日の作業内容）を行うことで、動員

者がスムーズに防疫作業に従事できるようサポートする。原則として発生農場内には立ち

入らない。 

 

（１） 動員サポート班の担当業務と体制 

１) 編成の時期 

当該家保から高病原性鳥インフルエンザの疑いで農場での簡易検査が陽性との連絡を受

けた時点とし、現地対策本部及び健康調査会場の立ち上げ作業に参加する。 

 

２) 動員者参集までの業務 

① 動員サポート班長は、現地対策本部現地企画班長（家保所長）又は防疫班長（家保

家畜防疫主幹）から発生農場の概要、防疫作業の工程表、動員計画等の情報を受け取

り、動員者の行動予定を把握する。 

② 動員サポート班長は、県対策本部バス班からバスの運行に必要な情報（バス会社の

名称、配車されるバスの台数及び乗車定員、県庁⇔健康調査会場バス・一次集合場所

⇔健康調査会場バスの運行計画、農場⇔健康調査会場バスの運行ルート及び降車場所

等）を入手し、動員者の輸送計画を立てる。 

③ 大型バスの配車に備えて、健康調査会場の駐車場にスペースを確保する。駐車場に

は、資材搬入用の大型トラックが出入するほか、健康調査会場の屋外に資材置き場や

ゴミの保管場所を設けることが考えられるため、それらの作業スペースを考慮した駐

車場の配置とするよう、現地対策本部各班と調整する。 

④ バスが配車されれば、ドライバーと連絡先を交換する。（特に農場⇔健康調査会場

バスのドライバーとは頻繁にやりとりが発生する可能性があるため、必ず確認してお

く。）また、各バスの乗車定員をドライバーに確認する。（補助席を使用しない状態

で最大で何人乗れるかを聞き取りする。乗車定員はバス会社によって異なるが、大

型：５０人程度、中型：２７人程度、小型及びマイクロ：２３人程度、ジャンボタク

シー：１３人程度が多い。） 

⑤ 農場⇔健康調査会場バスのドライバーを集め、打ち合わせを実施する。農場までの

運行ルート、農場周辺での降車場所を共有する。この際ドライバーに、動員者の大ま

かなスケジュール（４時間毎の農場への入退場時間）を伝えておく。 

⑥ 殺処分の動員者と現地健康対策班（特に脱衣テント）の動員者のスケジュールが異
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なる場合には、現地・健康対策班専用のバスを１台設け、運行管理を現地健康対策班

総括責任者に依頼するなど、役割分担を行う。 

⑦ 上記業務のほか必要に応じて、健康調査会場の設営作業や、資材の受け入れ作業に

加わる。 

 

３） 動員者参集時の業務 

① 動員者の受付業務 

・動員者が健康調査会場に到着したら、現地・健康対策班と協力し、健康調査会場の受

付へ誘導する。動員者名簿は県対策本部総務班から入手したものを使用する。県職員

以外の動員者がいる場合には、団体ごとに分けて受付を行う。 

・動員者は受付を済ませた後、健康調査のための問診票の記入→検温・血圧測定→問診

と進み、防護服の着衣を行う。着衣指導は現地・健康対策班が行うが、動員者の人数

が多い場合には着衣補助を行う。 

・動員者全員の問診が完了した時点で、現地・健康対策班から、防疫作業従事不可とな

った者の氏名を入手する。防疫作業従事不可となった者のうち、帰宅を命じられた者

がいた場合は、動員者本人に帰宅方法を決定してもらう。 

・健康調査の結果、軽作業を命じられた者については、農場内での作業は行わせず、健

康調査会場内での作業（資材班、動員サポート班、現地・健康対策班の業務の補助）

を割り当てる。 

・健康調査の結果を踏まえて、農場内に送り込む動員者の人数を確定させる。農場への

入場人数は防疫作業に必要となるため、現地対策本部現地企画班及び防疫班とも共有

する。 

② 動員者への作業内容等の説明 

・動員者が防護服の着衣を終えた時点で、防疫作業上の注意点や作業内容の説明を実施

する。殺処分の進捗状況は、現地対策本部進捗管理報告係から最新の情報を入手して

おく。 

（防疫作業中の注意事項） 

・防疫作業の従事時間は１班あたり４時間であること。 

・防疫作業中の休憩は１時間毎に１０分程度確保すること。 

・防疫作業中に体調不良や怪我が生じた場合は、発生農場防疫係（家畜防疫員）又は防

疫調整係（家畜防疫員補助）に申し出ること。 

・防疫作業の途中で農場から離脱する場合には、発生農場防疫係（家畜防疫員）又は防

疫調整係（家畜防疫員補助）に申し出るとともに、同じ班の動員者にも声をかけるこ

と。 

・防疫作業終了後、農場から退場する際には、班員同士で人数を確認し、農場内で取り

残されることがないようにすること。 

（農場の概要や防疫作業の進捗状況） 
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・鶏舎数、鶏の種類（肉用鶏・採卵鶏）、飼養羽数など農場内のおおまかな様子 

・殺処分の進捗状況 

・鶏舎毎の人数割り振り（１鶏舎に○人、２鶏舎に○人など） 

③ 動員者の農場への送迎（バスの運行管理） 

・動員者への作業内容等の説明が完了し、準備が整えば、動員者を農場行きのバスに誘

導する。バスに乗り込む際に、農場へ入場する人数を確実にカウントする。（補助席

を使用しない状態で定員一杯まで乗車してもらうと、人数確認が容易になる。） 

・動員サポート班員のうち少なくとも１名はバスに同乗し、農場入り口まで動員者を誘

導のうえ、農場入り口で待機する防疫調整係（家畜防疫員補助）に確実に引き渡す。

（動員サポート班員は農場内に入らず、クリーンゾーンで引き渡しを行う。） 

・４時間毎に動員者の入れ替えを行うため、これから防疫作業に従事する動員者の送り

込みと防疫作業を終えた動員者の迎えを同じバスで行う。防疫作業を終えた動員者の

防護服の脱衣が済み次第、順次バスに誘導する。バスに乗り込む際に、人数を確実に

カウントし、入場した時の人数との一致を確認する。（不一致の場合は、健康調査会

場に待機する動員サポート班長に連絡し、体調不良等による離脱者の有無を確認する

などして、不一致の原因を特定する。）人数の確認ができれば、動員者とともに健康

調査会場に戻る。 

・動員者は健康調査会場に到着すれば、現地・健康対策班の指示により、防護服１枚目

の脱衣→問診票の受け取り→問診→タミフル投与と進み、着替えを行う。 

④ 動員者の帰宅 

・動員者は県庁⇔健康調査会場バスを利用する者と、一次集合場所⇔健康調査会場バス

を利用する者がいるため、動員者名簿により、県庁⇔健康調査会場バスを利用する人

数を確認する。 

・行き帰りの移動手段の変更は原則として認めないが、やむを得ず変更する場合（特に

県庁⇔健康調査会場バスを使用しなくなる場合）には、必ず動員サポート班に申し出

てもらう。乗車予定の人数が揃わない場合、バスの発車が遅れることになる旨を説明

し、動員者の協力を求める。 

・県庁行き、一次集合場所行きのバスの発車時刻をそれぞれ決定し、動員者へ周知す

る。行き先の異なるバスが発生するため、動員サポート班員は、それぞれのバス周辺

で待機し、乗り間違いのないよう案内を行う。 

・発車時刻が来れば乗車人数を確認し、乗車予定人数が揃っていればバスを発車させ

る。乗り遅れを防止するため、発車時刻の周知は十分に行うこと。 

 

４）動員者受付会場（健康調査会場）の管理運営業務 

・冬季は暖房器具が必要となるため、施設管理者又は市町に灯油ストーブの設置を依頼

する。灯油の補充作業も併せて市町に依頼する。 

・施設管理者と協議の上、動員者の更衣場所を確保する。冬季であっても殺処分中に汗
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をかくため、帰宅する前に着替えが必要となる。 

・動員者受付会場（健康調査会場）で発生するゴミの保管及び処理を行う。資材を梱包

している段ボールやビニール類が大量に発生するほか、動員者が脱衣した防護服を処

分する必要がある。ゴミの回収は市町に依頼するか、県対策本部会計班に連絡し、処

分業者に委託する。 

 

５）自衛隊動員者への対応 

・自衛隊との連絡調整は原則、県対策本部自衛隊連携班を通じて行うが、現地に常駐す

る自衛隊の連絡員から、殺処分の進捗状況や資材の準備状況等について問い合わせを

受けることがある。自衛隊連絡員への対応は、現地対策本部の各班長（進捗状況は現

地企画班長、資材は資材班長）が責任をもって行う。 
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詳細マニュアル⑥ 感染経路究明のための疫学調査 

【構成員】発生農場防疫係（家畜防疫員）、国の疫学調査チーム 

発生農場防疫係（家畜防疫員）のうち特定の者は、感染経路究明のための必要な情報の

収集及び整理並びに国の疫学調査チームと連携した現地調査を実施する。 

（１）業務 

① 本病の発生が確定したら、国の指示に基づき、防疫措置を開始する前に発生家きん舎

の環境拭き取り検体、死亡家きんのスワブ検体等を採取し、国の指定する検査・研究機

関へ送付する。 

② 農場立入を実施した家畜防疫員（現地対策本部防疫班初動防疫係）による発生農場の

疫学調査を引き継ぎ、さらに詳細な発生農場の現地における疫学調査を実施する。 

③ 国が派遣する疫学調査チームに同行し、発生農場における原因究明を行う。 

④ 現地対策本部発生状況・清浄性確認検査班への指示及び疫学情報の伝達を行う。 

⑤ 得られた情報を基に発生原因の情報収集、分析を行い、農場への侵入経路の究明を 

行う。 

 

（２）聴き取り方法 

農場立入を実施した家畜防疫員（現地対策本部防疫班初動防疫係）が県防疫マニュアル

様式２－２により聴き取った内容に基づき、農場疫学調査表に沿って農場主に聴き取り調

査する。 

また、当該農場のほか疑似患畜となりうる疫学的関連のある農場についても調査する。 

さらに、感染経路の検証のため、以下の情報を聞き取る。 

・近隣農場との大まかな距離 

・農場周辺の水きん類の飛来している池等の有無や農場との位置関係 

・農場内外で見かける野生動物の種類や頻度 
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〇疫学究明係が使用する様式等 
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詳細マニュアル⑦ 発生状況確認検査、清浄性確認検査、例外協議 

【構成員】発生状況・清浄性確認検査班（家畜防疫員、農業改良普及センター、市町） 

１）発生状況・清浄性確認検査班長は簡易検査陽性決定後、農業改良普及センター及び市

町へ、発生状況確認検査等のために、家畜防疫員の農場への送迎を依頼する。 

２）発生状況・清浄性確認検査班は発生状況確認検査及び例外協議のための農場及び関連

施設への立入準備をする（併せて家きん卵等出荷のための検査の準備）。 

３）発生状況・清浄性確認検査班は県対策本部防疫対策班の調べる情報を基に、農場名簿

を整理し、検査計画を作成する。 

４）事前採材の例外協議後、防疫対策班からの指示を受け、発生状況確認検査の対 

象農場及び例外協議の対象農場及びＧＰセンター等に立入日時を連絡する。また農業改

良普及センター及び市町の発生状況・清浄性確認検査班に集合時間・場所、準備物（公

用車・長靴等）を連絡する。 

５）集合後、グループに分かれ、農場立入を実施する。 

６）農場にて、聴き取り（様式：立入検査台帳）、臨床検査、採材を実施する。 

農業改良普及センター及び市町の要員は公用車の運転を担当する。 

７）ひとつの農場で採材するごとに消毒ポイントで車両を消毒する。検体の病性鑑定室へ

の搬送のタイミングは病性鑑定室と相談する。 

※なお、例外協議については、県対策本部防疫対策班が書類を作成した上で、農林水産省

動物衛生課と協議する。 

 

＜１＞発生状況確認検査 

患畜又は疑似患畜の判定後、原則として24時間以内に家きん飼養農場（家きんを100羽以上

飼養する農場に限る）に立ち入り、臨床検査を行うとともに、ウイルス分離検査及び血清抗体

検査を実施する。 

ア 高病原性鳥インフルエンザの場合 移動制限区域内の農場 

イ 低病原性鳥インフルエンザの場合 制限区域内の農場 

・検査、採材 

ウイルス分離：気管スワブ及びクロアカスワブ、家きん舎ごとに５羽 

抗体検査：血液、家きん舎ごとに５羽 

※高病原性鳥インフルエンザの場合、うち３羽を死亡家きんから、死亡家きんがいない場合

は、活力低下や脚弱等何らかの臨床検査を認めるものから選択する。明らかに健康な家きんし

か認められない場合には、健康な家きんから採材する。 

例外協議のための検査、清浄性確認検査についても同様とする。 

・必要資材 

防護服、帽子、手袋、マスク、ライト、立入台帳 

注射器、綿棒、アルコール綿、マジック、PBS入り遠沈管、ビニール袋 
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＜２＞例外協議のための移動制限区域内の農場、ＧＰセンター、食鳥処理場等への立ち入り 

制限区域内の制限の対象となった生きた家きん、家きん卵（種卵含む）の出荷のための検査、

及び移動制限区域内の食鳥処理場、ＧＰセンター等の再開のための検査を実施する。 

例外協議のための検査（移動・搬出制限の対象外の概要を参照） 

１）移動制限区域内の家きんの食鳥処理場への出荷 

発生状況確認検査が陰性で、出荷する家きん舎ごとに出荷日から遡って３日以内の５

羽を対象に気管スワブ及びクロアカスワブを検体として採材（遺伝子検査） 

２）移動制限区域内の家きん卵（種卵を除く）のＧＰセンターへの出荷 

臨床検査、家きん舎ごとに５羽を対象に気管スワブ及びクロアカスワブを用いた遺伝

子検査及び血清抗体検査 

※本検査のうち、血清抗体検査の結果は発生状況確認検査の結果とみなすことができる。 

３）移動制限区域内の種卵のふ卵場又は検査等施設（大学、家畜保健衛生所等）への出荷

と当該種卵から生まれた初生ひなの出荷 

移動制限区域内の農場からふ卵場への出荷は、臨床検査、家きん舎ごとに５羽を対象

に気管スワブ及びクロアカスワブを用いた遺伝子検査及び血清抗体検査。 

ふ卵場から初生ひな（ふ化後 72 時間以内）の出荷は臨床検査、当該ふ卵場の死ごもり

卵及び死亡初生ひなを対象に行う簡易検査。 

①死ごもり卵を中心に 25 検体を採材する。 

②５検体を１プールとして、５プール検体の検査を実施する。 

③採材に当たっては、異常卵の増加の有無等の臨床検査を確実に行う。 

４）制限区域内の家きんの死体等の処分のための移動 

家畜防疫員が家きんに臨床的な異状がないことを確認 

５）次の内容については、例外協議のための書類を作成する 

① 移動制限区域内のふ卵場の初生ひな（移動制限区域外の農場から出荷された種卵か

ら生まれたものに限る）の出荷。ただし、ふ卵場は例外協議により営業を再開してい

ること。 

② 搬出制限区域内の家きん、家きん卵（種卵を含む）及び初生ひなの食鳥処理場、Ｇ

Ｐセンター、ふ卵場、農場、検査等施設等への出荷（ただし、移動制限区域内のＧＰ

センターなどは例外協議により営業を再開していること） 

③ 制限区域外の家きん、家きん卵（種卵を含む）及び初生ひなの移動制限区域内の食

鳥処理場、ＧＰセンター、ふ卵場、農場、検査等施設等への出荷（ただし、移動制限

区域内のＧＰセンターなどは例外協議により営業を再開していること） 

④ 制限区域外の家きんの死体を、移動制限区域内の焼却処理施設等に移動させる場合 

⑤ 制限区域外の家きん等を、移動させるために移動制限区域内を通過する場合 

＜３＞清浄性確認検査 

制限区域内における清浄性を確認するため、発生農場の防疫措置完了後10日後に、発生状

況確認検査と同様の検査を行う。 

ア 高病原性鳥インフルエンザの場合 移動制限区域内の農場 

イ 低病原性鳥インフルエンザの場合 制限区域内の農場
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制限区域と制限の対象 

制限区域 制限の対象 制限する事業 

移動制限区域 ・生きた家きん  

・家きん卵（ＧＰセンター等で既に処理され

たものを除く） 

・家きんの死体 ・家きんの排せつ物 

・敷料、飼料、家きん飼養器具（農場以外か

らの移動は除く） 

・食鳥処理場（食肉加工場を除く） 

・ＧＰセンター 

・ふ卵場 

・品評会等の開催 

搬出制限区域 ・品評会等の開催 

様式  

発生状況確認検査、清浄性確認検査 検査台帳  

 
  

移動・搬出制限の対象外の概要

食用家きん 食用卵 種卵 ひな ひな

（移動制限内の種卵
に由来するもの）

（移動制限外の種卵
に由来するもの）

（ふ卵場→農場） （ふ卵場→農場）

移動制限区域 △（１） △（２） △（３） △（３） △（４）

搬出制限区域 × △（２） △（３） △（３） △（４）

制限区域外 × △（２） △（３） △（３） △（４）

移動制限区域 △（５） △（５） △（５） △（３） △（５）

搬出制限区域 ○ ○ ○ △（３） ○

制限区域外 △（５） △（５） △（５） △（３） △（５）

移動制限区域 △（６） △（６） △（６） △（３） △（６）

搬出制限区域 ○ ○ ○ △（３） ○

制限区域外 ○ ○ ○ △（３） ○

○：条件無しで移動可能

△：条件付きで移動可能

×：移動不可

（数字は防疫指針文中の条件（第９の５の（１）～（６））に対応）

農場→ふ卵場）

移動制限区域

搬出制限区域

制限区域外

出荷元 出荷先
（農場→食鳥処理場） （農場→ＧＰセンター）

農場名 日付

血液
気管

スワブ
クロアカ
スワブ

その他
検体数

鶏舎NO. 飼養羽数 鶏種 日齢
NDワクチン接種歴

接種日
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詳細マニュアル⑧ 埋却 

【構成員】家保等（家畜防疫員）、土地改良事務所、香川県建設業協会 

鶏の死体及び鶏卵は埋却による処分を原則とする。疑似患畜と決定された後、直ち

に現地対策本部防疫班が中心となり、埋却班、工事施工業者等と連携を図り、迅速に

埋却地の検討(試掘調査)及び運搬ルートの検討を行う。原則として現地又はその近く

において埋却する。 

埋却地の選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋却地の掘削・埋戻 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）埋却地の選定について 

埋却地の選定に当たっては、先遣調査の情報に基づき、発生農場又はその周辺とす

る。埋却地周辺の公共用水域及び飲用井戸の水質への影響も考慮する必要があるた

め、県対策本部水質検査班、市町、所有者、工事関係者及び関係機関と事前に十分協

議する。 

埋却地の条件としては、法施行規則第30条別表第３に掲げる事項を含め、列挙する

と以下のとおりである。 

① 人家、飲料水（井戸）、河川及び道路に近接しない場所であって、日常、人及

び家きんが接近しない場所。 

② 水源等の影響がないこと。 

③ 最低４m程度の掘削が可能であること。 

④ 埋却後３年以上発堀される可能性がないこと。 

⑤ 資機材の搬入が容易であること。 
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⑥ 場所によっては、飛散防止用の囲いを設置する。 

 

２）埋却溝の断面の決定 

先遣調査係が収集した情報（飼養羽数、鶏種、汚染物質の量、埋却地の面積等）に

基づき、埋却溝の断面・延長を算定する。 

埋却処分は、家きんの死体及び卵とし、鶏糞及び飼料は発酵消毒とする。 

また、試掘の結果、掘削深が浅くなった場合、埋却可能量等の見直しを行い、施行

計画に反映する。 

 

３）埋却溝掘削時間の算定 

埋却溝掘削に係る概略工事時間を試算する。 

埋却溝掘削(27.5㎥/hr)＋石灰散布(1hr)＋ブルーシート設置(1hr)＋(仮設道等） 

 

４）県対策本部が決定した防疫計画に基づき、埋却に必要なレンタル機器及び資材を

現地対策本部資材班資材調達係が建設業協会等へ発注する。 

 

５）病原体の拡散防止措置（必要に応じて） 

埋却溝の外周部をブルーシートで遮蔽する。 

 

６）埋却の手順 

① 汚染物品の埋却準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 石灰の散布 

ア 底面を中心に掘削面全体に石灰を散布する。 

イ バックホウ（掘削機）のバケットに石灰（フレコンバッグ）を吊し、底面に

39

埋却溝 6 m

0.5 m

平面図

断面図

埋却スペース

4 m

盛土

埋却スペース

1 m

1 m

3 m

埋却完了後
イメージ

杭

ブルーシート

フレコンバッグ

4 m

4 m

4 m

6 m

地上面

埋却溝（例） 
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カッター等で穴を開け散布する。袋物しかない場合は、バケットに投入しバケ

ットで散布する。 

ウ 散布作業にあたっては、隣接する農地等への飛散にも注意すること。 

③ ブルーシートの設置 

ア 掘削断面にブルーシート（10m×10m）を設置する。 

イ シートはロープを結び、打った杭（約２m間隔）に結束し止めておく。（あ

る程度たるみを持たせておかないと汚染物品投入時シートが破れるので注意） 

ウ 埋却溝が長くなる場合、シートは２mの重ねをとって設置すること。 

エ 掘削深が深く、断面勾配が十分にとれない場合が多く危険なので、埋却溝の

中での作業は原則行わない。 

④ 汚染物品の埋却 

ア 埋却溝に人が入って作業する際は、必ず法面崩壊監視要員をおく。 

イ バックホウ等でフレコンバッグを投入する。埋却溝の内外でフックの掛け外

しは工事請負業者が行う（玉掛け免許が必要）。埋却業務担当が積み込み位置や

数量を確認しながら行う。（フレコンバッグの積み方：１段目は４列、２段目は

５列とする。） 

ウ 覆土２m 以上の厚さになるよう、投入したフレコンバッグの水平面と地上面

の差を計測し調整する。 

エ 再度消石灰を５cm 厚で散布し、覆土する。 

  覆土は、重機で転圧しない。 

オ ３回目の石灰を散布し作業終了。 

カ 看板設置 

・高病原性鳥インフルエンザ 

・埋却年月日と発掘禁止期間（３年） 

・その他必要な事項 
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埋め戻した後、消石灰を散布し、立て看板を設置 
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埋却地を農場外に設置する場合の対応 

着脱衣テント運営業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）着脱衣テントの運営 

１）農場外に埋却地が決定したときは、市町にテント１、長机６、椅子８の準備、埋却

地までの配送を依頼する。 

２）着脱衣テント内で使用する必要資材を資材班に依頼する。 

３）市町、資材班からテント等が届いたら、クリーンゾーンと汚染ゾーンの境に着脱衣

テントを設置し、使用する資材もセットする。 

４）要員交代や休憩のために汚染ゾーンから入退出する従事者の全身消毒及び着脱衣

を補助する。 

５）資材が不足しそうなときは、資材班に依頼する。 

６）埋却措置完了後は、着脱衣テントを撤去し、テント等は市町に、その他資材は資材

班に回収依頼をする。 

７）使用済み長靴、防護服等の汚染物品はフレコンバックに入れて、産廃業者に回収を

依頼する。 

 

（２）着脱衣テントのイメージ 

 

          資材置場      資材置場      資材置場      フレコンバック 

         移動用スリッパﾟ                     脱衣用サンダル 

クリーンゾーン                       バスタオル      消毒ﾊﾞｯト      汚染ゾーン 

（埋却地側） 
           ゴミ袋         ゴミ袋           ゴミ袋                       ●サージカルマスク     ●アルコールスプレー  ●ペーパータオル 
                    ●ミネラルウォーター                ●アルコールスプレー    フレコンバック 
                        ●うがい薬    
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資　材　名 単位 数量 備考

1 アルコールカット綿 枚

2 アルコール消毒液（ウェルパス） 本

3 アルコール消毒薬（ハンドスプレー） 本

4 アルコール消毒液（500mL） 本

5 バスタオル（脱衣サンダル消毒拭取り） 枚

6 サージカルマスク 枚

7 薄手手袋 双

8 ペーパータオル 枚

9 ティッシュペーパー 箱

10 ゴミ袋（大） 枚

11 ビニール袋（大） 枚

12 ビニール袋（中） 枚

13 ビニール袋（小） 枚

14 紙コップ 個

15 ミネラルウォーター（給水） 本

16 ミネラルウォーター（うがい） 本

17 メガネ曇り止め 個

18 脱衣用サンダル 足

19 移動用スリッパ 足

20 うがい薬（イソジン50mL） 本

21 防護服 枚

22 帽子（ディスポ） 個

23 N95マスク 枚

24 中厚手手袋（M） 双

25 中厚手手袋（Ｌ） 双

26 薄手手袋 双

27 ゴーグル 個

28 長靴 足

29 養生用テープ 個

30 布テープ 個

31 消毒薬（逆性石鹸） 本

32 ヘルメット 個

33 トイレットペーパー 個

34 バケツ（小）うがい配水用 個

35 ブルーシート（5.4m×5.4m） 枚

36 マジック（黒） 個

37 マジック（青） 個

38 コピー用紙 枚

39 掛け時計 個

40 懐中電灯 個

必要資材一覧（着脱衣テント運営業務）



 126 

車両消毒業務 

 埋却地の汚染ゾーン出入口において、汚染物品運搬車両の消毒を実施する。また、すべ

ての埋却作業終了後や途中で重機など汚染ゾーンから退場するときも消毒を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）車両の消毒方法 

１）埋却地が決定した後、車両消毒場所を家畜防疫員と協議して決定する。車両消毒に

必要な機器一式（動力噴霧器、ホースリール、ガソリン携行缶、ガソリン、工具、水タ

ンク、消毒薬、計量カップ、簡易トイレ、トイレットペーパー等）を資材班に依頼する。 

２）消毒希釈水を確保する。確保が困難な場合は、給水車による給水を資材班に依頼す

る。 

３）機器一式が到着次第、設置及び試運転を実施する。（逆性石けん希釈倍率 500～1,000

倍）。 

４）汚染物品搬入車両が到着したら、毎回、埋却地入口で車両消毒を実施する。 

５）汚染物品の搬入・埋却が終了したら、毎回、埋却地出口で車両消毒を実施する。 

６）消毒用希釈水の残量は常に把握し、必要であれば補給する。 

７）ガソリン、消毒薬の残量は常に把握し、早い時期に資材班に依頼をする。 

８）すべての埋却作業が終了した時、または埋却途中で、埋却地（汚染ゾーン）から退

場しようとする車両、重機は消毒して退出する。 

９）埋却作業がすべて終了し、重機や最後の従事者が退出し終えた時は、消毒機器一式

を撤去する。回収に当たっては、資材班に依頼する。 

 

埋却物品カウント業務 

埋却作業の進捗状況の管理のため、埋却溝に投入した汚染物品の数量を確認・記帳

し、１時間ごとに現地対策本部現地企画班進捗管理報告係へ報告する。 
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詳細マニュアル⑨ 焼却 

鶏の死体及び鶏卵は埋却による処分を原則とするが、埋却地の確保が困難である等

のやむを得ない事情がある場合には、焼却による処分を行う。 

焼却処分を行う場合は、農場から焼却処理施設まで搬送する必要があるため、汚染

物品を密閉容器に入れる必要がある。 

県対策本部において処分方法を焼却に決定した場合には、速やかに、家畜防疫員の

中から搬送焼却責任者を選定し、焼却に必要な調整を開始する。 

 

１）搬送業務 

積み込んだ密閉容器を焼却処理施設へ搬送する。 

① 農場から搬出した密閉容器の数を計測する。 

② 家畜防疫員の指示を受けた要員は、トラックを消毒後、公用車に乗り、搬送用

トラックと共に焼却処理施設まで同行する。 

③ 事前に例外協議した経路（消毒ポイントの通過を含む）を通過すること。 

④ 途中、ウイルスの拡散の恐れがある事態となった場合、②の要員は、直ちに消

毒作業を実施するとともに、搬送焼却責任者に連絡する。 

⑤ 焼却処理施設に到着し密閉容器を荷卸し後、トラック内外を消毒し、運行計画

に従い、トラックに同行する。 

 

２）焼却業務 

焼却開始前 

① 防疫対策班は、廃棄物対策課と協議し、焼却処理施設毎の焼却計画を作成する。 

② 防疫対策班は、①の焼却計画に基づき、必要なトラックの台数、大きさ、積載・

荷下ろし時間、ルート等について一般社団法人香川県トラック協会に手配する。 

③ 防疫対策班は、①の焼却計画に基づき、搬送用トラックに伴走する要員及び公用

車確保のための案を作成する。 

④ 防疫対策班は、焼却処理施設までのルートについて、動物衛生課と協議し、決定

する。 

⑤ 防疫対策班は、①から③に基づき、トラック輸送タイムテーブルを作成する。 

⑥ 防疫対策班は、家畜防疫員の中から、各焼却処理施設の責任者を決定する。 

⑦ 各焼却処理施設責任者は、搬入開始可能時間、必要資材、資材の保管場所、搬入

時に使用したパレットの保管場所、要員の駐車場、１日の作業時間等の詳細につい

て、施設側と協議し決定する。 

⑧ 各焼却処理施設責任者は、施設側と協議した内容について、焼却手順書を更新し、

搬送焼却責任者へ提出する。 

⑨ 搬送焼却責任者は、⑦に基づき、必要資材について資材調達係に依頼する等によ

り、資材を確保する。 
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⑩ 搬送焼却責任者は、③及び⑧に基づき、総務班へ要員計画を提出する。 

 

焼却開始後 

① 搬送焼却責任者は、発生農場防疫係と連絡を取りながら、農場から搬出されたペ

ール缶の大きさ、数、施設への到着予定時刻について、各焼却処理施設責任者（不

在の場合は代理の家畜防疫員。以下同じ）へ連絡する。 

② 搬送担当の要員は、公用車で搬送用トラックと共に焼却処理施設まで同行する。

途中、消毒ポイントを経由して焼却処理施設へ搬入する。途中、ウイルスの拡散の

おそれがある事態となった場合は、直ちに消毒作業を実施すると共に、搬送焼却責

任者に連絡する。 

焼却処理施設に到着し密閉容器を荷下ろし後、トラック内外を消毒し、引き続き搬送

がある場合は、発生農場に戻り、ピストン輸送する。 

③ 各焼却処理施設責任者は、施設へのペール缶搬入量（トラックスケールの伝票）

と搬入数量を搬送焼却責任者へ連絡し、搬送焼却責任者は各施設の焼却状況を取り

まとめる。 

④ 施設側と協議し決定した方法により搬入し、トラックから密閉容器を下ろし、決

められた保管場所に置く。 

⑤ 密閉容器を焼却炉の投入口まで運搬、投入する。 

⑥ 各焼却処理施設責任者は、焼却状況を記録する。 

⑦ 各焼却処理施設責任者は、焼却の進捗状況、要員計画の変更等について、搬送焼

却責任者へ随時連絡し、搬送焼却責任者はその内容を取りまとめ、各担当部署、総

務班等と調整する。 

⑧ 防疫対策班は、焼却の進捗状況により、焼却開始前①～③を繰り返し、焼却開始

前④の「トラック輸送タイムテーブル」を毎日作成し、各家保、各焼却処理施設責

任者へ送付する。 

⑨ 処理を急ぐ場合は、産業廃棄物処理施設を活用する。 

 

焼却終了後 

① 各焼却処理施設で使用した資材については、速やかに消毒・撤収する。 

② 焼却が完了し、設備及び資材の消毒が終了するまで、各焼却処理施設責任者が立

ち会う。 
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焼却炉の構造 

ごみピット 

投入ピット 

クレーン 受入ホッパ 

焼却炉 

 投入する 
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焼却リスト (焼却場：　　　　　　　　　　）

NO. 日 時間
３０リットル
ペール(個)

４０リットル
ペール(個)

６０リットル
ペール(個)

合計

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20
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ペール搬送リスト （農場名：　　　　　　　　　　　　）

ペール計

ﾊﾟﾚｯﾄ数 ペール数 ﾊﾟﾚｯﾄ数 ペール数 ﾊﾟﾚｯﾄ数 ペール数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

４０ℓ ６０ℓ

NO. 日・時間 車輌No. 搬送先
パレット
（枚）

３０ℓ
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ペール搬入リスト （焼却場：　　　　　　　　　　　　　　　）

ペール計

ﾊﾟﾚｯﾄ数 ペール数 ﾊﾟﾚｯﾄ数 ペール数 ﾊﾟﾚｯﾄ数 ペール数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

４０ℓ ６０ℓ

NO. 日・時間 車輌No. 搬出農場名
パレット
（枚）

３０ℓ
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トラック輸送 〇月〇日( )タイムテーブル（例） 

過積載に注意してください。４t車の最大積載量は 2,600～2,700 ㎏ 

目安：30ℓ＝鶏 2㎏×6羽=12 ㎏→1パレット＝12 ㎏×27 ペール＝324 ㎏、1車あたり 8パレット 

40ℓ＝鶏 2㎏×10 羽=20 ㎏→1パレット＝20 ㎏×21 ペール＝420 ㎏、1車あたり 6パレット 

60ℓ＝鶏 2㎏×12 羽=24 ㎏→1パレット＝24 ㎏×21 ペール＝504 ㎏、1車あたり 5パレット 

 P 数 8:00 10:00 12:00 14:00  16:00 18:00  20:00  22:00 備考 

東部 

溶融 

10         １台２往復 

 

西部 20         １台２往復 

ﾌ ｫ ｰ ｸ ﾘ ﾌ ﾄ

の 運 転 で

きる方 

角山 10         １台 

ﾌｫｰｸﾘﾌﾄｵ

ﾍﾟﾚｰﾀｰが

必要 

仲善 10         2 台 

ﾌ ｫ ｰ ｸ ﾘ ﾌ ﾄ

の 運 転 で

きる方 

○積込み、◎荷おろし

◎17:00 ○16:00 

〇日と同じトラ

ック 

○10:00 

○17:00 

◎16:00 ◎12:00 ○14:00 

〇日と同じトラック 

◎20:00 

条件：ホイル幅 650、高さ 3.4m、幅

2.7m、4t トラック 

◎18:30 ○15:00 

条件：総重量 20t 以内、高さ 3.9m、長

さ(ホイル間長)6.5m、幅 2.7m 

トラック毎の看貫結果を畜産課

あて電話連絡してください。 

(〇〇、〇〇、〇〇まで) 

○17:00 ◎20:00 
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詳細マニュアル⑩ 農場清掃・消毒 

   【構成員】発生農場防疫係（家畜防疫員） 

防疫調整係（農業経営課、農業生産流通課、水産課） 

香川県産業廃棄物協会、香川県ペストコントロール協会等 

１ 農場清掃・消毒 

(１)飼養場所の排水溝を閉鎖(確認)する。(適切な消毒措置を講じるまでの間) 

(２)石灰乳の作成や消毒薬の希釈等に使用する水の確保を行う。 

(３)家きんの殺処分後、家きん舎に残った鶏糞、敷料等を重機やスコップ、ほうきなどで

集め搬出するか、鶏舎内で集積する。また、鶏舎内のほこりやクモの巣等もほうきやブ

ロアで落とした後、掃き集める。 

(４)家きん舎に残された種々の汚染物品（使用した資機材も含む）については、家畜防疫

員の指示により消毒し搬出する。 

(５)その後、家きん舎内の天井、壁面、床面の順に隅々まで動力噴霧機を用いて消毒薬で

洗浄・消毒を実施する。また、床面は消石灰の散布(２０㎏入り１袋当たり２０～４０

㎡)又は石灰乳の塗布により消毒する。さらに、家きん舎外壁、屋根も同様に消毒する。 

(６)堆肥舎・倉庫・その他汚染されたおそれのある構造物も(３)～(５)に準じて実施す

る。なお、配電盤などの消毒薬の散布が困難なものは、消毒薬を浸ませた布等で拭く。 

(７)農場内で飼養管理作業に用いた車両・器具類は、清掃後消毒する。 

(８)農場内で防疫作業に用いた重機等は、入念に清掃・消毒し、家畜防疫員の許可を得て

から退場する。 

(９)農場敷地は消石灰の散布(２０㎏入り１袋当たり２０～４０㎡)により消毒する。 

(10)農場出入口では、入退場する車両、人を消毒する。 

なお、(９)(10)については防疫措置の早い段階で開始し、(９)は必要により随時追加実

施する。 

(11)農場消毒は、殺処分、死体及び汚染物品の処理の完了後に、繰り返し実施するものと

する(少なくとも1週間間隔で３回以上)。 

 

２ 鶏舎の清掃・消毒の様子 

    鶏糞、敷料の除去（肉用鶏鶏舎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

重機による除去作業          スコップによる除去作業 
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    鶏糞、敷料の除去（採卵鶏鶏舎 高床式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

     重機による除去作業 

 

    鶏舎内清掃（肉用鶏鶏舎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ほうきを用いた鶏舎床面の清掃     ほうきを用いた鶏舎側面の清掃 

 

    鶏舎内清掃（採卵鶏鶏舎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケージに登って柱や梁のすす払い     餌とい、水といの清掃 

 

 

 

 

 

 

 

 

       梁の鶏糞の除去作業        ケージ下の鶏糞の除去作業 
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    鶏舎等の消毒 

 

 

 

 

 

 

 

 

動噴による消毒液散布 

 

 

 

 

 

 

 

 

       床面の石灰乳塗布           人力による消石灰散布 

 

 

 

 

 

 

 

 

         消毒薬の散布           使用した重機の消毒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消石灰散布後の鶏舎内 
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詳細マニュアル⑪ 埋却地の管理 

埋却地の管理は、周辺農地や地域住民の生活環境に影響がないように、適正に行うこと

が求められており、埋却地の所有者・利用者と県・市町が連携しながら、対策を講じるも

のとする。 

 

１ 埋却地の管理責任 

家畜伝染病予防法第２１条では、まん延防止という公益上の必要から、埋却は家畜の所

有者が行うものとされているため、原則として埋却した家きんの所有者が管理を行う。 

 

２ 環境対策 

 埋却後、埋却地からの異臭、地下水への影響、陥没など環境への悪化が懸念されるた

め、定期的な埋却地の現地調査や公共用水域・地下水への影響を把握するための水質調査

など、継続的な監視を行う。 

このうち現地調査については、管轄の家畜保健衛生所が埋却地の管理が適正に行われて

いるかどうかを確認するために、埋却地から臭気やガス・液体の噴出の有無の確認を行

う。 

また、公共用水域・地下水への影響を把握するための水質調査は、埋却地を中心に、地

形や地下水の流れ、飲用井戸の利用状況などを考慮し、調査地点(公共用水域（ため池、

河川）、地下水（井戸)）を選定する。検査項目はＴ－Ｎ（全窒素）、Ｔ－Ｐ（全リン）と

する。 

なお、影響が確認された場合には、県と市町が協議し、適切な措置を講じる。 

 

３ 発掘禁止期間内の管理 

家畜伝染病予防法では、埋却地は３年間の発掘禁止となっている。この間、埋却地の管

理主体が保全管理を適正に行っていく。 

ガスや液体の噴出発生が常に確認できるよう、埋却溝上部以外の周辺地（埋却盛土法面

含む）の草刈等を必ず行うこと。また、地理的に必要であれば、管理主体は埋却地周辺を

フェンス等で囲い込むなどして、関係者以外立ち入り禁止とする。 

ガスや液体の噴出など異常な状態を確認した時は、直ちに管轄の家畜保健衛生所に連絡

し、指示に従う。 
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詳細マニュアル⑫ 食鳥処理場での発生時の対応 

万一、食鳥処理場で鶏(ブロイラー)搬入後に本病が確認された場合は、当該食鳥処理場

を中心とした半径１ｋｍ以内の区域を移動制限区域として設定するとともに、出荷元の農

場を中心として半径３ｋｍ以内の区域を移動制限区域、１０ｋｍ以内の移動制限区域に外

接する区域を搬出制限区域として設定する。 

なお、出荷元農場が県外の場合は、直ちに農林水産省動物衛生課及び出荷元農場が所在

する県の畜産主務課へ、その旨を連絡する。 

防疫対応は食鳥処理場のプラットホームと出荷元農場の２か所同時並行で実施すること

になるため、食鳥処理場における防疫は、食肉衛生検査所と現地対策本部が緊密に連絡を

取りながら作業を分担して実施する。 

食鳥処理場で異常鶏が確認された時点で、処理場への指示(家きんの懸鳥の中止、畜産

関係者車両出入禁止、処理場の出入口の閉鎖、産業廃棄物缶の移動禁止等)は家保と食肉

衛生検査所との事前協議に基づき、食肉衛生検査所が直ちに行う。 

初動防疫係は食肉衛生検査所の協力のもと、当該鶏に関するあらゆる情報(出荷元、出

荷羽数、処理状況、捕鳥車両、指導員、獣医師等の移動歴等)を収集し、現地対策本部に

伝えるとともにその指示に従う。 
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第６章 野鳥等への対応 

 
第１ 死亡野鳥等への対応 
 
１ 死亡野鳥等への簡易検査の実施 

野鳥調査班は、ウイルスの感染状況を把握するため、香川県高病原性鳥インフルエン

ザ対応マニュアル（野鳥編）に基づいて簡易検査を実施する。 

 

２ 県民からの死亡野鳥等の問い合わせへの対応 

県民の不安を解消するため、死亡野鳥等について県民から問い合わせがあった場合に

は、「県民からの死亡野鳥等の問い合わせに対する対応」（別記１）に基づき対応する。 

 

第２ 野鳥で高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染が確認された場合の

対応 

（１）防疫措置（指針第４の７） 

野鳥調査班と発生状況・清浄性確認検査班は、当該鳥類（その死体、糞便を含む。）

を確保した場所又は飼養していた場所（以下「確認地点」という。）を消毒する。ま

た、家きんへの感染防止の観点から必要と認める場合は通行制限・遮断を行う。 

 

（２）立入検査 

（１）の措置を実施した以外の発生状況・清浄性確認検査班は、確認地点を中心

とした半径３㎞の区域内にある農場（家きんを 100 羽以上飼養する農場に限る。）

に対し、速やかに立入検査を実施し、死亡率の増加、産卵率の低下等の異状の有無

及び飼養衛生管理基準の遵守状況を確認する。 

 

（３）注意喚起 

発生状況・清浄性確認検査班は、確認地点を中心とした半径３㎞以内の区域にあ

る全ての農場に対する注意喚起及び家きんに対する健康観察の徹底を指導する。 

渡り鳥の飛来するため池や河川周辺への養鶏関係者の立入自粛等を注意喚起す

る。(参照：別記２) 

 

（４）保健所長等への届出 

獣医師は、異常家きん等の発見時と同様に、最寄りの保健所（感染症担当）に届

け出る。 
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第３ 家きん以外の鳥類の所有者及び学校等への対応 

（１）学校対策班及び総務班は、必要に応じて発生状況や本病に関する資料等を配布し、

家きん以外の鳥類の所有者及び学校等の不安解消に努める。 

 

（２）発生状況・清浄性確認検査班は、本病を疑う異状を示す連絡があった場合、立入

調査し、必要に応じて病性鑑定を実施する。 

 

（３）発生状況・清浄性確認検査班は、必要に応じて立入調査（調査票：様式14、15）

を実施し、本病のまん延の有無を確認する。 

 

（４）高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染が確認された場合、第７章に準じた対

応を行うこととし、家きん以外の鳥類の所有者に対しても、防疫対応に対する協力

を要請する。 
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NO. 調査地点 市町名 NO. 調査地点 市町名 NO. 調査地点 市町名
1 吉田ダム 小豆島町 76 住蓮寺池 高松市 151 大羽毛池 綾川町　
2 岩谷 小豆島町 77 三郎池 高松市 152 宮池－善通寺 善通寺市
3 中山池・新中山池 小豆島町 78 坂瀬池 高松市 153 中池 善通寺市
4 北谷沖 小豆島町 79 渡池－高松 高松市 154 見立 多度津町
5 田浦権現鼻沖 小豆島町 80 市宮池 高松市 155 海岸寺 多度津町
6 小豆島町（弁天島） 小豆島町 81 船岡池 高松市 156 水附池 多度津町
7 小豆島町（大池） 小豆島町 82 新池－高松 高松市 157 買田池 多度津町
8 小豆島町風ノ子島 小豆島町 83 神内池 高松市 158 千代池 多度津町
9 小豆島町殿川ダム 小豆島町 84 羽間下池 高松市 159 下所新池 多度津町
10 伝法川河口 土庄町 85 本津川－河口 高松市 160 菰池－多度津 多度津町
11 長浜 土庄町 86 長池 高松市 161 道福寺新池 多度津町
12 屋形崎沖 土庄町 87 詰田川河口 高松市 162 満濃池 まんのう町
13 山田ダム 土庄町 88 相引川河口 高松市 163 羽間池・下池 まんのう町
14 北山 東かがわ市 89 沖ノ池 高松市 164 余木崎 観音寺市
15 保田池 東かがわ市 90 香東川－下流 高松市 165 井関池 観音寺市
16 川田池 東かがわ市 91 友常池 高松市 166 大池－観音寺 観音寺市
17 大内ダム 東かがわ市 92 長尾池 高松市 167 姫浜 観音寺市
18 五名ダム 東かがわ市 93 本津川－河口から２ｋｍ 高松市 168 花稲港 観音寺市
19 原間池 東かがわ市 94 神内上池 高松市 169 三豊干拓地沖 観音寺市
20 湊川河口 東かがわ市 95 橘池 高松市 170 三豊干拓地 観音寺市
21 松原 東かがわ市 96 高月池 高松市 171 財田川グランド 観音寺市
22 安戸 東かがわ市 97 平田池 高松市 172 キャンプサイト(財田川河口三架橋より下) 観音寺市
23 馬宿川河口 東かがわ市 98 奈良須池 高松市 173 仁池－観音寺 観音寺市
24 相生 東かがわ市 99 栗林公園 高松市 174 室本港 観音寺市
25 千足ダム 東かがわ市 100 平木尾池 高松市・三木町 175 赤土池 観音寺市
26 小路池 東かがわ市 101 五分ヶ池 高松市・三木町 176 一の谷池 観音寺市
27 川股池 東かがわ市 102 三ッ子石池 三木町 177 早苗池 観音寺市
28 番屋 東かがわ市 103 山大寺池 三木町 178 観音寺池・出作池 観音寺市
29 榿（ハリノキ） 東かがわ市 104 女井間池 三木町 179 柞田川－下流 観音寺市
30 宮奥池 東かがわ市 105 男井間池 三木町 180 柞田川－河口 観音寺市
31 池ノ内池 東かがわ市 106 小川下池 三木町 181 有明浜沖 観音寺市
32 松崎上池･松崎新池 東かがわ市 107 国下池 三木町 182 五月池 観音寺市
33 才の池 東かがわ市 108 奥の堂池 三木町 183 鶴沢池 観音寺市
34 宮池－東かがわ 東かがわ市 109 渡池－三木 三木町 184 文政池 観音寺市
35 馬篠 東かがわ市 110 府中ダム 坂出市 185 豊稔池 観音寺市
36 小海川河口 東かがわ市 111 林田町沖 坂出市 186 長谷池 観音寺市
37 与田川河口 東かがわ市 112 綾川－下流 坂出市 187 土井之池 観音寺市
38 中山池 東かがわ市 113 松ヶ浦池 坂出市 188 五郷ダム 観音寺市
39 鴨庄長浜 さぬき市 114 大池－坂出 坂出市 189 袂池 観音寺市
40 宮池－さぬき さぬき市 115 綾川－下流中川原 坂出市 190 亀尾池 観音寺市
41 津田川河口 さぬき市 116 大束川－中流 宇多津町 191 勝田池 三豊市
42 青木海岸 さぬき市 117 大束川－河口 宇多津町 192 国市池 三豊市
43 東・中王田池 さぬき市 118 大束川－下流 宇多津町 193 曽保（サンビーチ） 三豊市
44 双の池 さぬき市 119 平池－丸亀 丸亀市　　　 194 仁尾港 三豊市
45 大川ダム さぬき市 120 田村池 丸亀市　　　 195 家の浦 三豊市
46 松原 さぬき市 121 太井池 丸亀市　　　 196 高瀬川下流 三豊市
47 野間池 さぬき市 122 宮池－郡家 丸亀市　　　 197 津島 三豊市
48 猪塚 さぬき市 123 庄ノ池 丸亀市　　　 198 白坂池 三豊市
49 瀬ノ下 さぬき市 124 宮池－土器 丸亀市　　　 199 満水池 三豊市
50 前坂 さぬき市 125 大池－丸亀 丸亀市　　　
51 幸田池 さぬき市 126 宝幢寺池 丸亀市　　　
52 新池－さぬき さぬき市 127 桝池 丸亀市　　　
53 鴨部川下流 さぬき市 128 道池 丸亀市　　　
54 衣懸池 高松市 129 土器川－蓬莱橋 丸亀市　　　
55 香東川－河口１ 高松市 130 土器川－丸亀大橋 丸亀市　　　
56 御殿貯水池 高松市 131 土器川－平成大橋 丸亀市　　　
57 三条池 高松市 132 矢野池 丸亀市　　　
58 大池－高松 高松市 133 八丈池 丸亀市　　　
59 新川，春日川河口 高松市 134 馬池 丸亀市　　　
60 新川中流 高松市 135 辻池 丸亀市　　　
61 春日川中流 高松市 136 仁池-丸亀 丸亀市　　　
62 鮫池 高松市 137 成願寺池 丸亀市　　　
63 久米池 高松市 138 先代池 丸亀市　　　
64 引妻池 高松市 139 中原池 丸亀市　　　
65 公渕池 高松市 140 瓢池 丸亀市　　　
66 城池 高松市 141 金倉川河口 丸亀市　　　
67 小田池 高松市 142 打越池 丸亀市　　　
68 竜満池 高松市 143 金丸池 丸亀市　　　
69 内場ダム 高松市 144 新池－丸亀 丸亀市　　　
70 羽間上池 高松市 145 皿池 綾川町　
71 香東川－河口２ 高松市 146 北条池 綾川町　
72 亀水湾 高松市 147 一区池 綾川町　
73 大崎鼻 高松市 148 菰池－綾川 綾川町　
74 平池－高松 高松市 149 大池－綾川 綾川町　
75 前池 高松市 150 山下池 綾川町　

別記 ２ ガンカモ類等の飛来地一覧 
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第７章 県民の不安解消及び風評被害対策 

 

第１ 情報提供 
県対策本部は、風評被害を最小限に抑えるため、県のホームページに防疫措置状況及

びＱ＆Ａ等の本病に関する情報を掲載するとともに、報道機関等を通じて広く県民に情

報を積極的に提供し、本病に関する県民の不安解消に努め、鶏卵や鶏肉の安全性を広報

する。 

 

第２ 相談窓口の設置 

県対策本部は、県庁及び各家保等に相談窓口を設置するとともに、相談電話番号等を

県のホームページに掲載するなどして、広く県民の相談に応じ、不安解消に努める。 

（１）家きんに関する相談窓口：防疫対策班、発生地家保（畜産課、家保） 

（２）野鳥に関する相談窓口：野鳥対策班（みどり保全課） 

（３）消費者からの相談窓口：県民生活班（くらし安全安心課） 

（４）人の健康に関する相談窓口：健康対策班（健康福祉総務課、薬務感染症対策課） 

（５）ペットの病気と食品に関する相談窓口：食の安全班（生活衛生課） 

（６）経営・融資に関する相談窓口：経営対策班（経営支援課、農業経営課） 

（７）畜産農家の経営に関する相談窓口：経営対策班（農業経営課） 

野鳥調査班と発生状況・清浄性確認検査班は、当該鳥類（その死体、糞便を含む。）を

確保した場所又は飼養していた場所（以下「確認地点」という。）を消毒する。また、家

きんへの感染防止の観点から必要と認める場合は通行制限・遮断を行う。 

 

第３ 消費者及び鶏卵・鶏肉取引業者等への対応 

県対策本部は、発生確認後は直ちに、県内関係団体、市町、都道府県、及び全国量販

店・商業関係・外食産業団体に対し、鶏卵・鶏肉の安全性の広報及びその利用促進を要請

する。 

 

第８章 制限の解除及び防疫対応の終了 

 

第１ 制限の解除 
県対策本部は、指針に基づき、発生状況や清浄性の確認状況等を勘案して国と協議の

上、移動制限を解除する。 

 

第２ 防疫対応の終了 

県対策本部は、制限を解除した時、本病の発生に係る防疫対応が終了したことを公表す

る。 
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様式１(指針様式３)  

異常家きん等の届出を受けた際の報告 

香川県   家畜保健衛生所 

 

１ 届出受理年月日時間：   年 月 日  時 分 

 

２ 届出者   

氏 名：                   （職  業：        ） 

住 所：                   （電話番号：        ） 

 

３ 異常家きん等の所在場所 

 住   所：                （電話番号：        ） 

農 場 名： 

所有者氏名： 

従業員数： 

 

４ 当該施設に関する情報 

  飼養家きんの用途： 

   肉用鶏 ／ 採卵鶏 ／ 種鶏（肉用・採卵鶏） ／ その他（    ） 

  飼養形態： 

   ケージ飼い ／ 平飼い ／ その他（    ） 

  飼養総羽数： 

   （    ）羽 

  家きん舎数及びその構造： 

   総数：（    ）舎 

    （うちウインドレス（   ）舎、開放（   ）舎、その他（   ）舎） 

 

５ 届出事項 

異状確認の日時、確認者： 

 

異常家きんを確認した家きん舎（飼養羽数とその構造（複数舎ある場合は以下の項目を

それぞれ記入））： 

 

異常家きんの羽数、週齢： 

 

主な症状（稟告）： 

 

異常家きんの家きん舎内の分布状況： 

 

既に実施済の検査の有無： 有／ 無 

「有」の場合その結果： 

（実施者、検査キット名、検体数、陽性数等） 
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過去 21 日間の平均死亡羽数と直近３日間程度の死亡羽数の推移（農場全体、家きん舎

別）：（下記若しくはわかるものを添付）        （羽） 

異常家きん発生鶏舎    号    号    号 農 場 全 体 

21 日平均死亡羽数     

月  日：-3 日     

月  日：-2 日     

月  日：-1 日     

月  日：今日     

 

６ 既に講じた措置： 

 

 

 

７ その他関連事項（疫学情報など） 

  届出を受けた日から遡って 7日目の日から現在までの間に、家きんの飼養管理に 

直接携わっていた者が、直接の飼養管理を行った他の農場： 

 

 

８ 届出者への指導事項： 

鳥インフルエンザが疑われるため、届出者に次の事項を指導した。 

（１）家畜保健衛生所職員が到着（予定時刻：    ）するまではなれて待機すること。 

（２）家きんの所有者に対し、次の事項を実施するよう指導すること。 

（獣医師、食鳥処理場から通報があった場合は、指針第４の１の留意事項 10 参照） 

①異常家きん以外の家きんを含む全ての家きんについて、当該農場からの移動を自粛

すること。 

②農場の出入口を１か所に限り、農場及び防疫関係者以外の者の立入りをさせないこ

と。 

③農場外に物(卵等)を搬出しないこと。家きんの所有者及び従業員等が外出する場合

には、適切な消毒等を行うこと。 

④異常家きんの卵、排せつ物、敷料等は、他の家きんと接触することがないようにする

こと。 

⑤衛生管理簿を整理すること。 

 

９ 届出受理者氏名： 

 

 

10 処 置 

（１）通報（時間） 

①所長：   時   分   ②畜産課：   時   分    

 

（２）現地調査 

   ①氏名：         ②出発時刻：   時   分 

 

様式１ 
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様式２－１（指針様式４－１） 

異常家きんの症状等に関する報告 

 

香川県   家畜保健衛生所 

担当： 

１ 現地調査（立入検査）：    年  月  日  時  分 

 

※ 以下の２，３については、様式１で報告した内容から変更がある場合のみ記載 

 

２ 異常家きん等の通報 

  届出日時： 

  届出者氏名： 

  届出者住所： 

  届出内容： 

 

３ 農場詳細 

  名称： 

  住所： 

  所有者： 

  従業員数： 

  飼養羽数： 

    用途：採卵用鶏、採卵用種鶏、肉用鶏、肉用種鶏、その他（    ） 

    羽数：    羽 

  家きん舎数： 

構造：開放、ウインドレス、その他（    ） 

    飼育形態：ケージ飼い、平飼い、その他（    ） 

    （※飼養羽数は用途ごと、家きん舎ごとに報告する） 

 

４ 病歴、症状、病変の概要（通報から到着までの死亡数の増加の有無、剖検所見、異常家き

んの家きん舎内の分布等を含む） 

  

様式２－１ 
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５ 検査所見（家畜防疫員により確認されたもの） 

 （１）異常家きん 

異常家きん 種類： 週齢： 羽数：   （うち死亡羽数：   羽） 

    

備考（管理 

失宜、誘導 

換羽の有無 

等） 

 

 

 

 

 （２）死亡羽数の推移(家きん舎ごと) ：別紙様式３－１ 

日        

家きん舎番号        

農場全体        

 

（３）鳥インフルエンザ簡易検査の結果（検査材料） 

 

№ 死亡の別 臨床所見 
簡易検査結果 

備考 
気管 クロアカ 

１ 死亡家きん     

２ 死亡家きん     

３ 死亡家きん     

４ 死亡家きん     

５ 死亡家きん     

６ 死亡家きん     

７ 死亡家きん     

８ 死亡家きん     

９ 死亡家きん     

10 死亡家きん     

11 死亡家きん     

12 生きた家きん     

13 生きた家きん     

  計     

 

様式２－１ 
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様式２－２（指針様式４－２） 

異常家きん飼養農場に関する疫学情報等の報告 

 

香川県   家畜保健衛生所 

担当： 

 

 

１ 疫学情報(判明次第追記すること)：様式３－２ 

(1) 飼養者が過去７日間に直接の飼養管理を行った他農場 

(2) 家きんの導入又は搬出（過去 21 日間） 

(3) 人・車両の出入り及び巡回範囲（過去 21日間） 

(4) 家きん糞・堆肥の処理・搬出 

(5) 死亡家きんの処理・搬出 

(6) 種卵の搬出先(過去 21日間)  

(7) その他 

 

 

２ 農場への指示事項 

 

 

３ 検査材料の採取（検体数） 

  気管スワブ、クロアカスワブ、血液、その他（        ） 

 

 

４ その他参考となる情報 

(1)ＮＤワクチン接種歴、ＮＤワクチンの種類 

(2)焼却場所、埋却地の確保状況 

 (3)周辺農場戸数、羽数（3㎞、10 ㎞） 

 

 

５ 今後の検査スケジュール 

遺伝子検査（コンベンショナル及びリアルタイム PCR 検査）結果判明予定日時： 

血清抗体検査結果判明予定日時： 

ウイルス分離検査結果判明予定日時： 

 

 

６ 備考 

 

 

様式２－２ 
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用
羽
数

殺
処
分

生
存
数

死
廃
率

死
亡
羽
数

廃
用
羽
数

殺
処
分

生
存
数

死
廃
率

1
月
　
　
日

2
月
　
　
日

3
月
　
　
日

4
月
　
　
日

5
月
　
　
日

6
月
　
　
日

7
月
　
　
日

8
月
　
　
日

9
月
　
　
日

10
月
　
　
日

11
月
　
　
日

12
月
　
　
日

13
月
　
　
日

14
月
　
　
日

15
月
　
　
日

16
月
　
　
日

17
月
　
　
日

18
月
　
　
日

19
月
　
　
日

20
月
　
　
日

21
月
　
　
日

22
月
　
　
日

23
月
　
　
日

24
月
　
　
日

25
月
　
　
日

26
月
　
　
日

27
月
　
　
日

28
月
　
　
日

29
月
　
　
日

30
月
　
　
日

31
月
　
　
日

計
（
　
　
／
　
　
以
降
）

注
）
農
場
の
生
デ
ー
タ
に
基
づ
き
確
認
す
る
こ
と

死
廃
羽
数

日
　
　
計

死
廃
羽
数

累
　
　
計

殺
処
分

羽
数
日
計

殺
処
分

羽
数
累
計

備
考
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様式３－２ 

疫学情報等の詳細 

  

                       聴取相手名：         

                       家畜防疫員名：        

 

1．当該農場で遡って 7日目の日から現在までの間に家きんの飼養管理に直接携わっていた者

が、当該飼養管理を行って以降に直接の飼養管理を行った他の農場 

 □農場名及び所在地 

 □家きん所有者氏名及び所在地 

 □鶏種・飼養羽数・日齢 

 □飼養管理の状況 

 

 

□飼養衛生管理区域出入り時の消毒等衛生管理体制の状況 

 

 

2．家きんの導入又は搬出（廃鶏含む）（過去 21日間） 

月日 導入先（連絡先） 日齢 羽数 運送会社（連絡先） 

氏名・車両番号 

作業内容・場所・

立入範囲 
 

 

     

 

 

     

 

 

     

 

 

     

 

 

     

 

月日 出荷先（連絡先） 日齢 羽数 運送会社（連絡先） 

氏名・車両番号 

作業内容・場所・

立入範囲 
 

 

     

 

 

     

 

 

     

 

 

     

 

 

     

※発生農場の衛生管理区域に立ち入ったかどうかを記入 

  

様式３－２ 
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3．人・車両の出入り及び巡回範囲 (過去 21 日間) 

（1）家きん卵出荷関係者（種卵含む） 

月日 出荷先（連絡先） 数量 
運送会社（連絡先）氏

名・車両番号 

作業内容・場所・立入範囲

／巡回範囲等 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 
    

※汚染物品となるもの 

①家きん卵（病性判定日から遡って 7 日目の日より前に採取され区分管理されていたもの、GP

センター等で既に処理されたものを除く。） 

②種卵（病性判定日から遡って 21 日目の日より前に採取され区分管理されていたものを除く） 

 

（2）飼料関係者（補助飼料含む） 

月日 販売会社（連絡先） 飼料名（量） 
運送会社（連絡先）

氏名・車両番号 

作業内容・場所・立

入範囲／巡回範囲等 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

（3）動物用医薬品等資材関係者（敷料・ガス等） 

月日 販売会社（連絡先） 飼料名（量） 
運送会社（連絡先） 

氏名・車両番号 

作業内容・場所・立入

範囲／巡回範囲等 
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（4）家きん糞・堆肥の処理・搬出 

  □保管方法、処理方法 

 

 

月日 搬出先（連絡先） 搬出量・形状 運送会社（連絡先）氏

名・車両番号 

作業内容・場所・立入

範囲／巡回範囲等 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

（5）死亡家きんの処理・搬出 

  □保管方法、処理方法 

 

 

月日 搬出先（連絡先） 羽数 運送会社（連絡先）氏

名・車両番号 

作業内容・場所・立入範

囲／巡回範囲等 
 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

（6）その他立入者（車両） 

氏名・会社名（連絡先） 日時 
詳細（訪問目的、立入範囲、訪問者が前後に立ち寄

った場所等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※詳細には農場への訪問目的、農場内の動線、訪問者が前後に立ち寄った場所など記載。 

聞き取りは複数の農場従事者から聞き取りをすること。 

  対象者  □獣医師        □農場指導員、農協職員 

       □県市町職員      □養鶏関係者 

       □修理業者       □郵便、宅配業者等 

       □知人、家族      □その他 
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（7）所有者、従業員、農場指導者の他の農場への訪問の有無(過去 21 日間)   

                  聞き取り相手：           

訪問者・訪問農場（連

絡先） 
日時 詳細 

   

   

   

   

   

   

   

   

※詳細には農場への訪問目的、立入範囲、農場内の動線など記載。 

 

○入退出時の当該農場での消毒等の状況 

 

※上記の移動を証明できる書類を添付すること 
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様式４ 

農場従事者等名簿記入用紙 

 

■農場責任者（患畜等となった場合、直ちに保健所が健康調査を実施するため連絡します。） 

氏   名  
生年 

月日 
T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

勤務先住所  電話： 

勤務先名  業務内容： 

家族人数 

（同居者） 
 （           ）人 最終勤務（従事）日：      月      日 

 

■農場所有者（同上の場合は同上と記入） 

氏   名  
生年 

月日 
T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

勤務先住所  電話： 

勤務先名  業務内容： 

家族人数 

（同居者） 
 （           ）人 最終勤務（従事）日：      月      日 

 

■農場所有者家族（同居している方のみ）  

氏   名  続柄  
生年

月日 
T・S・H  年  月  日生 （   歳）男・女 

勤務先住所  電話： 

勤務先名  業務内容： 

氏   名  続柄  
生年

月日 
T・S・H  年  月  日生 （   歳）男・女 

勤務先住所  電話： 

勤務先名  業務内容： 

氏   名  続柄  
生年

月日 
T・S・H  年  月  日生 （   歳）男・女 

勤務先住所  電話： 

勤務先名  業務内容： 
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■農場従業員  

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

氏   名  生年月日 T・S・H    年   月   日生 （   歳）  男・女 

自宅住所  電話： 

業務内容  最終勤務（従事）日：      月      日 

様式４ 
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様式５（指針様式７） 

と 殺 指 示 書 

番     号 

年  月  日 

○○殿 

 

 

 

○○家畜保健衛生所 

家畜防疫員○○ 印 

 

 

あなたが所有する（管理する）次の家きんは、高病原性鳥インフルエンザ（低病原性鳥イ

ンフルエンザ）の患畜（疑似患畜）と判定されたので、家畜伝染病予防法（昭和 26年法律第

166 号）第 16 条第１項の規定に基づき、下記によりと殺することを指示する。 

 

 

家きんの所在する場所 

 

 

家きんの種類及び羽数 

 

 

記 

 

 

１ と殺を行う場所 

 

２ と殺の方法 

 

３ その他 

 

（備 考） 

１ この指示については、行政不服審査法（昭和 37 年法律第 160 号）による審査請求をする

ことはできません。 

２ この指示に違反した場合には、３年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処せられます。 

３ この指示によりと殺された家きんについては、家畜伝染病予防法第 58 条第１項及び第２

項の規定により手当金及び特別手当金が交付されます。 

ただし、本病の発生を予防し、又はまん延を防止するために必要な措置を講じなかった

と認められる者等に対しては、手当金若しくは特別手当金の全部若しくは一部を交付せず、

又は交付した手当金若しくは特別手当金の全部又は一部を返還させることがあります。 

様式５ 
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様式６－１ 

 

○疫学関連家きん候補農場等 

調査理由 市 町 農場名 最終判定 
異常家きんの

有無 
備 考 

家きん      

      

      

      

      

廃鶏      

      

      

      

      

家きん卵      

      

      

      

      

堆肥(糞)      

      

      

      

      

人、車両等      

      

      

      

      

その他      

      

      

様式６－１ 
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様式６－２ 

          疫学関連家きん候補農場等 調査票 

 

                    調査年月日  年  月  日  時 

 

                    聴取相手氏名            

                    家畜防疫員名            

 

１ 調査を実施する理由 

  □家きん関係：①家きん導入→【  月  日】②家きん出荷→【  月  日】 

  □立入関係 ：①発生農場生産者（従業員） ②家きん卵（種卵）出荷関係者 

  ③飼料関係者  ④動物用医薬品等資材関係者（敷料・ガス）   

         ⑤家きん糞・堆肥搬出     ⑥死亡家きん回収 

         ⑦その他（        ）      →【  月  日】 

  □食鳥処理場等における交差汚染関係 

 

２ 発生農場との疫学関連有無の確認 

 （１）家きん関係について 

  □患畜・疑似患畜（症状有）確認農場の病性等判定日前 7日間内の直接の飼養管理者が、

その後この農場を直接飼養管理（→疑似患畜） 

  □患畜・疑似患畜と病性等判定前 7日間内に接触あり（→疑似患畜 A） 

  □患畜・疑似患畜と病性等判定前 7 日以前に接触あり、患畜となるおそれがあると家畜

防疫員が判断（理由：            ）（→疑似患畜 B） 

  □患畜・疑似患畜（症状有）と病性等判定日８～21 日間内に接触あり（疫学関連あり） 

  □疑似患畜 A又は Bが飼養されていた（疫学関連あり） 

   以上の→接触日：       接触場所等               

  

 （２）立入関係について 

  □１の人、物、車両が発生農場立入（病性等判定日前 21 日内）後 7 日以内に立入あり  

→立入日     立入範囲等           

   判定：□衛生管理区域内立入有：人、物、車両の出入り時の消毒状況聴取 

       状況：                 →動物衛生課と協議 

   判定：□衛生管理区域内立入無：疫学関連なし 

 （３）食鳥処理場等における交差汚染関係 

  □食鳥処理場等において交差汚染した可能性がある 

→交差可能性日         場所               

判定：□当該人、物又は車両の出入り時の消毒等の実施状況聴取 

     状況：                 →動物衛生課と協議 

   判定：□防止対策（処理場等のマニュアルに則った対応）を実施：疫学関連無し 

 

 

 

 

※最終判定 ⇒ □疫学関連なし   □疫学関連あり【    】 

        □動物衛生課と協議 □保留【        】 
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３ 農場に関する情報 

  □農場名及び所在地                            

  □所有者住所・氏名・連絡先                        

  □鶏種     □飼養羽数    □日齢     □鶏舎数      

  □鶏舎構造（ 開放・ウインドレス  ケージ・平飼・高床 ） 

   □従業員氏名及び勤務期間                     

                                   

    

４ 臨床症状 

  □異常なし  □異常あり【              】 

過去 1週間の死亡羽数 

日        

死亡羽数        

 

   ※HPAI を疑う症状を示している場合は簡易検査を実施すること 

 

５ 検査 ※疫学関連ありの場合は、説明を行うこと。 

  ①患畜等と接触又は人・物・車両の立入日から 14 日経過後に臨床検査及び簡易検査を実

施する。 

   □接触又は立入日：  月  日 ⇒ 検査予定日： 月  日 

  ②検査日までは、当該家きんの移動を禁止する。 

  ③検査日までは、毎日当該家きんの臨床症状の観察を行い、死亡羽数（異常の有無）を

家畜保健衛生所に報告する。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農場見取り図 

※鶏舎等の必要な構造を図示し、疫学関連調査の対象となった人、車両の動線を記入すること。 
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様式７（指針様式５） 

病 性 鑑 定 依 頼 書 

 

  東家第     号 

  年  月  日 

 

 

 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

 動物衛生研究部門長 殿 

 

 

香川県東部家畜保健衛生所 

所長          （印） 

  

 

下記のとおり病性鑑定を依頼いたします。 

 

 

記 

 

 

１ 動物種（品種、性別等を含む。） 

 

 

２ 鑑定材料（種類及び数量を含む。） 

 

 

３ 鑑定目的 

高病原性鳥インフルエンザ又は低病原性鳥インフルエンザの診断 

 

４ 発生状況 

別添のとおり（様式２－１（指針様式４－１）を添付） 

 

５ 連絡先 

    

  

６ その他特記事項 

 

様式７ 
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様式９ 

 

○家きん等の飼養者名簿 

＜～３km 移動制限区域内＞  

番号 畜種 農場名 農場住所 電話番号 鶏舎数 飼養羽数 備 考 

      採卵鶏 種鶏 肉用鶏 出荷 GP,処理場 

１               

２              

               

計               

      ※計は、発生農場、関連農場（疑似患畜）の羽数を除く 

 

＜３～１０km 搬出制限区域内＞ 

番号 畜種 農場名 農場住所 電話番号 鶏舎数 飼養羽数 備 考 

      採卵鶏 種鶏 肉用鶏 出荷 GP,処理場 

１               

２              

               

計               

       

 

・愛玩鶏飼養者、学校等も記入すること 

 

 

様
式
９

 
（
様
式
８
削
除

) 
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様式１０ 

 

〇養鶏関連施設 

＜～３km 移動制限区域内＞  

番号 種類 施設名 住所 電話番号 備 考 

１      

２          

３         

          

計          

     

 

＜３～１０km 搬出制限区域内＞  

番号 種類 施設名 住所 電話番号 備 考 

１      

２          

３         

          

計          

     

 

 

 

様
式
１
０
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様式 13（指針様式８） 

 

移動制限除外証明書 

番     号 

年  月  日 

 

○○     様 

 

○○家畜保健衛生所 

家畜防疫員○○ 印 

 

 

あなたが所有する（管理する）次の家きん等については、次の高病原性鳥インフルエンザ

（低病原性鳥インフルエンザ）の発生に伴う、家畜伝染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）

第 32 条第１項に規定された禁止又は制限の対象外であることを証明する。 

 

発生に係る情報：平成○年○月○日に○○県○○市で発生が確認された高病原性（低病原

性）鳥インフルエンザ 

 

記 

 

１．禁止又は制限の対象外となる家きん等： 初生ひな／ 飼料／ 敷料／ 排せつ物 

その他（ ） 

 

２．家きん等が所在する場所の名称及び住所（移動元）： 

 

３．家きん等が移動する場所の名称及び住所（移動先）： 

 

（留意事項） 

対象家きん等を移動させる際には、以下のことを遵守すること。 

① この証明書を必ず携行し、消毒ポイント等において提示する。 

② 運搬には密閉車両（初生ひな以外は密閉容器等による代替可）を用いる。 

③ 可能な限り、他の農場付近の通行を避け、かつ、他の畜産関係者が利用しないような

ルートを設定する。 

④ 積込み前後に車両表面全体を消毒する。 

⑤ 消毒ポイント等において運搬車両を十分に消毒する。 

⑥ 運搬後は車両及び資材を直ちに消毒する。 

⑦ 移動経過を記録する。 

様式 13（様式 11,12 削除) 
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様式 14 

愛がん鳥飼養者及び学校等聞き取り調査票 

 

年  月  日（  時） 

聴取対応者            

家畜防疫員            

 

飼養者氏名：              ＴＥＬ： 

 

 

住所：                 ＦＡＸ： 

 

 

家きんの種類及び飼養羽数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨床症状 

元気消失・沈うつ        有 ・ 無 

 

死亡率上昇           有 ・ 無 

 

産卵率低下           有 ・ 無 

 

異常卵（軟卵・無殻卵）発生   有 ・ 無 

 

 

 

 

 

 

確認事項 

１ 異状発生時は、直ちに家畜保健衛生所あてに連絡 

２ ヒト、車両（家きん・卵・糞・飼料・敷料）の制限、消毒の徹底 

３ 野鳥の侵入防止 

４ 後日、巡回調査実施予定    月  日   時頃 

様式 14 
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様式 15 

 

立入調査票 

市町名：                    調査年月日：       調査者：                  

 

飼養者氏名 
       

住  所 
       

飼養羽数 
       

家きん等内訳        

健康状態 健康 ・ 否 健康 ・ 否 健康 ・ 否 健康 ・ 否 健康 ・ 否 健康 ・ 否 健康 ・ 否 

備  考 

(指導事項) 

       

様
式
１
５
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参考資料 
参考資料 

                                                           　　保健所ｺｰﾄﾞ

都道府県知事（保健所設置市長・特別区長）　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　
　獣医師の氏名 印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （自署または記名押印のこと）

 診療に従事する施設の名称
　

　
上記施設の所在地･電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

①　エボラ出血熱のサル

②　マールブルグ病のサル

③　ペストのプレーリードッグ

⑤　細菌性赤痢のサル

⑥　ウエストナイル熱の鳥類

⑦　エキノコックス症の犬
12 推定される感染時期・感染原因

⑧　結核のサル ・推定される感染時期　　　　　　　　　　　
　①　平成　　　年　　　月　　　
  ②　注意義務をもっても特定できず

・感染原因
　①　　　　　　　　　　　　　　　　　

  ②　注意義務をもっても特定できず

13 同様の症状を有する他の動物（死体）の有無
①　あり　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

　（群の感染の場合その規模；　　　　　　　　　　　）

②　なし　　

14 人と当該感染動物との接触の状況
①　あり　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

②　なし　　

５、６及び12～14欄は該当する番号等を○で囲み、9～11欄については年月日を記入すること。

※は、死亡した動物を検案した場合のみ記入すること。

　　

感染症発生届（動物）

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１３条第１項（同条第５項において準用す
る場合を含む。）の規定により、以下のとおり届け出る。

報告年月日（平成　　年　　月　　日）

（署名又は記名押印）

電話（　　　　　　　　　)
（施設がない場合は獣医師の自宅の住所・電話番号を記載）

１  動物（死体）の所有者の氏名

２  動物（死体）の所有者の住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（　　　　　　　　　　　　　）

３  動物（死体）の所在地

４　動物が出生し、若しくは捕獲された場所又は飼育され、若しくは生息していた場所

５
感
染
症
の
名
称
及
び
動
物
の
種
類

（

該
当
す
る
番
号
を
囲
む
こ
と
）

８　動物の症状及び転帰
　（サルの種類　　　　　　　　　　 ）

　（サルの種類　　　　　　　　　　　　）

　（ﾌﾟﾚｰﾘｰﾄﾞｯｸﾞの種類　　　　　　　）

④　重症急性呼吸器症候群の
　（病原体がＳＡＲＳコロナウイルスであるものに限る）

　　イタチアナグマ、タヌキ、ハクビシン　　　

⑩　中東呼吸器症候群のヒトコブラクダ
　（病原体がMERSコロナウイルスであるものに限る）

（該当するもの全てを記載すること）

　　※いずれかの動物を囲むこと ９　初診年月日
平成　　   年　　  月　　   日

　（サルの種類　　　　　　　　 　　） 10　診断(検案※)年月日
平成　　   年　　  月　　   日

              （ 型       　　 　　）
③　その他（　　       　　　　　　）

こ
の
届
出
は
、

診
断
後
直
ち
に
行
っ

て
く
だ
さ
い
。

　（鳥の種類　　　　　　　　　　　 ） 11 死亡年月日（※）
平成　　   年　　  月　　   日

　（犬の種類　　　　　　　　　　　 ）

　（サルの種類　　　　　　　　　　 ）

⑨　鳥インフルエンザ(H5N1又はH7N9)の
    鳥類

　（鳥の種類　　　　　　　　　　　 ）

７　獣医師が感染症の発生の予防及びまん延の防止のた

めに必要と認める事項

１及び２欄については、所有者以外の者が管理する場合においてはその者の氏名及び住所、又は動物の所有者がない又は明らかでない場合において

は占有者の氏名及び住所を、所有者又は占有者が法人の場合においては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地をそれぞれ記入するこ

と。

６
診
断
方
法

①　病原体検査（検体　　　　　　　　　）
          　 （方法　　 　　　　　 ）
      　     （ 型　　　 　　　　　）
②　血清学的検査（検体  　  　　　 ）
              （方法　　　　    　 ）
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感染症法に基づく獣医師の届出 法的根拠（抜すい） 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (平成 10 年 法律第 114 号) 

(獣医師の届出) 

第十三条 獣医師は、一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症又は新型インフル

エンザ等感染症のうちエボラ出血熱、マールブルグ病その他の政令で定める感染症ごとに

当該感染症を人に感染させるおそれが高いものとして政令で定めるサルその他の動物につ

いて、当該動物が当該感染症にかかり、又はかかっている疑いがあると診断したときは、

直ちに、当該動物の所有者(所有者以外の者が管理する場合においては、その者。以下この

条において同じ。)の氏名その他厚生労働省令で定める事項を最寄りの保健所長を経由して

都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 前項の政令で定める動物の所有者は、獣医師の診断を受けない場合において、当該動物

が同項の政令で定める感染症にかかり、又はかかっている疑いがあると認めたときは、同

項の規定による届出を行わなければならない。 

３～４ （略） 

５ 第一項及び前二項の規定は獣医師が第一項の政令で定める動物の死体について当該動物

が同項の政令で定める感染症にかかり、又はかかっていた疑いがあると検案した場合につ

いて、前三項の規定は所有者が第一項の政令で定める動物の死体について当該動物が同項

の政令で定める感染症にかかり、又はかかっていた疑いがあると認めた場合について準用

する。 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令  (平成 10 年 政令第 420 号) 

(獣医師の届出) 

第五条 法第十三条第一項の政令で定める感染症は、次の各号に掲げる感染症とし、同項に

規定する政令で定める動物は、それぞれ当該各号に定める動物とする。 

一～八 （略） 

九 鳥インフルエンザ(H 五 N 一、H七 N九) 鳥類に属する動物 

十 新型インフルエンザ等感染症 鳥類に属する動物 

 

獣医師の届出基準  

（平成 17 年６月 20 日付け健感発第０６２０００２号厚生労働省健康局結核感染通知 別紙) 

（最終改訂平成 26 年７月 16 日） 

第１～第８ （略） 

第９ 鳥インフルエンザ(Ｈ５Ｎ１又はＨ７Ｎ９)  

１ 定義 

Ａ／Ｈ５Ｎ１型又はＡ／Ｈ７Ｎ９インフルエンザウイルスによる感染症である。  

２ 対象となる動物 

鳥類に属する動物  

３ 動物における臨床的特徴 

鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）は一般に、感染した鶏、七面鳥、うずら等では全身症状

を呈して大量に死亡する。その他の鳥類では種類により無症状又は軽い呼吸器症状から

参考資料 
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全身症状まで、様々な症状が認められる。 

鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）は、これまでのところ、感染した鳥類に対して低病原性

であり、ほとんど、あるいは全く臨床症状を引き起こすことは無い。 

４ 届出基準 

(１) 獣医師は、次の表の左欄に掲げる検査方法により、鳥類に属する動物又はその死体

について鳥インフルエンザ(Ｈ５Ｎ１又はＨ７Ｎ９)の病原体診断をした場合には、法

第１３条第１項（同条第５項において準用する場合を含む。）の規定による届出を行わ

なければならない。この場合において、検査材料は、同表の右欄に掲げるもののいずれ

かを用いること。 

検査方法 検査材料 

ＰＣＲ法による病原体の遺伝子の検出 総排泄腔拭い液、口腔拭い液、血液又は

臓器 ウイルス分離による病原体の検出 

(２) 獣医師は、臨床的特徴、血清学的状況若しくは疫学的状況から鳥類に属する動物又

はその死体が鳥インフルエンザ(Ｈ５Ｎ１又はＨ７Ｎ９)にかかっている疑いがあると

診断し、又はかかっていた疑いがあると検案した場合は、(１)にかかわらず、病原体診

断を待たず法第十三条第一項（同条第五項において準用する場合を含む。）の規定によ

る届出を行わなければならない。 

 

届出先 

名 称 所 在 地 所管区域 

高松市保健所 

（保健対策課 

感染症対策室） 

電話：087-839-2870  

FAX：087-839-2879 

高松市桜町一丁目 10番 27 号 

高松市 

香川県東讃保健所 

（東讃保健福祉事務所 

保健対策課） 

電話：0879-29-8261  

FAX：0879-42-5882 

さぬき市津田町津田 930 番地 2 

大川合同庁舎内 

さぬき市・ 

東かがわ市・ 

木田郡・香川郡 

香川県小豆保健所 

（小豆総合事務所 

保健福祉課） 

電話：0879-62-1373  

FAX：0879-62-1384 

小豆郡土庄町渕崎甲 2079-5 

小豆郡 

香川県中讃保健所 

（中讃保健福祉事務所 

保健対策第一課） 

電話：0877-24-9962  

FAX：0877-24-8341 

丸亀市土器町東八丁目 526 

丸亀市・坂出市・ 

善通寺市・ 

綾歌郡・仲多度郡 

香川県西讃保健所 

（西讃保健福祉事務所 

保健対策課） 

電話：0875-25-2052  

FAX：0875-25-6320 

観音寺市坂本町七丁目 3番 18 号 

三豊合同庁舎内 

観音寺市・三豊市 

 

参考資料 
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農場従事者の方へ 

 

 

 

 

  

 

今般、あなたの従事している農場において、鳥インフルエンザ（疑い）が発生し、現在、鳥の

遺伝子検査を実施しています。 

この病気にかかった鳥と接触して、羽や粉末状になったフンを吸い込んだり、その鳥のフンや

内臓に触れた手を介して、人の体内に大量のウイルスが入ってしまった場合に、ごくまれに感染

することが知られています。日本ではこのような密接な接触は考えられないことから、人が鳥イ

ンフルエンザに感染する可能性は極めて低いと考えられますが、結果判明まで、下記事項につい

て、留意していただきますようお願いします。 

 

●留意事項 

 １ 人混みを避け、なるべく自宅等で待機しましょう。 

 ２ やむを得ず外出する場合は、マスクを着用しましょう。 

 ３ 現在、検査中の鳥の遺伝子検査の結果が陽性と判明した場合、保健所が健

康調査を実施しますので、そのことについて連絡がとれる緊急連絡先を農

場責任者にお伝えください。 

 ４ 発熱などのインフルエンザ様の症状が現れた場合は、医療機関を受診する

前に、速やかに、農場のある市町を担当する保健所に御連絡をお願いしま

す。 

 

 ＜各保健所連絡先＞ 

保  健  所  名 所管区域 電      話 

小豆総合事務所(小豆保健所) 小豆郡 ０８７９－６２－１３７３ 

東讃保健福祉事務所(東讃保健所) さぬき市、東かがわ市、

木田郡、香川郡 

０８７９－２９－８２６１ 

中讃保健福祉事務所(中讃保健所) 丸亀市、坂出市、善通

寺市、綾歌郡、仲多度

郡 

０８７７－２４－９９６２ 

西讃保健福祉事務所(西讃保健所) 観音寺市、三豊市 ０８７５－２５－２０５２ 

高松市保健所 保健対策課  

感染症対策室 

高松市 ０８７－８３９－２８７０ 

 

参考資料 

鳥インフルエンザについて 

簡易検査陽性決定から遺伝子検査結果判明までのお願い 
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鳥インフルエンザ防疫対応の時間経過 
   

1
9
日
目

2
0
日
目

2
4
日
目

1
8
日
目

2
1
日
目

2
2
日
目

2
3
日
目

1
4
日

1
7
日

1
8
日

1
9
日

1
5
日

1
6
日

2
0
日

2
1
日

6
日

7
日

8
日

1
1
日

1
2
日

1
日

2
日

3
日

4
日

5
日

1
5
日
目

1
6
日
目

1
7
日
目

1
3
日

9
日

1
0
日

1
3
日
目

1
4
日
目

9
日
目

1
日

目
２

日
目

３
日

目
4
日
目

4
日
目

5
日
目

6
日
目

7
日
目

8
日
目

2
6
日
目

2
5
日
目

1
0
日
目

1
1
日
目

1
2
日
目

評
価

殺
処

分

死
体

の
処

理
汚

染
物
品

処
理

移
動
制
限
、
搬
出
制
限
（
消
毒
ポ
イ
ン
ト
で
の
消
毒
）

病
性

鑑
定

立
入
制
限

立
入
制
限

立
入
制
限

農
場

内
緊

急
消

毒
農

場
消

毒
農

場
消
毒

○ 防 疫 措 置 完 了

発 生 農 場 の 防 疫 措 置 開 始

○ 異 常 家 き ん の 届 出

立 入 検 査 疫
学

関
連

農
場

立
入

検
査

○ 簡 易 検 査 ＋

県 事 務 局 会 議 開 催

家
き

ん
卵

・
家

き
ん

出
荷

の
た

め
の

検
査

、
Ｇ

Ｐ
セ

ン
タ

ー
・

食
鳥
処

理
場

再
開
の

た
め

の
検
査

発
生

状
況

検
査

県 対 策 本 部 会 議 開 催

○ 疑 似 患 畜 決 定 （ 公 表 ）

○ 殺 処 分 完 了

○ 死 体 の 処 理 完 了

移 動 自 粛 要 請

遺 伝 子 検 査 ＋

患 畜 決 定

制 限 区 域 設 定

○ 汚 染 物 品 の 処 理 完 了

〇 農 場 消 毒 （ １ 回 目 ）
先 遣 調 査

家
き
ん
出
荷
の
た
め
の
検
査

家
き
ん
出
荷
の
た
め
の
検
査

立
入
制
限
、
移
動
制
限

立
入
制
限
、
移
動
制
限

立
入
制
限
、
移
動
制
限

清
浄
性
確
認
検
査

防
疫

措
置

の
完

了
後

1
0
日

が
経

過
後

防
疫

措
置
の

完
了
後

2
1日

が
経

過
後

移
動
制
限
、
搬
出
制
限
（
消
毒
ポ
イ
ン
ト
で
の
消
毒
）

移
動
制
限
（
消
毒
ポ
イ
ン
ト
で
の
消
毒
）

○ 搬 出 制 限 区 域 解 除

○ 防 疫 措 置 完 了

（ ２ 回 目 ）

〇 農 場 消 毒

県 対 策 本 部 会 議 開 催

○ 移 動 制 限 区 域 解 除

（ ３ 回 目 ）

〇 農 場 消 毒

参考資料 
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香川県鳥インフルエンザ対策本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ（以下「鳥インフルエンザ」

という。）に対する総合的な対策を講じるため、香川県鳥インフルエンザ対策本部（以下

「本部」という。）を設置する。 

   

（業務） 

第２条 本部は、次に掲げる事項に関する業務を行う。 

（1）鳥インフルエンザ防疫対策に関すること。 

（2）各種情報の収集及び提供に関すること。 

（3）その他必要な事項 

 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は知事を、副本部長は副知事をもって充てる。 

３ 本部員は、別表１に掲げる者をもって充てる。 

 

（会議） 

第４条 本部の会議は、香川県内における鳥インフルエンザの発生時その他必要に応じて、本部

長が招集する。 

２  本部長は、必要と認める場合には、関係者を本部の会議に参加させて意見を求め、又は状況

等を聴取することができるものとする。 

 

（幹事会） 

第５条 本部の業務の円滑な実施を図るため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって組織する。 

３ 幹事長は農政水産部長を、幹事は別表２に掲げる者をもって充てる。 

４ 幹事会の会議は、必要に応じて幹事長が招集する。 

５ 幹事長は、必要と認める場合には、関係者を幹事会の会議に参加させることができる。 

 

（庶務） 

第６条 本部及び幹事会の庶務は、農政水産部畜産課で行う。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるほか、必要な事項は本部長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は平成１６年３月１日から施行する。 

  附 則 
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この要綱は平成１９年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は平成１９年１０月５日から施行する。 

  附 則 

この要綱は平成２１年２月２５日から施行する。 

  附 則 

この要綱は平成２７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は平成２８年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は平成３０年１１月７日から施行する。 

  附 則 

この要綱は令和３年４月１日から施行する。 

（別表１） 

本部員 

役 職 名 備 考 

審議監  

政策部長  

総務部長  

危機管理総局長  

環境森林部長  

健康福祉部長  

商工労働部長  

交流推進部長  

農政水産部長  

土木部長  

教育委員会 教育長  

警察本部長  

知事公室長  
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（別表２） 

幹事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

役職名 備考 

環境森林部次長  

健康福祉部次長  

農政水産部次長  

政策課長  

予算課長  

総務学事課長  

税務課長  

人事・行革課長  

職員課長  

広聴広報課長  

危機管理課長  

くらし安全安心課長  

環境政策課長  

環境管理課長  

みどり保全課長  

廃棄物対策課長  

健康福祉総務課長  

薬務感染症対策課長  

生活衛生課長  

子ども家庭課長  

産業政策課長  

経営支援課長  

交流推進課長  

農政課長  

農業経営課長  

畜産課長  

土地改良課長  

土木監理課長  

教育委員会総務課長  

教育委員会 高校教育課長  

教育委員会 保健体育課長  

警察本部 警備課長  
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香川県鳥インフルエンザ対策連絡会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ（以下「鳥インフルエンザ」

という。）に対する総合的な対策を講じるため、香川県鳥インフルエンザ対策連絡会議（以下

「連絡会議」という。）を設置する。 

 

（業務） 

第２条 連絡会議は、次に掲げる事項に関する業務を行う。 

（1）鳥インフルエンザに関する各種情報の収集及び提供に関すること。 

（2）鳥インフルエンザ対策に関すること。 

（3）その他必要な事項 

 

（組織） 

第３条 連絡会議は、別表に掲げる各課の担当者をもって組織する。 

２ 連絡会議に会長を置き、会長は畜産課長をもって充てる。 

 

（会議） 

第４条 連絡会議は、国内における鳥インフルエンザの発生に対処するため、必要に応じて会長

が招集する。 

２ 会長は、必要と認める場合には、市町、生産者団体、消費者団体等の関係者を連絡会議に出席

させることができる。 

 

（庶務） 

第５条 連絡会議の庶務は、農政水産部畜産課で行う。 

 

（雑則） 

第６条 この要綱に定めるほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は平成１６年１月２０日から施行する。 

附 則 

この要綱は平成１９年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は平成１９年１０月５日から施行する。 

 附 則 

この要綱は平成２１年２月２５日から施行する。 

 附 則 

この要綱は平成２２年１２月２４日から施行する。 

 附 則 

この要綱は平成２７年４月１日から施行する。 
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   附 則 

この要綱は平成３０年１１月７日から施行する。 

   附 則 

この要綱は令和３年４月１日から施行する。 

（別表）               

連絡会議の構成課(２９)                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課    名 備 考 

政策課  

予算課  

総務学事課  

税務課  

人事・行革課  

職員課  

広聴広報課  

危機管理課  

くらし安全安心課  

環境政策課  

環境管理課  

みどり保全課  

廃棄物対策課  

健康福祉総務課  

薬務感染症対策課  

生活衛生課  

子ども家庭課  

産業政策課  

経営支援課  

交流推進課  

農政課  

農業経営課  

畜産課  

土地改良課  

土木監理課  

教育委員会総務課  

教育委員会 高校教育課  

教育委員会 保健体育課  

警察本部 警備課  
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